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第1章 序論 

 

1.1 本研究の背景 

1.1.1 情報通信の発展 

あらゆる活動の根本に情報通信技術（Information and Communication Technology、以下

ICT）があり、ICTが我々の生活になくてはならない存在となって久しい。ICT の発達及び

急激なデジタル化の進展に伴い、ネットワークを流れる情報量は爆発的に増加している。

Figure 1‐1 に示すように、Cisco は 2017～2022 年の間で世界の IPトラフィックが 3倍、年

平均成長率（CAGR）は 26%になると予測している  [1]。中でもスマートフォンやタブレッ

トの通信量、及びテレビやMachine to Machine（M2M）の通信量の増加が目覚ましい。こ

れらは、第 5世代移動通信システム（5G）をはじめとするデジタル基盤や IoT、ビッグデー

タ、AIといったデジタル技術の発展がもたらす結果であると考えられる。 

 

 

Figure 1-1 Cisco VNI による世界の IP トラフィック予測（2017～2022 年） [1] 

 

移動通信は、固定電話が一般的であった時代に開発された車載電話が始まりである。この

車載電話にショルダーホンを加え、第 1 世代移動通信システム（1G）と呼ばれている。そ

の後、フィーチャーフォンを端末とする 2G、3Gでデジタル方式の通信が可能となる。フィ

ーチャーフォンの時代を経て、2010年ごろからの第 4世代移動通信システム（4G）でスマ

ートフォンが登場し、従来の移動通信の用途であるメールやブログ・ウェブサイトの閲覧に

加えて、ソーシャルメディアや動画サイトの閲覧、オンライン・ソーシャルゲームなどがス

トレスなく利用できるようになった。利用拡大に伴って高速大容量通信に対するニーズが

高まり、その結果、通信速度は Mbps レベルから Gbps レベルへと進化した（Figure 1‐2）。 

2020年より商用開始となった 5Gは、「超高速通信」「超低遅延通信」「多数同時接続」が

コンセプトとなっている。4G と比較し、10 倍以上の通信速度、10 分の 1 の遅延、10 倍の

端末の同時接続という高い性能を持ち、身の回りのあらゆるものがネットワークにつなが

る Internet of Things（IoT）時代の ICT基盤として期待されている  [2]。 

また、実世界をサイバー空間に再現（デジタルツイン）し、実世界の制約を超えてエミュ

レートすることで「未来予測」や「新たな知」を発見することができるというサイバー・フ
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ィジカル融合への関心が高まっている。NTT ドコモはこのサイバー・フィジカル融合に求

められる無線通信の役割は、実世界の映像やセンシング情報などの大容量かつ低遅延な伝

送、高信頼かつ低遅延な制御信号の伝送による実世界へのフィードバックであるとし、5G

の特徴を生かした高性能な無線通信への期待が高まっているとしている  [3]。 

 

 

Figure 1-2 移動通信システムの進化 [2] 

 

インターネット技術やセンサー・テクノロジーの発展を背景に、家電や自動車、ビル、工

場などの設備など、世界中の様々なものがインターネットにつながることを IoTと呼ぶ。現

状では、企業の IoT ソリューションの導入理由は業務自動化・最適化が多くを占める  [2]。

内閣府は、情報社会（Society 4.0）の次の新たな社会「Society 5.0」において、現実空間か

ら IoTデバイスやセンサーを通じてあらゆる情報が集積（ビッグデータ）し、人工知能（AI）

がビッグデータを解析、高付加価値を現実空間にフィードバックすることで、新たな価値が

産業や社会にもたらされるとしている  [4]。したがって、Society 5.0の根幹を成す技術とし

て IoTの発展、普及が期待される。 
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Figure 1-3 サイバー・フィジカル空間の関係の変化 [4] 

 

IoTネットワークは一般に Figure 1‐4の構成をとり、デバイスで生成されたデータがネッ

トワークを経て IoT ゲートウェイに集約され、広域ネットワークを介して IoT プラットフ

ォームに至る  [5]。IoT デバイスは 2015 年には 170 億台程度であったが、2022 年までに倍

の 350 億台程度まで増加すると予想されている（Figure 1‐5）。家電やスマートトイなどの

「コンシューマ」、スマート工場（Industry 4.0が背景）やスマートシティが拡大する「産業

用途」並びにコネクテッドカーの普及が進む「自動車・宇宙航空」が拡大の中心となると予

想される。 

 

 

Figure 1-4 IoT の構成要素 [5] 
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Figure 1-5 世界の IoT デバイス数の推移及び予測 [2] 
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1.1.2 情報通信とデータセンター 

情報通信は、通信設備（電話交換機など）、サーバーやストレージ、ネットワーク機器（ル

ーター、スイッチ）などの ICT 機器によって構築されたネットワークを介して成されてい

る。固定電話網であれば、Figure 1‐6のように電話線が電話機から電信柱や地中を通じて電

話局の電話交換機とつながっており、相手方の電話局の電話交換機とやり取りをすること

で通話が可能となる  [6]。インターネットは、Autonomous System（AS）と呼ばれる個々の

ネットワーク間で Border Gateway Protocol（BGP）という規約により経路情報の交換を行

うことで通信を行っている  [5]。AS は概ね階層構造が形成されてきたが、近年のトラフィ

ックの激増に対応するため、巨大なトラフィックが生じるコンテンツサーバーに直接ネッ

トワークを接続したり、Content Delivery Network（CDN）サーバーを設置し、エンドユー

ザーから最も近いCDNサーバーからコンテンツを配信したりする動きがある（Figure 1‐7）。

また、固定通信や 4G や 5G などの移動通信、IoT ネットワークは Figure 1‐8 に示す構造と

なっており、固定通信ネットワークがその中心となっている。 

 

 

Figure 1-6 一般加入電話サービスの仕組み [6] 

 

 

 

Figure 1-7 インターネットの概念図と構造の変遷 [5] [7] 
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Figure 1-8 固定通信とモバイルネットワーク構成の概念図 [7] 

 

これらの情報通信ネットワークを構成する ICT 機器は、高温環境での動作による故障率

の上昇（Figure 1‐9）や低湿環境による静電気の発生、高湿環境による結露など、動作環境

の悪化に伴い様々な問題が発生するため、動作温湿度環境に厳密な規定が設けられる。温湿

度条件には、ICT 機器メーカーが独自に設定している条件の他、ASHRAE 技術諮問委員会

9.9（TC9.9）が定める ICT機器吸込条件の推奨環境範囲と許容環境範囲があり、これが広く

引用される。Figure 1‐10 に示す通り、露点温度、乾球温度、相対湿度で定義されるクラス

A1～A4（Table 1‐1）に共通する推奨範囲と、それぞれのクラスの許容範囲が示されている。

空冷設備は通常の状況下で推奨範囲内にある周辺環境を達成するように設計する。一方で、

ICT機器の信頼性及び運用に影響を与えるリスクなく、短時間、推奨範囲外の許容範囲で運

用されることは許容されているとしている  [8]。この温湿度条件は、2004年に公表されて以

降、外気冷房やフリークーリングなどの自然エネルギー利用やより広い環境条件下での運

転による冷却システムの高効率化でもたらされる省エネルギー効果を見込んで、緩和され

る傾向にある。 
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Figure 1-9 ボリュームサーバーのハードウェアの相対的な ITE 故障率（x-Factor） [8] 

 

 

Figure 1-10 ASHRAE クラス A1～A4 の推奨及び許容環境範囲（2015） [8] 

 

Table 1-1 空冷装置に関する環境クラス定義 [8] 

クラス アプリケーション 製品 環境制御 
A1 データセンター エンタープライズサーバー、 

ストレージ 
厳密な制御 

（露点、温度、相対湿度） 
A2～A4 IT スペース ボリュームサーバー、PC、 

ストレージ、ワークステーション 
ある程度の制御 

（露点、温度、相対湿度） 
B オフィス、住宅、

移動環境 
PC、ワークステーション、 
ノート PC、プリンター 

最低限の制御 
（温度） 

C 店舗、産業、工場 POS 機器、強靭な制御機器 
またはコンピュータ、PDA 

制御無 
（屋内、十分な冬の暖房と換気） 

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 27.5 30.0 32.5 35.0 37.5 40.0 42.5 45.0

x-
F

ac
to

r：
故
障
率

ICT機器の吸込温度（℃）

上限

下限 平均



 

 

第 1章 序論 

 

11 

 

ICT機器の設置環境を推奨範囲ないし許容範囲（特にミッション・クリティカルな運用に

求められるクラス A1）に保つには相当なエネルギーが必要となり効率的な運用が求められ

る。また、防災、セキュリティ、保守管理などの観点からも、ICT機器を収容して集中的に

管理する施設が必要とされる。その施設がデータセンターであり、日本データセンター協会

（JDCC）は「分散する IT機器を集約設置し効率よく運用するために作られた専用施設」と

定義している。具体的には、インターネット用のサーバーやデータ通信、固定・携帯・IP電

話などの装置を設置・運用することに特化した建物の総称を指すとしている  [9]。 

データセンターはその用途により様々な構成要素が用意されている。その構成の一例を

Figure 1‐11 に示す。情報通信コンピュータ室をはじめ、付帯するサービス部、共用部、オ

フィス部、並びに壁や柱などの躯体で構成される。情報通信コンピュータ室自体は、コンピ

ュータサーバー（11%）、ストレージ（19%）、通信装置（5%）などの IT用途が 42%を占め

る一方で、冷却装置（12%）、配電装置（3%）などの設備用途や（ラック間の）通路（20%）、

コマンドエリア（4%）などの非 IT用途が（58%）を占めている。 

 

 

 

Figure 1-11 データセンターの床面積内訳の例（上）とそのうちの情報通信コンピュータ室（Datacom 

Computer Room）の床面積内訳の例（下） [10] 

 

   



 

 

第 1章 序論 

 

12 

 

1.1.3 データセンターを取り巻く動向 

これまでに述べた通り続伸する ICT 需要を支えるデータセンターの市場規模は拡大の一

途をたどると予測される。カテゴリ別でみても幅広い用途での成長が見込まれる（Figure 

1‐12）。国内に目を向けても傾向は同様で増加傾向にある（Figure 1‐13）。富士キメラ総研は、

5Gや IoTの浸透でデータセンター市場に次のような影響があるとしている  [11]。 

① 通信量は増大、Web コンテンツシステムもリッチ化し、Web コンテンツプロバイダ

ーやインターネットサービスプロバイダー（ISP）のデータセンター利用量が拡大す

る 

② 5Gの低遅延性を生かすため通信基地局内や近距離にデータセンターを置く、エッジ

データセンターの需要が増える 

③ 通信基地局の拠点として、データセンターやエッジデータセンターの需要が増える 

 

 

Figure 1-12 世界のデータセンター市場規模の推移及び予測 [2] 

 

 
Figure 1-13 日本のユーザー企業の業種別のデータセンター市場動向 [11] 

 

また、前述の ICT機器の需要の高まりから、ICT機器自体の高性能化、高密度実装化が進

んでいる。ASHRAE TC 9.9は Figure 1‐14のグラフを発表し、2U・2ソケットサーバーの場
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合、「コミュニケーション／電気通信」の用途を除き、消費電力は増加する傾向にあると報

告している。科学分野のサーバーは 42Uラックにフル搭載した場合には 1ラック当たり 25

～30kW の消費電力になると予想しているが、大半の分野は 15kW/ラック以下の見込みで

ある。ASHRAE TC 9.9は同書で 15～20kW/ラックを超える電力レベルは、世界中のほとん

どのデータセンターで問題となり得て、局所的な液冷などを検討する必要があるとしてい

る  [10]。実際のラック搭載状況を考慮すると、グラフで示すように 42U フル搭載すること

は多くなく、1ラック当たりの消費電力はもう少し小さいものと想定される。しかしながら、

今後も ICT 機器の高発熱密度化が進むのは確実であり、データセンターには高い電力供給

能力が求められる。さらに、ICT機器の情報処理に用いられた消費電力はほぼ熱に変わるこ

とから、それを冷却可能なソリューションも必要となる。それらを実現するデータセンター

は付加価値が高く、ラック当たりの供給可能電力は年々高くなる傾向にある。特に昨今では、

ハイパースケールデータセンターの開設が増えているため、1ラック当たりの平均供給可能

電力として 8kVA以上を設定しているデータセンターが多い。一方で、2kVA以下の電力ス

ペックのデータセンターは陳腐化により閉鎖する傾向にあるといわれるものの、2024 年で

も総ラック数の半数以上を占める  [11]。 

 

 

Figure 1-14 2U サーバー（2 ソケット）の電力トレンド [10] 
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Figure 1-15 電力スペック別データセンター推移 [11] 

 

低電力スペックのデータセンターが過半を占める理由の一つとして、データセンターの

老朽化が考えられる。インターネットバブルなどを背景に 2000年代に竣工したデータセン

ターが多く、今後、20 年以上のサーバールーム面積が増加する一因となっている（Figure 

1‐16）。運用年数の長いデータセンターの増加（つまり、閉鎖されず運用し続けられること）

が、低電力スペックのデータセンターの割合が減らない理由の一つであると考えられる。 

 

 

Figure 1-16 竣工年代別サーバールーム面積 [11] 

 

   

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

2019
（見込）

2020
（予測）

2021
（予測）

2022
（予測）

2023
（予測）

2024
（予測）

ラ
ッ
ク
数
（
ラ
ッ
ク
）

6kVA~データセンター

4~6kVAデータセンター

2~4kVAデータセンター

~2kVAデータセンター



 

 

第 1章 序論 

 

15 

 

1.1.4 データセンターの省エネルギー化の意義 

データセンターは消費電力量の大きい施設として知られており、世界の消費電力量の約

1%、日本の消費電力量の約 1.5%を占めていると推定される  [12] [13] [14]。その理由として、

情報処理のために ICT 機器が膨大な電力を消費すること、ICT 機器の消費電力はほぼ全て

が顕熱負荷となるためにそれを冷却する空調システムの消費電力が大きいこと、電源容量

が大きいため電力損失が大きいこと、などが挙げられる。Shehabiらは米国のデータセンタ

ーの規模別の Power Usage Effectiveness（PUE）を Table 1‐2で報告している  [15]。これに

よると、ハイパースケールデータセンターを除く典型的なデータセンターでは、付帯設備が

約 40～60%を占めることがわかる。特に、電力設備（電力損失）はデータセンターの消費電

力の約 10%、冷却設備は約 30～50%を占める。 

 

Table 1-2 データセンターの規模別 PUE（2014 年） [15] 

 

 

電話局を運用する電気通信事業者や自社で機械室やデータセンターを運用する企業にと

っては、ICT機器を含むデータセンターの省エネルギー化は経費削減につながり、データセ

ンター事業者にとっては、付帯設備の消費電力の低減はハウジング価格（円/ラック）やコ

ロケーション価格（円/kVA）の低廉化につながる。いずれも企業競争力が向上することか

ら非常に関心が高い。さらに、環境問題への関心の高まりから、環境経営や持続可能な開発

目標（Sustainable Development Goals、SDGs）に取り組む企業が増えており、環境配慮（地

球温暖化対策）としてのデータセンターの省エネルギー化の機運はさらに高まってきてい

る。 
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1.2 既往の研究と本研究の意義 

1.2.1 既往の取組・研究 

(1) ICT機器の冷却方式 

ICT機器自体の冷却方式には、主に空冷式と液冷式がある。空冷式に関しては、冷却ファ

ンを内蔵しない自然空冷方式と、冷却ファンを内蔵し ICT 機器の筐体内のコンポーネント

を冷却する強制空冷方式に分けられる。液冷式に関しては、ICT機器内で冷却液の密閉回路

を形成して CPU などの高発熱部品から除去した熱をラジエータで排熱する密閉回路方式、

冷却液分配装置（Coolant Distribution Unit、CDU）からの冷却液を ICT機器に導入して高

発熱部品に取り付けたコールドプレートから熱を取り去るコールドプレート方式などがあ

る。前者は高発熱部品を含めた ICT 機器の発熱をすべて空気で排熱し、後者は高発熱部品

以外の熱を空気で排熱することから、いずれもデータセンターの空調システムに左右され

る。一方で、すべての排熱を液冷で処理する方式も存在する。冷却液（鉱油などの絶縁性を

持つもの）に ICT機器を浸漬し冷却する液浸方式である。この方式では、ICT機器の内蔵フ

ァンを取り外すために、ICT機器自体の消費電力も小さくすることができる。 

前述の通り、15～20kW/ラックを超える電力レベルでは高発熱ソリューションを検討する

必要があり、液冷式はその一つの手段として検討される。ハイパフォーマンス・コンピュー

ティング（HPC）やスーパーコンピュータでは、液冷式の冷却手段の採用が一般的になりつ

つある。しかし、複数のメーカー製の ICT 機器が混在する環境での統合の容易さ、サービ

スが簡単であること、そして電子機器に導電性の液体を近づけることへの恐れなどの要因

により、今日のデータセンターでは空冷式が大多数を占める  [16]。本研究では、液冷式の

ICT 機器は対象外とし、空冷式の ICT 機器及びその冷却のための空調システムを対象とす

る。以下、ICT機器はラックマウント型の強制空冷式の機器（サーバー等）と定義する。 

 

(2) ICT機器の省エネルギー化 

オフィス機器（コンピュータ、ディスプレイ、画像機器、及びコンピュータサーバー）の

国際的省エネルギー制度である国際エネルギースタープログラム（ENERGY STAR）などの

認証制度により、ICT機器自体の省エネルギー化が進んでいる。ENERGY STARでは、サー

バーに対して稼働状態効率基準への適合だけでなく、アイドル時の消費電力の測定、報告を

求めている  [17]。実際に、SPECpower_ssj2008で測定した性能と消費電力の推移をみると、

性能と稼働時の消費電力は上昇傾向にあるが、アイドル時の消費電力はほぼ横ばいであり、

省エネルギー化が進んでいることが見て取れる（Figure 1‐17）。 
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Figure 1-17 性能と消費電力のトレンド [10] 

 

アイドル状態など部分負荷時の省エネルギー化のために、ICT機器の吸込温度や構成部品

の温度により内蔵する冷却ファンの回転数を増減する制御が取り入れられている。一例と

して、ICT機器の吸込温度により内蔵ファン回転数の下限を決定し、構成部品の温度から内

蔵ファン回転数を PID 制御するシステムが紹介されている  [16]。ICT 機器の熱管理に使用

する温度センサーの位置の例を Figure 1‐18に、吸込温度と内蔵ファン回転数の下限の関係

の例を Figure 1‐19に示す。また、より高度な内蔵ファンの制御として、多入力多出力（Multi‐

Input Multi‐Output、MIMO）制御が提案されている  [18]。 

 

 

Figure 1-18 1U ボリュームサーバーの温度センサー位置の例 [16] 
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Figure 1-19 ICT 機器の吸込温度と内蔵ファン回転数の関係の例 [16] 

 

(3) データセンター空調システムの特徴 

オフィスと比較したデータセンターの空調システムの特徴を Table 1‐3 に示す。ICT機器

の膨大な顕熱負荷を処理するために年間を通して冷房運転を行うこと、空調機の熱交換器

での除湿及びそれに起因する加湿などの無駄なエネルギー消費を避けるために高顕熱で運

転すること、給気量不足による局所的な熱だまりを防ぐために大風量で運転することなど

が主な特徴として挙げられる。また、冷却対象がミッション・クリティカルな機器であるが

故に、ICT機器の熱障害を防ぐために高いレベルで温湿度管理を行う必要があり、空調シス

テムの停止による室内温度上昇を避けるために高い信頼性が求められる。さらに、ICT機器

は更新速度が速く、新設、増設、設定変更が頻繁に行われるため、それらに対応できる柔軟

な設備設計が必要となる。前述の通り、温熱度管理については ASHRAE TC9.9の環境条件

を満たす空調設計が一般的である。信頼性に関する基準としては、日本データセンター協会

（JDCC）が Uptime  Instituteの Uptime Tierなどを参考に、日本の実情に即した日本独自

の基準として制定した「データセンターファシリティスタンダード」が多く引用される

（Table 1‐4）。この基準では冗長化について、N+1（ティア 3）や N+2（ティア 4）といった、

いわゆる常用機台数+予備機台数を一律で規定している。一方で、羽山らは空調設備の不稼

働率を算出して必要台数を求める、投資と信頼性のバランスを考慮した信頼度設計の手法

を提案している  [19]。 
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Table 1-3 データセンターの特徴 [20] 

 

 

Table 1-4 データセンターファシリティスタンダード（空調設備の抜粋） [21] 

 

 

(4) 空調気流方式 

ICT機器はラックやキャビネット（以下、ラックで統一する）と呼ばれる筐体に搭載され

た状態で運用される。ラックは EIA規格に準拠した 19インチラックが一般的である。この

規格では ICT 機器とラックの寸法が規定されており、幅 19 インチ（482.6mm）、高さ 1.75

インチ（44.45mm）の ICT機器を搭載可能なように、ICT機器を取り付けるマウントレール

の幅や取付穴のピッチが決められている。また、1Uという単位を 1.75インチと定めている。 
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以前は、ICT機器の吸排気の向きがそろえられておらず、吸排気が混合（再循環）して ICT

機器の吸込温度が上昇する状況がしばしば見受けられた。機械室では ICT 機器の吸込温度

が最も高い箇所に合わせて給気温度を決定するため、過剰冷却や過剰給気に繋がり空調効

率を悪化する一因となってきた。ラックに搭載する ICT 機器の向きをそろえ、吸気側と排

気側をそれぞれ対面させると、排気の再循環が抑制され、空調効率が高まる。この方式はコ

ールドアイル・ホットアイル方式（Figure 1‐20）と呼ばれ、多くのデータセンターで採用さ

れている。空冷ラックの吸排方式は Figure 1‐21に示す通り様々であるが、コールドアイル・

ホットアイル方式の平面計画がほとんどであり、前面吸込・背面吹出の形状や前面吸込・天

面吹出の形状が多数を占める。 

 

 

Figure 1-20 コールドアイル・ホットアイル方式 [8] 
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Figure 1-21 空冷ラックの吸排方式 [22] 

 

データセンターの特徴の一つとして、大風量給気が挙げられることを述べた。これは、ICT

機器の要求風量に対して空調機の給気風量を充足させ、ICT機器の排気の再循環を抑制する

ことを目的としている。それ故に空調機の室内ファンの消費電力は大きく、空調システムの

消費電力のうち約 3 割を占める  [23]。そのため、機械室内の空調気流の高効率化に関する

研究が盛んに進められている。 

空調機からの給気をどのように分配・回収するかは空調気流の効率に大きく影響する。今

日のデータセンターで多く採用される空調気流方式の例を Figure 1‐22に示す。一般的なデ

ータセンターでは、ICT機器の増設などに対するフレキシビリティの確保や空調給気の適正

分配、配線処理を考慮し、二重床を設け、その下部空間を配線スペースやプレナムチャンバ

として利用している。中尾らは、実大実験により 4種類の空調気流方式（二重床吹出・横吸

込方式、二重床吹出・天井吸込方式、天井吹出・横吸込方式、天井吹出・二重床吸込方式）

を無次元化した室内温度と標準偏差で評価し、発熱密度及び給気温度が等しい条件下で、二

重床吹出・天井吸込方式が最も効率的な空調気流方式であることを示した  [24]。Shrivastava

らは CFDを用いて二重床吹出、二重床吸込、天井吹出、天井吸込を組合せた 7種類の空調

気流方式の熱性能を比較し、同様に二重床吹出・天井吸込方式が最も優れていると結論した 

[25]。一方で、諏訪らは一連の研究で、二重床吹出・天井吸込方式と比べ、天井吹出・天井

吸込方式の方が良好な結果を示したと結論している  [26] [27] [28]。 
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Figure 1-22 空調気流方式の例（a：二重床吹出・横吸込方式、b：二重床吹出・天井吸込方式、c：天

井吹出・横吸込方式、d：天井吹出・天井吸込方式） [22] 

 

(5) アイルコンテインメント 

井口らはコールドアイル・ホットアイル方式について、二重床吹出・横吸込方式を採用す

る機械室の熱気流シミュレーションを行い、ショートサーキットやそれによる局所的な熱

だまりなどの空調効率の悪化に繋がる現象が生じることを指摘した  [29]。この中で、ショ

ートサーキットは主に、ラック間通路を横断する流れ、ラック列の端部での偏流、ラック上

部を横断する流れで生じ易いことを示している。この気流改善手法として、コールドアイル

とホットアイルを物理的に分離するアイルコンテインメントが提案されており、データセ

ンターのエネルギー効率に関する欧州行動規範（the European Code for Energy Efficiency 

in Data Centres）の重要な課題と合意された解決策を記載したベストプラクティス集にも掲

載されている  [30]。コールドアイルを囲うコールドアイルコンテインメントと、ホットア

イルを囲うホットアイルコンテインメントが主流であるが、ASHRAE ではその他にラック

前面にチャンバを設けるタイプと、ラック背面に排気チムニーを設けるタイプを紹介して

いる（Figure 1‐23）。 

吉井らはコールドアイルコンテインメント方式、延岡ら、近都らは吸込チャンバ方式をそ

れぞれ検討し、コンテインメントを施すことで吸排気が効率化し、空気搬送系動力の削減効

果を得ると同時に、ラック前面の温度が画一化することで空調給気温度の昇温が可能とな
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り、冷凍サイクルの効率が向上する可能性を示唆している  [31] [32] [33]。 

 

 

(a) コールドアイルコンテインメント方式 

 

(b) ホットアイルコンテインメント方式 

 
(c) 吸込チャンバ方式 

 
(d) 排気チムニー方式 

Figure 1-23 アイルコンテインメントの種類 [16] 

 

(6) 空調システムの高効率化 

データセンターの空調システムの熱源方式には、主に個別分散方式と中央熱源方式があ

る（Table 1‐5）。前者は冷媒（代替フロン）を熱搬送媒体としたパッケージ型空調機を用い

たシステムであり、後者は冷凍機などで生成した冷水を熱搬送媒体としたシステムである。
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従来、ICT機器を扱う施設であることから、漏水によるサービス断を忌避して個別分散方式

が主流であった。しかし、近年は ICT機器の高発熱・高密度化が進み、大規模になるほどス

ペース効率が高くなる中央熱源方式が採用される機会が増えている。 

植草らは、パッケージ型空調機の冷凍サイクルにおいて、膨張弁の容量見直し、圧縮機の

最低圧縮比の低減、凝縮圧力制御弁の採用により、低外気温度時に低圧力比で運転する方法

を確立し、低外気温度時の運転効率を大幅に向上させた  [34]。パッケージ型空調機の高外

気温度時の効率向上手段の一つにガスインジェクションサイクルがある。冷凍サイクルの

膨張弁の二次側はガス相冷媒と液相冷媒の二相流となっているが、ガス相冷媒は蒸発器で

熱交換するのは顕熱分のみのためほとんど冷却に寄与しない。そこで、膨張弁を一段追加し、

一段目で膨張した二相冷媒のうちガス相冷媒を分離し、圧縮機に注入（インジェクション）

することで、圧縮機の仕事量を減らし効率を向上する  [35]。宇田川らは、外気温度 35℃相

当の凝縮圧力において、単段圧縮サイクルと比べて COPが 25%向上することを、ガスイン

ジェクションを搭載した実験装置で確認した  [36]。 

データセンターでは ICT 機器の発熱を処理するため年間で冷房を行うことから、空調シ

ステムにはその特徴を考慮した様々な工夫が図られてきた。中間期・冬期に寒冷な外気を利

用する外気冷房（エアサイドエコノマイザー）という技術がある。エコノマイザーは「機械

的な暖房や冷房の要求を低減する制御技術（a control system  that  reduces  the mechanical 

heating and cooling requirement）」と定義される  [37]。植草らは、パッケージ型空調機の効

率向上を目的に、冷凍サイクル内に冷媒ポンプを備えた間接外気冷房型（インダイレクト・

エアサイドエコノマイザー）空調機を考案し、シミュレーション及び実機実測により制御方

法を提案した。この空調機は、従来の空調機と比較して年間で消費電力量を約 50%削減可

能としている  [38]。中央熱源方式においても、冷水を使用することから、フリークーリング

や外気冷房との親和性が高い。冷凍機をバイパスし、冷却塔で生成した冷却水を冷却に利用

するフリークーリングも間接外気冷房の一種であるといえる。冷却塔を利用したエコノマ

イザーは寒冷な外気を水の冷却に用いることからウォーターサイド・エコノマイザーとも

呼ばれる。また、直接外気を機械室内に導入する直接外気冷房（ダイレクト・エアサイドエ

コノマイザー）では、微粒子やガスによる汚染など解決すべき課題はあるが、空調システム

の消費電力が約 50%低減されるという非常に大きな効果が報告される  [39]。国内では、寒

冷地における国内有数の規模のデータセンターで直接外気冷房を適用し、機械室のみを対

象とした partial Power Usage Effectiveness（pPUE）で 1.14 という高い効率を達成してい

る  [40]。ASHRAE TC9.9は直接外気冷房の導入に当たり考慮すべき事項として、微粒子や

ガスの発生源となる敷地の周辺環境、気候、自然災害への配慮や、適切なフィルターならび

にリアルタイム監視・制御の選定を挙げている  [41]。 

その他、ヒートパイプを用いて外気と室内空気を熱交換する間接外気冷房  [42]や、外気

と室内空気を熱交換する熱交換器の外気側に散水し蒸発潜熱を冷却に用いる間接蒸発冷却

（Indirect evaporative cooler、IEC）  [42] [43]など様々なエコノマイザーが検討されている。 
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Table 1-5 熱源方式の特徴 [20] 

 

 

(7) 高度な解析・予測技術 

データセンターの機械室の温熱環境を把握する上で、実大実験や縮小模型実験といった

手法は、試験環境の構築にコストがかかることや大規模な条件変更が困難であることなど

の課題がある。そこで、ASHRAE でも気流の最適化や分析のスタディ手段として推奨して

いるように  [23]、Computational Fluid Dynamics（CFD）による熱・気流シミュレーション

が積極的に活用されている。通常大規模な実験が必要となる空調気流方式の比較や、複数の

水準を用意しなければならないパラメータの最適化に、CFD が効果的な検討手段となって

いる。前述の、空調気流方式を比較検討した Shrivastavaら  [25]、諏訪ら  [26]の研究は CFD

を用いたものである。また、Shrivastava らは同研究の延長として、これらの空調気流方式

の換気設計のために、天井の高さ、開口パネルの流量、戻り換気口の位置をパラメータとし

た検討を行った  [44]。Sorell らも同様に複数の空調気流方式における天井高のパラメータ

スタディを実施している  [45]。Patankar らは開口パネルからの気流分布について二重床高

さとパネルの開口率をパラメータとして CFDで解析し、その研究の中で均一な気流分布に

するための手法を提案している  [46] [47]。温熱環境の改善を目的とした CFDによるパラメ

ータスタディとしては、Wibron ら  [48]や Wang ら  [49]がコンテインメントやブランクパ

ネルといった気流分離の効果を検証しており、Ni らはコールドアイルにおける二重床開口
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パネルの吹出角度の最適条件を検討している  [50]。また、Yuanらは既存のデータセンター

の保守フェーズにおける気流改善の方法としてバッフルプレート（コールドアイルに張り

出すようにラック前面に設置される整流板）を提案し、そのサイズと取付角度の最適化を行

った  [51]。 
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1.2.2 本研究の位置付けと目的 

(1) 効率的かつ安定的な空調気流の実現に向けた検討 

コールドアイルとホットアイルの分離やコンテインメントの設置は、気流効率を改善し、

再循環やそれによる熱だまりの発生を抑制する効果がある。しかし、ラック間やコンテイン

メントの部材間、二重床パネルや天井パネルの隙間などを完全に密封することは実行上困

難である。Joshiらは、タイルシールの摩耗などによって二重床の固定パネルの面積の 0.1～

0.5%に相当する面積で漏気が発生することを指摘し、その漏気量が開口パネルを通過する

風量の 10～15%に相当することを報告している  [22]。また、ラック内で ICT 機器が偏在す

ることは、システム運用上、当然起こり得る。ラック内には、ICT機器の未実装部やラック

側板と ICT 機器の間など、通気抵抗が小さい隙間が存在し、その箇所で漏気し易い。ラッ

ク内の隙間を塞ぐ手段としてはブランクパネルの設置が有効であるが、それでもわずかな

隙間は残る。給気量が ICT 機器の要求する換気量を満たさない場合、ホットアイルからコ

ールドアイルに ICT 機器の排気が再循環する可能性がある。一方で、再循環を防ぐために

過大な給気量を設定すると、コールドアイルから ICT 機器の冷却に寄与せずホットアイル

に流出するショートサーキットが増加し、空調効率向上の妨げとなる。そのため、ある程度

の昇温を許容する温度条件を設定することで効率改善を図ることが多いが  [52]、ICT 機器

の吸込温度のばらつきが残ることから、根本的な改善とならない。 

そこで本研究では、換気回路網を用いて ICT 機器の冷却特性を予測する解析モデルを確

立することで、ラック周りで効率的かつ安定的な空調気流、つまり再循環量とショートサー

キット量を最小化する給気条件を検討する手法を提案する。さらに、解析結果を用いて効率

的な空調設計の一助とすべく、ICT 機器の冷却特性及び ICT 機器の吸込温度を予測する方

法を示す。 

 

(2) 熱気流シミュレーションによる新たな吸排分離の模索 

コンテインメントやブランクパネルを十分に設置したとしても、給気温度と ICT 機器の

吸込温度を一致させることは難しい。実運用では施設側と異なる企業がラック内を運用す

る場合があるという難しさも相まって昇温が大きいことが予想されるが、気密を十分にコ

ントロールできる実験室実験であっても 2～3℃は温度上昇する  [53]。 

そこで、CFD を用いてコールドアイルとホットアイルの分離をより高める新たな手段を

模索する。前述の通り、CFD により大規模な実験を行うことなく各要素のパラメータスタ

ディが可能となる。しかしながら、CFD 解析はどの要素をモデル化するかによって結果が

変わってくる。機械室の実測結果と CFDシミュレーションの結果を合わせる場合、最小限

の要素で CFDモデルを構築し、その要素の設定だけでフィッティングしようとすると、設

定が理論値ないし現実の値から大きく外れる可能性がある。二重床吹出方式では、二重床内

は気流分配のためだけではなく、電源やネットワークケーブル、空調用配管やその他のイン

フラの敷設スペースとして使用される。VanGilderらは、これらの障害物は気流の妨げとな
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る可能性があり、二重床内の気流解析に障害物を含めることが望ましいとしている  [54]。

木村らは二重床内の障害物が CFDの予測精度に与える影響に着目し、二重床内に体積圧力

損失を与えることで、二重床開口の吹出風速分布やラック面での垂直温度分布の予測精度

が向上することを示した  [55]。また、Joshiらは典型的な二重床吹出・天井吸込方式におけ

る圧力損失が約 250Pa であると示している（Figure 1‐24）  [22]。特筆すべきは、二重床内

での圧力損失の大きさ、並びにコンテインメント無しの状況であっても室内で数十 Paの圧

力損失が生じていることである。コンテインメントやブランクパネルを具備した機械室の

場合、この圧力損失はより大きいものになるはずである。このように、データセンターでは

室内の圧力差が大きいことから、前述の二重床固定パネルをはじめとする構成要素の隙間

が CFDのシミュレーション結果に影響を与えると考えられる。一方で、空間が区画される

ことで、その間に大きな圧力差が生じるだけではなく、区画前後で温度差が生じることにな

る。鋼板やアルミニウムといった熱抵抗の小さい部材で構成されるデータセンターでは、そ

の温度差による熱貫流が少なからず冷却性能に影響すると考えられる。しかし、今まで論述

した通りに、気流効率の向上に関する研究は数多くあるものの、高度な吸排分離を実現する

ために熱貫流に言及した研究はまだない。 

そこで本研究では、上記の背景を踏まえ、コールドアイルコンテインメントとブランクパ

ネルを採用した二重床吹出・横吸込方式のデータセンターを模擬した実験室で、CFD の解

析結果に影響を与えると考えられる要素をモデル化し、予測精度に影響する要素を把握す

る。要素としては、障害物の有無、構造部材の断熱性能、様々な箇所における隙間を考慮す

る。また、パラメータチューニングによりデータセンターの温度分布の予測精度を向上する

手法を提案する。そして、チューニング後の CFDモデルで冷却性能の改善並びにエネルギ

ー削減を目的とした検討を行う。 

   



 

 

第 1章 序論 

 

29 

 

 

(a) 典型的な二重床吹出方式のデータセンターの模式図 

 

 

(b) データセンターの様々な構成要素間の圧力損失 

Figure 1-24 データセンターの圧力損失の変化 [22] 

 

(3) データセンター全体の消費エネルギーの適正化に向けた検討 

ASHRAE は空調システムの運転効率向上やエコノマイザーの利用時間の延長のために、

ICT 機器が十分に冷却できる範囲で高い給気温度を選択することを提言している  [23]。小

金井らは、直接外気冷房を導入したデータセンターを想定し、給気温度を緩和した場合の省

エネルギー効果を試算した。給気温度を 18℃から 32℃に緩和することで外気冷房有効時間

割合が約 55%から約 100%となり、外気冷房を用いない従来方式と比較した空調システムの

消費電力削減率が約 15%から約 40%に増大すると報告している  [56]。 

しかし、吸込温度が上昇すると、内蔵ファンの回転数が増加し、機械室の冷却性能や消費

電力に影響を与えると考えられる。Mossらは、数種類のサーバーの吸込温度と消費電力の

関係を明らかにし、それらを組み合わせて典型的な複合 IT 負荷を想定した。そして、複合

IT負荷を ICT機器シミュレーターで再現して、給気温度設定に対する ICT機器と空調シス

テムの合計消費電力の関係を実験により求めた。その結果、合計消費電力が最低となる給気

温度設定が存在することを示した。しかし、この実験はラック架列に並べて設置する in‐row

タイプの空調機で行われており給気温度と ICT 機器の吸込温度が近いが、アンビエント空

調システムを採用する一般的な機械室では、室内の空気混合により給気温度と ICT 機器吸
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込温度が乖離し、空調機の効率や冷房能力に負の影響を与えると忠告している  [57]。すな

わち、ICT 機器と空調システムの消費電力を関連付けて整理するためには、給気と ICT 機

器吸気の関係を明らかにする必要がある。しかし、機械室内の気流は複雑であるが故、技術

的難易度が高い。合計消費電力の最適点を探るために ICT機器の吸込温度を変化させると、

ICT機器風量が変化して ICT機器風量と給気量のバランスが変わる。特に、ICT機器風量に

対し給気量が不足すると、再循環が増加し、室内の温度分布が急激に悪化することが知られ

ている  [58]。すなわち、給気量が不足する領域では再循環風量が大きいため、再循環が増加

することを考慮しないと空調機の吹出口から ICT 機器の吸込口までの昇温を過小評価する

ことになる。その結果、空調機の消費電力や ICT 機器の風量と消費電力を見誤ることにつ

ながる。 

空調機の吹出口から ICT 機器の吸込口までの昇温を把握するためには、実測で評価  [59]

するほか、CFD [25]や機械学習  [60]による予測を行うことになる。しかし、これらの解決策

では、風量のバランスの違いによる再循環流量の変化まで検討しようとすると、多大な労力

がかかる。そこで本研究では、簡単な数値計算で、任意の機械室における温度分布を予測す

る手法を提案する。また、予測結果に ICT 機器の特性と空調システムの特性を組み込み、

給気温度ないし ICT 機器吸込温度に対する ICT 機器と空調システムの合計消費電力の最適

点を探る方法を報告する。さらに、上記の最適化手法で得られた知見を、前項で記述した

CFD モデルに適用してより詳細な検討を行い、合計消費電力を最小化するために考慮すべ

き内容を提言する。 
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1.3 本研究の論文構成 

上記の本研究の意義を踏まえ、以下のように論を進める（Figure 1‐25）。 

第 2 章では、再循環量とショートサーキット量を最小化する給気条件を検討することを

目的に、サーバーラック周りの換気回路網解析モデルを作成し、風量関係の変動に伴う ICT

機器の冷却特性の挙動を数値計算で予測する手法を確立する。機器冷却特性の評価、及び熱

収支解析には集中定数モデルを適用し、風量収支の解析モデルには換気回路網を用い、互い

に連成させる。また、解析モデルの妥当性を検討することを目的に、冷却気流方式を模した

実大規模のラックを構築し、低風量時の温度分布悪化を把握する二種類の実大実測を実施、

機器冷却特性の傾向を比較する。さらに、解析結果を用いて効率的な空調設計の一助とすべ

く、ICT機器の冷却特性及び ICT機器の吸込温度を予測する方法を示す。 

第 3 章では、冷却性能の改善並びにエネルギー削減を目的とし、CFD モデルを用いて冷

却性能の改善を試みる。CFD の解析結果に影響を与えると考えられる要素として、障害物

や各部の隙間、構成要素の熱貫流を取り上げ、多要素を検討する必要がある CFDシミュレ

ーションの予測精度向上には、実験計画法（Design of Experiments、DOE）を用いた効率的

なパラメータチューニングの適用を提案する。さらに、チューニング後の CFDモデルを用

いて二重床固定パネルなどの高断熱化の効果を検証し、断熱性能が吸排分離に与える影響

を定量化する。 

第 4章では、簡易に機械室の温度分布を予測する手法を提案する。予測手法の妥当性確認

のために、まず、内蔵ファン回転数が可変の ICT機器の特性を明らかにする。次に、風量を

設定可能な模擬発熱体を用いて、ICT機器の特性を再現した実験を行い、機械室の実測結果

と比較することで予測手法の精度を確認する。最後に、明らかにした ICT 機器の特性とパ

ッケージ空調機を想定した空調システムの消費電力特性を用いて、機械室のトータルエネ

ルギー消費量の最適点を探る方法を報告する。 

第 5 章では、第 4 章で得られた知見として、機械室のトータルエネルギー消費量の検討

に ICT 機器のバリエーションと外皮負荷を考慮する。検討には第 3 章でチューニング済み

の CFD モデルを用い、CFD に ICT 機器の特性を組み込んで ICT 機器の特性の違いによる

影響を把握する。また、ICT機器の吸込温度の変更に伴う、隣室や屋外との温度差の変化に

よる熱の流出入を把握し、機械室の冷却性能並びに空調システムの消費電力、機械室のトー

タルエネルギー消費量に対する影響を検討する。 

第 6章では、各章で述べた結果を総括し、本研究の目的であるデータセンターの設計や運

用に有用な新たな知見を述べるとともに、データセンターの空調システムに関する今後の

課題と展望について述べる。 
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Figure 1-25 本研究の論文構成 

 

第1章 序論
• データセンター空調システムの課題
• 本研究の位置づけと目的

第6章 結論
• 本研究の総括
• データセンター空調システムに関する今後の課題と展望

新たな吸排分離の模索

データセンター全体の消費エネルギーの適正化

第5章 データセンターの給気温度の最適化に向けた検討
• ICT機器特性と外皮性能による影響評価
• 給気温度を可変とする制御の省エネルギー効果

効率的かつ安定的な空調気流の実現

第2章 ラック周辺の気流検討
• サーバーラック周りの換気回路網モデル
• 再循環とショートサーキットを最小化する給気条件の検討

第3章 CFD解析の高精度化と高断熱化による吸排分離
• CFD（Computational Fluid Dynamics）解析の高精度化
• 機械室構成部材の断熱性能の影響評価

第4章 ICT機器の特性がデータセンターに与える影響
• 気流分離効率の概要と拡張
• 機械室のトータルエネルギー消費量の予測
• 給気温度がトータルエネルギー消費量に与える影響評価
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687号, pp.409-418, 2013
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of a Data Center, Energies 2020, Vol.13, 6166, 2020
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第2章 ラック周辺の気流検討 

 

2.1 第 2 章の目的 

対策を適切に行っていない機械室では、空調機からの給気が ICT 機器を介さず、抵抗の

小さい経路からショートサーキットして空調機に還気することがあり、そこで給気のロス

が生じている。そのロスが一部の ICT機器の換気量を不足させ、その箇所で再循環が生じ、

ICT機器の吸込温度が上昇する。従来の設計法では、この再循環やショートサーキットの影

響による環境悪化の検討が困難なため、ある程度の昇温を許容する温度条件を設定する場

合が多く、空調効率向上の妨げとなっている。本研究では、特にラック内で再循環とショー

トサーキットが同時に発生して環境悪化を引き起こす可能性に着目し、ラック周りの ICT

機器の冷却特性を予測する解析モデルを確立することで、ラック周りで効率的かつ安定的

な環境を設計・構築するための予測手法を検討する。また、解析結果を用いて効率的な空調

設計の一助とすべく、機器冷却特性及び機器吸込温度の各予測図の作成方法を示す。 
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2.2 ラック周りの換気回路網モデル 

2.2.1 ラックの概要 

本章の換気回路網モデルや実大実測に用いるラックは、ラック単体で給気量の増減によ

る影響が評価できるようにラック頂部に排気ファンおよび排気塔を設ける構成とする。ラ

ック構成を以下に示す（Table 2‐1、Table 2‐2、Figure 2‐1、Figure 2‐2）。ラックには 47段の

搭載箇所があり、上から段数を呼称する。47段目以下には 50(mm)の隙間が存在するが、便

宜上、呼称する際には 47段目に含める。サーバー搭載数は 36台、1台当たりの消費電力は

200W とする。ラック天井面に搭載する排気ファンの性能は、2 連で最大風量 0.833(m3/s)、

最大静圧 79(Pa)、サーバーに内蔵されたファンの性能は、5連で最大風量 0.057(m3/s)、最大

静圧 330(Pa)である（Table 2‐3、Table 2‐4）。表中の P‐Q 特性曲線を示す式は、カタログの

P‐Q特性曲線付録 1を最小二乗法で近似したものである。 

 

Table 2-1 外形寸法表 

ラック寸法 (W×D×H) (mm) 700×1,200×2,200 
サーバー寸法 (W×D×H) (mm) 450×580×45 

 

Table 2-2 ラックの搭載物 

段数 搭載物 段数 搭載物 
1 ブランクパネル 25 サーバー19 
2 ブランクパネル 26 サーバー20 
3 ブランクパネル 27 サーバー21 
4 ブランクパネル 28 サーバー22 
5 サーバー1 29 サーバー23 
6 サーバー2 30 サーバー24 
7 サーバー3 31 サーバー25 
8 サーバー4 32 サーバー26 
9 サーバー5 33 サーバー27 

10 サーバー6 34 サーバー28 
11 サーバー7 35 サーバー29 
12 サーバー8 36 サーバー30 
13 サーバー9 37 サーバー31 
14 サーバー10 38 サーバー32 
15 サーバー11 39 サーバー33 
16 サーバー12 40 サーバー34 
17 サーバー13 41 サーバー35 
18 サーバー14 42 サーバー36 
19 サーバー15 43 未搭載 
20 サーバー16 44 未搭載 
21 サーバー17 45 未搭載 
22 サーバー18 46 未搭載 
23 ブランクパネル 47 未搭載 
24 ブランクパネル   
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Figure 2-1 ラックの構成 Figure 2-2 ラックの平立断面図と内法寸法 

 

Table 2-3 排気ファンの性能 

消費電力 (W) 最大風量 (m3/s) 最大静圧 (Pa) 
118 0.833 79 

P-Q 特性曲線 
𝑃௙௔௡ ൌ 93.5𝑉௙௔௡

ଶ െ 237𝑉௙௔௡ ൅ 134 ሺRଶ ൌ 0.997ሻ 
ここで、 
Pfan：排気ファン静圧 (Pa) 
Vfan：排気ファン風量 (m3/s) 

 

Table 2-4 サーバー内蔵ファンの性能 

消費電力 (W) 最大風量 (m3/s) 最大静圧 (Pa) 
36 0.057 330 

P-Q 特性曲線 
𝑉௠௙௔௡ ൏ 0.033  𝑃௠௙௔௡ ൌ 1.23 ∙ 10ହ𝑉௠௙௔௡

ଶ െ 8.91 ∙ 10ଷ𝑉௠௙௔௡ ൅ 332 ሺRଶ ൌ 0.996ሻ 
𝑉௠௙௔௡ ൒ 0.033  𝑃௠௙௔௡ ൌ െ3.27 ∙ 10ହ𝑉௠௙௔௡

ଶ ൅ 2.15 ∙ 10ସ𝑉௠௙௔௡ െ 173 ሺRଶ ൌ 0.992ሻ 
ここで、 
Pmfan：サーバー内蔵ファン静圧 (Pa) 
Vmfan：サーバー内蔵ファン風量 (m3/s) 
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サーバー搭載箇所の両側部には搭載物を支える支柱（マウントレール）が立っているが、

さらに外側に当たる支柱とラック内壁の間には 1 搭載箇所当たり両側に幅 55(mm)、高さ

45(mm)の隙間がある。また、未搭載の 43～47段目は大きく隙間があいている。これらを再

循環やショートサーキットが生じる漏気経路（Figure 2‐3）と想定し、漏気を抑制するため

にブランクパネルを設置する。また、Figure 2‐1に示す通り、搭載箇所の両側部に設置する

ブランクパネルを側部ブランクパネル、未搭載の 43～47段目に設置するブランクパネルを

下部ブランクパネルとする。 

 

 

Figure 2-3 再循環とショートサーキットが生じる側部及び下部の漏気 

 

   

下部漏気

側部漏気
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2.2.2 解析に用いる諸式 

換気回路網解析及び熱収支計算に用いる諸式を以下に示す。 

 

(1) ベルヌーイの定理 

圧力差のある節点 1‐2 間（Figure 2‐4）において、連続の式と管路に応用したベルヌーイ

の定理  [61]を適用すると、次の諸式を得られる。 

𝑣ଵ𝐴ଵ ൌ 𝑣ଶ𝐴ଶ ൌ 𝑉ଵ,ଶ  (2‐1) 

𝑃ଵ ൅
1
2
𝜌𝑣ଵଶ ൅ 𝑃ி ൌ 𝑃ଶ ൅

1
2
𝜌𝑣ଶଶ ൅ 𝑃ఘଵ,ଶ ൅ ∆𝑃௥  (2‐2) 

  ここで、 

排気ファンを通過するとき、𝑃ி ൌ 𝑃௙௔௡ 

サーバー内蔵ファンを通過するとき、𝑃ி ൌ 𝑃௠௙௔௡ 

ファンがないとき、𝑃ி ൌ 0 

 

 

Figure 2-4 節点 1-2 間の流管の諸条件 

 

(2) 位置圧（浮力） 

節点 1‐2間の位置圧 Pρ1,2、及び空気温度 θの空気の密度 ρは次の式で求める。なお、空調

給気温度 θ0を用いて求めた値を基準空気密度 ρ0とする。 

𝑃ఘଵ,ଶ ൌ ሺ𝜌 െ 𝜌଴ሻ𝑔ሺℎଶ െ ℎଵሻ  (2‐3) 

𝜌 ൌ
1.293

1 ൅ 𝜃 273.15⁄
  (2‐4) 

 

(3) 局部抵抗による圧力損失 

局部抵抗による圧力損失 ΔPrは、局部圧力損失係数 ζ、及び基準面での風速 v0により次式

で表される  [20] [62]。 

∆𝑃௥ ൌ 𝜁
𝑣଴ଶ

2
𝜌  (2‐5) 

風速 v1

静圧 P1

断面積 A1

風速 v2

空気の密度 ρ

基準空気密度 ρ0
基準面

静圧 P2

断面積 A2

高さ h2

高さ h1



 

 

第 2章 ラック周辺の気流検討 

 

38 

 

抵抗係数を直列合成する場合、それぞれの抵抗を通過する風量が等しいことを考慮する

と、次のように総合局部圧力損失係数 ζaを求められる。節点 1‐2間の圧力損失 ΔPrは総合局

部圧力損失係数 ζaを用い、次式で求められる。 

𝜁௔ ൌ ∑
𝜁

𝐴଴
ଶ  (2‐6) 

∆𝑃௥ ൌ 𝜁௔
𝜌
2
𝑉ଵ,ଶ

ଶ  (2‐7) 

圧力差が既知の並列回路は、各経路において(2‐2)式を適用し、算出した風量を足し合わせ

ることで全体の風量とする。なお、圧力損失の空気の密度 ρには、基準空気密度 ρ0を用い

る。 

 

(4) 節点方程式 

ある節点 iに繋がる枝管の風量 Vi（流出は正、流入は負）について次式が成立する。 

∑𝑉௜ ൌ 0  (2‐8) 

 

(5) 送風機の比例法則 

換気回路網解析では、インバータによる周波数制御を想定し、排気ファン特性の制御を行

う。制御後のファン性能を推定すべく以下の諸式を用いる。一般に用いられる比例法則はフ

ァン特性と回転数の関係であるが、回転数は周波数に比例するため、周波数を用いて利用す

る。制御前のファン回転数及び周波数を N1、f1とし、制御後をそれぞれ N2、f2とする。消費

電力の関係式である(2‐11)式の指数は、ファン効率などの要因で 2～3を推移するが、本研究

ではその値を 3に固定する。なお、基準となる周波数 f1は 50(Hz)とした。 

𝑉௙௔௡ଶ
𝑉௙௔௡ଵ

ൌ
𝑁ଶ
𝑁ଵ

ൌ
𝑓ଶ
𝑓ଵ
  (2‐9) 

𝑃௙௔௡ଶ
𝑃௙௔௡ଵ

ൌ ൬
𝑁ଶ
𝑁ଵ
൰
ଶ

ൌ ൬
𝑓ଶ
𝑓ଵ
൰
ଶ

  (2‐10) 

𝐻௙௔௡ଶ
𝐻௙௔௡ଵ

ൌ ൬
𝑁ଶ
𝑁ଵ
൰
ଷ

ൌ ൬
𝑓ଶ
𝑓ଵ
൰
ଷ

  (2‐11) 

 

(6) 熱系と換気回路網の連成 

換気回路網解析により風量を算定後、熱系と連成し各部の温度を算出する。発熱による昇

温は、換気回路網解析により算出した風量を用い、後述の機器冷却モデルの各接点で成り立

つ熱平衡式を解いて得る。また、節点 iに温度 θi‐inの流入風量 Vi‐inが複数存在する場合には、

混合後の空気温度 θiは次の値をとる。 

𝜃௜ ൌ
∑𝑉௜ି௜௡𝜃௜ି௜௡
∑𝑉௜ି௜௡

  (2‐12) 
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2.2.3 換気回路網モデルの作成 

ラック周りの冷却特性を換気回路網モデルでモデル化する（Figure 2‐5）。節点 o1はラッ

ク前面の機械室内、節点 o2は天井チャンバ内を表す。また、節点 nd1と節点 nd2、節点 nd3は

サーバー背面ダクト内の各部を表し、節点 n0miと節点 n1mi、節点 ndmiはサーバーiの吸込口、

吹出口、サーバー背面ダクト内を表している。モデルでは、A‐A’平面から D‐D’平面の 4 種

類の平面を想定し、それぞれに漏気経路を示した。Table 2‐5 のように回路の抵抗に当たる

局部抵抗を 6 種類に分類し、配管要素の局部圧力損失係数 ζ で近似、(2‐6)式で総合局部圧

力損失係数 ζa を算出した。特に漏気経路では、流出入が入れ替わると各局部抵抗の値は異

なってくるため、逆流時の総合局部圧力損失係数 ζa も併記する。配管要素への近似に当た

りブランクパネル設置箇所の抵抗は管内オリフィスで近似し、その開口率をブランクパネ

ルの開口率とする（Figure 2‐6）。なお、サーバー背面空間の風量とサーバー風量や再循環風

量の間には合流抵抗が生じるが、他に挙げる局部抵抗に対し十分に小さいことを確認した

ため、これを無視する。 

 

Figure 2-5 換気回路網モデル  
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Table 2-5 局部抵抗の詳細 

経路 箇所 分類* ζ/A0
2 ζ/A0

2（逆流時） 
nd1→o2 ① A 2  － 

 ② B 7  － 
 ③ C 23  － 
  ζa 31  － 

o1→nd1 ① D 4,053  7,179  
側部漏気経路 ② E Figure 2-6 に表記 

 ③ D 7,179  386  
  ζa ①＋②＋③で算出 

ndm1→nd1  D 46  － 
  ζa 46  － 

n0mi→n1mi  F 1,682,432  － 
  ζa 1,682,432  － 

n0mi→ndmi ① D 70,468  147,418  
側部漏気経路 ② E Figure 2-6 に表記 

 ③ D 147,418  6,470  
  ζa ①＋②＋③で算出 

nd2→ndm18  A 1  10  
  ζa 1  10  

o1→nd2 ① D 16,885  32,724  
側部漏気経路 ② E Figure 2-6 に表記 

 ③ D 32,724  1,592  
  ζa ①＋②＋③で算出 

ndm19→nd2  B 10  1  
  ζa 10  1  

o1→nd3 ① E Figure 2-6 に表記 
下部漏気経路 ② D 55  39  

  ζa ①＋②で算出 
o1→nd3 ① D 1,705  2,623  

側部漏気経路 ② E Figure 2-6 に表記 
 ③ D 2,623  160  
  ζa ①＋②＋③で算出 

* 分類：抵抗要素（近似した配管要素） 
  A：風向に垂直な空間の狭まり（急縮小） 
  B：風向に垂直な空間の広がり（急拡大） 
  C：天井チャンバへの吹出し（壁付き管出口） 
  D：風向に直角な曲り（長方形直角エルボ） 
  E：ブランクパネルによる狭まり（管内オリフィス） 
  F：機器内の抵抗（実測結果から算出） 
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Figure 2-6 ブランクパネルの開口率に対する抵抗 
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2.2.4 換気回路網解析の手順 

(1) 解析の概要 

入力条件を基に制御後排気ファン風量 Vfan2 を仮定し、節点毎の風量収支が成立するよう

収束計算を行い、熱系と連成する。換気回路網には Cross 法  [63]の他、多元連立方程式を

立てニュートン・ラプソン法により連成して解く解法もある。本研究では、機械室内とサー

バー背面空間の圧力差により漏気経路の風向が逐一変動することや、ファンの存在する経

路を通る風量と実際のファンの処理風量が一致すると想定した場合、ファン風量の解は P‐

Q 特性曲線上に存在することを考慮し、収束計算には排気ファンの最大風量と最小風量を

区間とする二分法を適用する。 

 

(2) 解析手順 

換気回路網解析モデルの解析手順は、Figure 2‐7のフローチャートに沿う。フローの各部

の概要を以下に示す。 

 

 

Figure 2-7 換気回路網解析の手順 

 

(a) 設定条件入力 

室内下部温度（箇所は後述）、室内上部温度（箇所は後述）、排気ファンの入力周波数 f2、

機械室内静圧 Po1、天井チャンバ内静圧 Po2、各部ブランクパネルの開口率を設定条件とす

る。本研究では、𝑃௢ଵ ൌ 0、𝑃௢ଶ ൌ 0とする。 
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(b) 節点 o1の温度算出 

室内下部温度、室内上部温度から上下の温度勾配（傾き）を求め、各節点 o1 の高さに応

じて温度を算出する。 

 

(c) 制御後排気ファン風量 Vfan2の仮定 

制御後排気ファン風量 Vfan2 を二分法に基づき仮定する。なお、本研究では周波数制御後

の排気ファンの P‐Q 特性曲線、及びサーバー内蔵ファンの P‐Q 特性曲線は以下の式に近似

することとする。制御前と制御後の周波数が等しい場合、排気ファンは Table 2‐3の式、サ

ーバー内蔵ファンはその風量に応じて Table 2‐4のいずれかの式となる。 

𝑃௙௔௡ଶ ൌ 𝑎𝑉௙௔௡ଶ
ଶ ൅ 𝑏𝑉௙௔௡ଶ ൅ 𝑐  (2‐13) 

𝑃௠௙௔௡ ൌ 𝑑𝑉௠௙௔௡
ଶ ൅ 𝑒𝑉௠௙௔௡ ൅ 𝑓  (2‐14) 

ここで、 

a～f : 二次関数の各係数 

 

(d) 各節点の静圧と節点間の風量の算出 

各節点の静圧と節点間の風量の算出は、Table 2‐6 に示す通り、主に(2‐2)式と(2‐8)式、(2‐

13)式、(2‐14)式を用いて行う。特に、ベルヌーイの定理を示す(2‐2)式は(2‐1)式、(2‐3)式、(2‐

4)式、及び(2‐7)式を代入して用いる。一度、手順(f)を踏んだ場合、以降は位置圧も考慮する。 

 

Table 2-6 各節点の静圧と節点間の風量の算出手順付録 2 

手順 節点 算出に用いる既知の値 式 算出値 
1   Vfan2 (2-13) Pfan2 
2  nd1 Po2 , Pfan2 , Vnd1,o2

*1, *2 (2-2) Pnd1 
3  nd1 Po1 , Pnd1 (2-2) Vγo1,nd1

*1 
4  nd1 Vnd1,o2 , Vγo1,nd1 (2-8) Vndm1,nd1 
5  ndmi i=1～18 の間、手順 6～9 を繰り返す 
6  ndmi Pup

*3, Vndmi,up (2-2) Pndmi
*4 

7  ndmi Pn0mi
*5, Pndmi (2-2), (2-14) Vn0mi,ndmi

*2 
8  ndmi Pn0mi, Pndmi (2-2) Vγn0mi,ndmi 
9  ndmi Vndmi,up, Vn0mi,ndmi, Vγn0mi,ndmi (2-8) Vdown,ndmi

*3 
10  nd2 Pndm18 , Vnd2,ndm18 (2-2) Pnd2 
11  nd2 Po1 , Pnd2 (2-2) Vγo1,nd2 
12  nd2 Vnd2,ndm18 , Vγo1,nd2 (2-8) Vndm19,nd2 
13  ndmi i=19～36 の間、手順 6～9 を繰り返す 
14  nd3 Pndm36 , Vnd3,ndm36 (2-2) Pnd3 
15  nd3 Po1 , Pnd3 (2-2) Vγo1,nd3 
16  nd3 Vnd3,ndm36 (2-8) Vγo1,nd3 

*1：節点 1 から節点 2 への経路 1-2 を通る風量を V1,2、漏気経路 1-2 を通る風

量を Vγ1,2と表す。 
*2：経路 nd1-o2 を通る風量は全て排気ファンで処理すると仮定すると、

Vnd1,o2=Vfan2が成り立つ。同様に、経路 n0mi-ndmiでは Vn0mi,ndmi=Vmfanが成り

立つ。 
*3：up は一つ上の節点、down は一つ下の節点を示す。 
*4：風量を求める際は、節点 n1miと節点 ndmiは同一節点として扱う。 
*5：節点 o1と節点 n0miの静圧は等しいとし、Po1=Pn0mi として扱う。 
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(e) 収束判定（風量収支） 

Table 2‐6の手順 15と手順 16でそれぞれ求めた Vγo1,nd3の差が E以下を満たす場合手順(f)

に進み、満たさない場合手順(c)に戻る。ここで、E=10‐3(m3/s)とする。 

 

(f) 各節点の温度の算出 

手順(d)で算出した風量を用いて、各節点の温度を算出する。前項で示したように、後述

の機器冷却モデルの各接点で成り立つ熱平衡式、及び(2‐12)式を適用して計算を行う。なお、

必要な場合には温度の算出に繰返し計算を行う。 

 

(g) 収束判定（風量と熱系の連成） 

1回目は手順(c)に戻り、2回目以降は前回との制御後排気ファン風量 Vfan2の差が E以下を

満たす場合収束したとして計算終了、満たさない場合手順(c)に戻る。ここで、E=10‐3(m3/s)

とする。 

なお、サーバーを搭載した段の漏気経路の風量 Vγn0mi,ndmi は、マイナスの時に再循環風量

となる。この風量により対応する節点 n0miの温度が昇温することとなるが、対応する機器が

ない風量 Vγo1,nd1、Vγo1,nd2、Vγo1,nd3が再循環風量であった場合には、それらの風量と空調給気

量 Vすなわち制御後排気ファン風量 Vfan2との温度の風量平均をとり、新しい室内下部温度

とする。従って、手順(c)に戻る場合は、以上の計算を行い、室内下部温度を昇温する。また、

節点 o1の温度は手順(b)の温度の傾きから再計算する。ただし、空調給気温度は手順(a)で入

力した室内下部温度のままとする。 
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2.3 機器冷却モデルと機器冷却特性 

2.3.1 機器冷却モデルの作成 

ICT機器の機器冷却特性を把握するために、Figure 2‐8に示す再循環を考慮した機器冷却

モデルを作成する。モデル化には、羽山らの集中定数モデル  [58]を参考とした。この集中定

数モデルは、各部の温度を得られる場合、各節点毎の風量配分を把握することができ、機械

室のような複雑な気流分布を持つ対象での検討に有効である。ところが、各部の温度につい

て熱平衡式を解き各指標を得る関係上、高発熱体による昇温がない場合には適用すること

ができない。なお、Figure 2‐8に示す機器冷却モデルや機器冷却特性は平均としての表現で

あり、後述の換気流量比 κmを除く機器冷却特性は、対となる機器吸込温度 θ0mと機器吹出

し温度 θ1mが既知の機器の分だけ評価することができる。 

空調機から二重床を通じて空調給気温度 θ0、空調給気量 V を室内に供給する。室内の機

器発熱量 Hmと壁体熱損失 Hw（冷房負荷になる場合は正の値）により排気温度 θ1’に昇温し

排気塔に放出される。そこで排気ファン発熱量 Hfanによって昇温し、最終的に空調還気温度

θ1 となって空調機へ戻る。二重床の空調給気量 V は機器の冷却に有効な風量（有効空調給

気量 Vf）と、機器の冷却に寄与せずショートサーキットする風量（無効空調給気量 Vu）に

分離する。また、機器吸込温度 θ0mは、機器発熱量 Hmにより機器吹出し温度 θ1mまで昇温

し、機器から排気される。機器からの換気量（機器換気量 Vm）の内、再度機器へ再循環す

る比率を再循環比 γとすると、再循環風量 γVmは機器に還流する。 
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Hfan 排気ファン発熱量(W) Hm 機器発熱量(W) Hw 壁体熱損失(W) 
V 空調給気量(m3/s) Vf 有効空調給気量(m3/s) Vm 機器換気量(m3/s) 
Vu 無効空調給気量(m3/s) γ 再循環比(－) θ0 空調給気温度(℃) 
θ0m 機器吸込温度(℃) θ1 空調還気温度(℃) θ1

’ 排気温度(℃) 
θ1m 機器吹出温度(℃)     

Figure 2-8 機器冷却モデル 
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2.3.2 機器冷却特性の各種評価指標 

(1) 換気流量比と排熱効率 

機器換気量 Vmに対する空調給気量 V の比を換気流量比 κmと定義する。また、空調給気

量 Vに対する有効空調給気量 Vfの比を排熱効率ηVと定義し、それぞれを次式で示す。 

𝜅௠ ൌ
𝑉
𝑉௠

ൌ
𝜃ଵ௠ െ 𝜃଴௠
𝜃ଵ െ 𝜃଴

, 𝜅௠ ൒ 0  (2‐15) 

𝜂௏ ൌ
𝑉௙
𝑉
ൌ
𝑉 െ 𝑉௨
𝑉

ൌ 1 െ
𝑉௨
𝑉
ൌ

𝜃ଵ െ 𝜃଴
𝜃ଵ௠ െ 𝜃଴

  (2‐16) 

𝑉௙ ൌ 𝜂௏𝑉 ൌ 𝜂௏𝜅௠𝑉௠,   𝑉௨ ൌ ሺ1 െ 𝜂௏ሻ𝜅௠𝑉௠  (2‐17) 

ここで、非圧縮性流体を考えると体積収支が成り立ち、空調給気量 V と有効空調給気量

Vf、無効空調給気量 Vuの関係は次式となる。 

𝑉௙ ൅ 𝑉௨ ൌ 𝑉  (2‐18) 

 

(2) 機器吸込温度差比と再循環の導入 

機器冷却特性の各種評価指標の導入手順を示す。 

非圧縮性流体を考慮すると、各節点において体積収支が成り立つことを前提とする。各節

点での熱平衡式から、以下に示す式が成り立つ。なお、このモデルでは壁体熱損失 Hw及び

排気ファン発熱量 Hfanを考慮しているが、一般に機械室では機器発熱量 Hmが支配的である

ためこれらを無視することができる。その際、Hw=0、Hfan=0 とすると機器冷却特性は簡単

に表せる。 

𝑐𝜌𝑉ሺ𝜃଴ െ 𝜃ଵሻ ൅ 𝐻௠ ൅ 𝐻௪ ൅ 𝐻௙௔௡ ൌ 0  (2‐19) 

𝑐𝜌𝑉௠ሺ𝜃଴௠ െ 𝜃ଵ௠ሻ ൅ 𝐻௠ ൌ 0  (2‐20) 

𝑐𝜌𝑉௙ሺ𝜃଴ െ 𝜃ଵ௠ሻ ൅ 𝐻௠ ൅ 𝐻௪ ൌ 0  (2‐21) 

𝑐𝜌𝑉௙ሺ𝜃଴ െ 𝜃଴௠ሻ ൅ 𝑐𝜌𝛾𝑉௠ሺ𝜃ଵ௠ െ 𝜃଴௠ሻ ൅ 𝐻௪ ൌ 0  (2‐22) 

まず、(2‐19)式、(2‐20)式を整理すると、空調給気量 V及び機器換気量 Vmは以下の式で表

せる。 

𝑉 ൌ
𝐻௠ ൅ 𝐻௪ ൅ 𝐻௙௔௡
𝑐𝜌ሺ𝜃ଵ െ 𝜃଴ሻ

  (2‐23) 

𝑉௠ ൌ
𝐻௠

𝑐𝜌ሺ𝜃ଵ௠ െ 𝜃଴௠ሻ
  (2‐24) 

換気流量比 κmは機器換気量 Vmに対する空調給気量 Vの比であり、その定義式に(2‐23)式

と(2‐24)式を代入すると次の式が得られる。 

𝜅௠ ൌ
𝑉
𝑉௠

ൌ
ሺ𝜃ଵ௠ െ 𝜃଴௠ሻ൫𝐻௠ ൅ 𝐻௪ ൅ 𝐻௙௔௡൯

ሺ𝜃ଵ െ 𝜃଴ሻ𝐻௠
  (2‐25) 

𝐻௪ ൌ 0、𝐻௙௔௡ ൌ 0とすると、 
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𝜅௠ ൌ
𝑉
𝑉௠

ൌ
𝜃ଵ௠ െ 𝜃଴௠
𝜃ଵ െ 𝜃଴

  …  (2‐15)式 

(2‐21)式を整理すると、有効空調給気量 Vfを得られる。 

𝑉௙ ൌ
𝐻௠ ൅ 𝐻௪

𝑐𝜌ሺ𝜃ଵ௠ െ 𝜃଴ሻ
  (2‐26) 

排熱効率 ηVは空調給気量 Vの内、有効空調給気量 Vfの占める割合であり、その定義式に

(2‐23)式と(2‐26)式を代入すると次の式が得られる。 

𝜂௏ ൌ
𝑉௙
𝑉
ൌ

ሺ𝜃ଵ െ 𝜃଴ሻሺ𝐻௠ ൅ 𝐻௪ሻ

ሺ𝜃ଵ௠ െ 𝜃଴ሻ൫𝐻௠ ൅ 𝐻௪ ൅ 𝐻௙௔௡൯
  (2‐27) 

𝐻௪ ൌ 0、𝐻௙௔௡ ൌ 0とすると、 

𝜂௏ ൌ
𝑉௙
𝑉
ൌ

𝜃ଵ െ 𝜃଴
𝜃ଵ௠ െ 𝜃଴

  …  (2‐16)式 

(2‐20)式を整理すると、機器冷却温度差 θ1m－θ0mが得られる。 

𝜃ଵ௠ െ 𝜃଴௠ ൌ
𝐻௠
𝑐𝜌𝑉௠

  (2‐28) 

(2‐22)式に(2‐28)式を代入して整理すると、機器吸込温度差 θ0m－θ0が得られる。 

𝜃଴௠ െ 𝜃଴ ൌ
𝛾𝐻௠ ൅ 𝐻௪
𝑐𝜌𝑉௙

  (2‐29) 

さらに、(2‐19)式を整理すると、送風温度差 θ1－θ0が得られる。 

𝜃ଵ െ 𝜃଴ ൌ
𝐻௠ ൅ 𝐻௪ ൅ 𝐻௙௔௡

𝑐𝜌𝑉
  (2‐30) 

機器吸込温度差比 m0mは送風温度差 θ1－θ0に対する機器吸込温度差 θ0m－θ0の比であり、

その定義式に(2‐29)式、(2‐30)式を代入して整理すると、次の関係が得られる。 

𝑚଴௠ ൌ
𝜃଴௠ െ 𝜃଴
𝜃ଵ െ 𝜃଴

ൌ
𝛾𝐻௠ ൅ 𝐻௪

𝜂௏൫𝐻௠ ൅ 𝐻௪ ൅ 𝐻௙௔௡൯
  (2‐31) 

𝐻௪ ൌ 0、𝐻௙௔௡ ൌ 0とすると、 

𝑚଴௠ ൌ
𝜃଴௠ െ 𝜃଴
𝜃ଵ െ 𝜃଴

ൌ
𝛾
𝜂௏
  (2‐32) 

また、再循環比 γは(2‐31)式で示す機器吸込温度差比 m0mを整理し、次のように求められ

る。 

𝛾 ൌ
𝜂௏𝑚଴௠൫𝐻௠ ൅ 𝐻௪ ൅ 𝐻௙௔௡൯ െ 𝐻௪

𝐻௠
  (2‐33) 

𝐻௪ ൌ 0、𝐻௙௔௡ ൌ 0とすると、 

𝛾 ൌ 𝜂௏𝑚଴௠  (2‐34) 
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2.4 換気回路網解析モデルの検証と実大実験の考察 

2.4.1 実大実測に用いるラックの概要 

解析モデルの検証のため、実際に ICT 機器を搭載したラックを構築する。構成したラッ

クの概要は 2.2.1項に従う。実機においてはラック上部にチャンバボックスを設置、それを

介してφ300(mm)のフレキシブルダクトから排気する経路を用意した（Figure 2‐9、Table 

2‐7）。この際、圧力損失をできるだけ小さくするため、フレキシブルダクトは 4本設置して

いる。また、機器冷却特性の評価に用いる各部温度の測定は T 型熱電対を用いて計測する

（Table 2‐8、Figure 2‐10）。各部温度は概ね定常状態となったことを確認後、1 分毎に測定

した 5分間の平均値を用いる。ここで、空調給気温度と室内温度に高さ方向の直線的な温度

勾配を確認したため、解析モデルに室内下部温度と室内上部温度の値（Figure 2‐10 参照）

を与え、高さと温度の傾きから節点 o1（Figure 2‐5参照）のそれぞれの温度を求める。側部

ブランクパネルは布製パネル、下部ブランクパネルは金属製パネルを利用した（Figure 2‐11）。 

 

   

Figure 2-9 ラックとチャンバボックスの様子 

 

Table 2-7 チャンバボックスの寸法と総合局部圧力損失係数 

チャンバボックス寸法 (W×D×H) (mm) 700×1,200×450 
経路 nd1-o2の総合局部圧力損失係数 ζa 210 

 

Table 2-8 温度測定点 

測定項目 測定箇所 測定点数 測定間隔 
空調給気温度 

（室内下部温度） 
T1 

1 
（3 点の平均） 

1 分 
（5 分平均を使用） 

室内温度 T2 12 

機器吸込温度 T3 
12 

（各 2 点の平均） 

機器吹出温度 T4 
12 

（各 3 点の平均） 

空調還気温度 T5 
1 

（4 点の平均） 
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Figure 2-10 測定の様子と温度測定点 

 

  
側部ブランクパネル 下部ブランクパネル 

Figure 2-11 側部ブランクパネルと下部ブランクパネル 

 

   

室内下部温度

T1

T2 T4

T5

T3

室内上部温度
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2.4.2 比較検討項目 

本検討ではラック頂部に排気ファンを設けることで、ラックへの給気量をパラメータに

した検討が可能な構成としている。ラックへの給気量の増減による機器冷却特性への影響

を把握するため、実際に ICT 機器を搭載したラックを用いて以下に示す 2 種類の実測を行

い、解析との比較検討項目とする。 

① 検討Ⅰ 

機器換気量Vmに対する空調給気量Vの過不足が機器冷却特性に大きな影響があると

予想されることから、換気流量比 κmが 1を跨ぐように 9点実測（Table 2‐9）し、機

器冷却特性の推移を把握する。これを側部ブランクパネルの有無各々で行う。なお、

側部ブランクパネルなしは Figure 2‐12のCASE1、側部ブランクパネルありはCASE5

に当たる。 

② 検討Ⅱ 

空調給気量 Vが機器換気量 Vmより少ない場合には、機器の排気の再循環が多く生じ

ると考えられる。従って、換気流量比 κmが 1以下の条件下（Table 2‐10）で、側部及

び下部のブランクパネルを CASE1から CASE6まで段階的に変更し（Figure 2‐12参

照）、ブランクパネルの再循環抑制効果を把握する。 

ここで、換気流量比 κmの変更は、交流電圧調整器（Figure 2‐13）を用いて排気ファンへ

の投入電圧を制御し、排気ファン風量を変化させることで行った。検討Ⅰでは、側部ブラン

クパネルの有無各々で 44～60(V)の 2(V)刻み、検討Ⅱは各 CASEで 44(V)に制御して実験を

行った。 

 

Table 2-9 検討Ⅰにおける換気流量比 

換気流量比 
κm (－) 

側部ブランクパネルなし 0.74  0.80  0.90  0.96  1.01  1.10  1.14  1.18  1.25  
側部ブランクパネルあり 0.91  0.96  1.00  1.04  1.08  1.11  1.12  1.17  1.19  
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CASE1 CASE2 CASE3 CASE4 CASE5 CASE6 

Figure 2-12 各 CASE のブランクパネル設置箇所 

 

Table 2-10 検討Ⅱにおける換気流量比 
 CASE1 CASE2 CASE3 CASE4 CASE5 CASE6 

換気流量比 κm (－) 0.74  0.72  0.80  0.79  0.87  0.88  

 

 

Figure 2-13 交流電圧調整器 
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2.4.3 実測の考察と解析との比較 

(1) ブランクパネルの開口率の決定 

実測結果と解析結果を比較するにあたり、まず、ブランクパネルの有無各々の換気回路網

モデルでのブランクパネルの開口率を定める。実大実測における換気流量比 κmと他の機器

冷却特性との関係に合うように調整した結果、ブランクパネルの開口率は、該当部のブラン

クパネルがない場合に 0.57、ある場合に 0.37となった。 

 

(2) 換気流量比に対する機器冷却特性の推移（検討Ⅰ） 

検討Ⅰにおける計算設定条件は以下のようになった（Table 2‐11）。風量比の変化に伴う機

器冷却特性の挙動を把握するため、換気流量比 κmに対する排熱効率 ηV、機器吸込温度差比

m0m、及び再循環比 γを、解析値と実測値を併せて図示する（Figure 2‐14、Figure 2‐15、Figure 

2‐16）。 

 

Table 2-11 検討Ⅰの計算設定条件 

 
室内下部温度 (℃) 室内上部温度 (℃) 

ブランクパネルの開口率 (－) 
 側部 下部 

側部ブランクパネルなし 27.1  28.6  0.45  0.45  
側部ブランクパネルあり 27.1  28.4  0.33  0.45  

 

Figure 2‐14 から、排熱効率 ηVは換気流量比 κmが小さくなるほど、すなわち機器換気量

Vmに対する空調給気量 Vが少ないほど向上する傾向にある。また、側部ブランクパネルの

有無を比較すると、換気流量比 κmが等しい場合、側部ブランクパネルありの方が高く推移

している。排熱効率 ηVは空調給気量 V に占める有効空調給気量 Vfの割合を表しているた

め、側部ブランクパネルを設置することで機器の冷却に寄与せず排気ファンに吸い込まれ

る無効空調給気量 Vuが抑制できていることがわかる。 

 

 

Figure 2-14 換気流量比と排熱効率の関係 
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次に Figure 2‐15から、換気流量比 κmが小さくなるほど機器吸込温度差比 m0mは増加し、

等しい換気流量比 κmでは、側部ブランクパネルありの方がその値が小さい。この関係を考

慮すると、機器の安定運用のために機器吸込温度差比 m0m を適切な範囲に抑える空調制御

を行う際、側部ブランクパネルを設置する方が換気流量比 κmを小さくすることができ、空

気搬送系動力の削減に繋がる。 

 

 

Figure 2-15 換気流量比と機器吸込温度差比の関係 

 

さらに、Figure 2‐16は換気流量比 κmと再循環比 γの関係を示しているが、その挙動は機

器吸込温度差比 m0mとの関係と類似している。このことから、機器吸込温度差比 m0mの上昇

は再循環風量 γVmの増加が主な要因であるといえる。なお、空調給気量 Vが機器換気量 Vm

を上回っている換気流量比𝜅௠ ൒ 1の領域でも、再循環風量 γVmの存在を確認した。 

 

 

Figure 2-16 換気流量比と再循環比の関係 
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(3) 再循環とショートサーキットの推移 

換気流量比 κmの変動に伴う再循環とショートサーキットの推移を把握するため、検討Ⅰ

の解析結果における換気流量比 κm 毎の空調給気量 V に対する再循環風量 γVm の割合

𝛾𝑉௠ 𝑉⁄ ൌ 𝛾 𝜅௠⁄ 、及び機器無効空調給気量 Vuの割合𝑉௨ 𝑉⁄ ൌ 1 െ 𝜂௏を図示する（Figure 2‐17）。

この結果から、換気流量比 κmの増加に伴い、空調給気量 Vに対する再循環風量 γVmの割合

は減少し、対して無効空調給気量 Vuの割合は増加する。割合の大小は換気流量比 κmが 1.0

で入れ替わり、割合の和ሺ𝛾𝑉௠ ൅ 𝑉௨ሻ 𝑉⁄ が最も小さくなる換気流量比 κmは側部ブランクパネ

ルなしで 1.17、側部ブランクパネルありで 1.06 (－)であった。このことから、再循環を抑制

し、かつ、空調効率を低下させるショートサーキットを抑えるためには、換気流量比 κmを

1.0よりやや大きな値に設定することが有効といえる。 

 

 

側部ブランクパネルなし 

 

側部ブランクパネルあり 

Figure 2-17 換気流量比と空調給気量に対する再循環風量・無効空調給気量の割合の関係 
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(4) ブランクパネルが機器冷却特性に与える影響（検討Ⅱ） 

検討Ⅱでは、CASE1から CASE6にかけ、ブランクパネルを上から順に設置し、それが機

器冷却特性に与える影響を把握する。解析におけるブランクパネルの開口率は、検討Ⅰでの

値を用いる（Table 2‐11参照）。検討Ⅱにおける計算設定条件は以下のようになった（Table 

2‐12）。 

 

Table 2-12 検討Ⅱの計算設定条件 
 CASE1 CASE2 CASE3 CASE4 CASE5 CASE6 

室内下部温度 (℃) 27.2  27.3  27.5  27.3  27.7  27.7  
室内上部温度 (℃) 29.1  29.1  29.1  29.3  29.4  29.3  

 

各 CASEにおける機器吸込温度差比 m0mの平均値と最大値を Figure 2‐18に示す。実測値

の平均をみると、機器吸込温度差比 m0m はブランクパネルを順に設置すると効果的に減少

することがわかる。一方、最大値は CASE1 から CASE4 にかけてあまり減少せず、CASE5

では平均値の減少傾向に反し大きく増加している。しかし、CASE6 では最大機器吸込温度

差比 m0mも平均に近い値まで抑制できており、ブランクパネルを全て設置することで、運用

上不利になる吸込温度の高い機器の発生を抑制できることを確認した。 

 

 

Figure 2-18 各 CASE の機器吸込温度差比 

 

次に、ブランクパネルを順に設置する際のサーバーユニット毎の再循環比を検討し、

Figure 2‐18の CASE5で生じた機器吸込温度差比 m0mの最大値の上昇原因を探る。検討Ⅱの

各 CASE における再循環比 γ の高さ分布を Figure 2‐19 に図示する。これらの結果から、

CASE1 から CASE6 までブランクパネルを上から順に設置するに従い、再循環比 γ の最大
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には、ブランクパネルが大いに貢献していることがわかる。しかしながら、検討Ⅱでは全て

の CASEで換気流量比 κmは 1.0(－)を下回るように調整しており（Table 2‐10参照）、排気フ

ァンを通過する風量（ここでは、空調給気量 V のこと）よりも機器換気量 Vmの方が多い。

換気流量比 κmが 1.0(－)以上であっても再循環が生じる恐れがあるのは前述のとおりである

が、下回る場合にはより発生しやすい。ブランクパネルを設置しない CASE1では、主に上

段のサーバー（サーバー番号 2, 5, 8）の再循環比 γが高い傾向にあるが、CASE3から CASE5

では、行き場を失ったサーバーの排気がブランクパネルの設置されていない下段の両側部

や下部の漏気経路から再循環し、下段のサーバーの再循環比 γ が高くなっていることがわ

かる。特に CASE5では、側部ブランクパネルが全て設置されているため、未設置の下部ブ

ランクパネルの位置で排気が再循環し、その直近のサーバー（サーバー番号 35）で非常に

高い再循環比 γ を記録しており、これが機器吸込温度差比 m0mの最大値の極端な上昇を引

き起こしている。 

解析においても、下部ブランクパネルの未設置位置から吹出す風量が多いのは確認でき

ているが、各サーバーへの適切な風量分配率を決定しかねるため、全て前面空間（空調給気

温度）の温度上昇に寄与すると仮定し計算している。したがって、全てのサーバーに対して

画一的に再循環風量 γVm を与えていることになるため、下部ブランクパネル位置付近にお

ける機器吸込温度 θ0mの極端な昇温を把握できず、それが解析と実測での各機器冷却特性の

最大値の乖離の主な要因であると推測される。 
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CASE1 CASE2 CASE3 

   

CASE4 CASE5 CASE6 

Figure 2-19 再循環比の高さ分布 
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2.5 機器冷却特性及び機器吸込温度の予測図 

2.5.1 予測図作成の目的と概要 

(1) 予測図作成の目的 

ラック周辺の換気回路網解析により、排気ファンの周波数とブランクパネルの設置状況

を変化させた際の機器冷却特性の推移を得ることができる。そこで、効率的な空調設計の一

助とすべく、以下に示す 2種類の予測図の作成方法を示す。 

① 設計上ある条件を設けた場合に得られる機器冷却特性と排気ファンの風量比（ൌ

𝑉௙௔௡ଶ 𝑉௙௔௡ଵ⁄ ）を図上で追うことができるよう、解析で得たデータを基に、機器冷却特

性の予測図を作成する。設計上の条件には機器吸込温度 θ0mを無次元化した機器吸込

温度差比 m0mを採用することとし、許容値を任意に定めることで、再循環比 γ と排

気ファンの風量比が導かれる形とする。実務上、投入すべき排気ファンの周波数 f2は

得られた風量比と(2‐9)式から算出し、インバータで制御する。また、制御後の排気フ

ァン消費電力 Hfan2は風量比と(2‐11)式を用いることで推測可能である。 

② ASHRAE の温湿度条件は ICT 機器の吸込み口の状態と定義されている  [8]。従来の

設計では、再循環やショートサーキットの影響を把握することが困難なため、ある程

度の昇温を見越した空調機の給気温度設定を行う場合が多い。しかし、機器冷却特性

の換気回路網解析を用いることで、空調給気温度 θ0 に対する機器吸込温度 θ0mの平

均値を精度良く予測できる。そこで、排気ファンの風量比をパラメータに、空調給気

温度 θ0の変更に伴う機器吸込温度 θ0mの推移の予測図を作成する。 

 

(2) 予測図作成における解析条件の概要 

Figure 2‐1に示すラックを解析対象とし、機器冷却特性はその平均値のみを評価対象とす

る。予測図の作成につき定めた詳細解析条件を以下に表記する（Table 2‐13）。ブランクパネ

ルの開口率は側部ブランクパネルと下部ブランクパネルの双方の設置箇所に適用する。機

器冷却特性の予測図を作成する上で、室内下部温度（空調給気温度 θ0）及び室内上部温度

は ASHRAE の推奨範囲  [8]を考慮し、共に 18℃とした。機器吸込温度 θ0mの予測図でもそ

れらの温度は等しいとするが、温度自体は任意に変更している。 

 

Table 2-13 予測図作成の詳細解析条件 

ブランクパネルの開口率 (－) 
排気ファンの風量比 (－) 

ブランクパネルなし ブランクパネルあり 
0.45 0.33 0.6～1.4 
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2.5.2 機器冷却特性の予測図 

作成した機器冷却特性の予測図を Figure 2‐20に示す。予測図に存在する 2種類の曲線は

いずれも再循環比 γ との関数であり、それぞれ機器吸込温度差比 m0mと排気ファンの風量

比を横軸に持つ。許容機器吸込温度差比 m0mとブランクパネルの開口率を仮定すると、再循

環比 γ を求めることができ、その値から排気ファンの風量比を決定し、設計及び運用時に

応用することが可能となる。例として、機器吸込温度差比の許容値を 0.10、ブランクパネル

の開口率を 0.33（ブランクパネルあり）とすると、再循環比 0.09、排気ファンの風量比 0.85

という結果を得られる。基準の周波数が 50.0(Hz)のため、この風量比と(2‐9)式から、この条

件設定では制御後排気ファン周波数 f2を 42.4(Hz)以上に設定すべきであることがわかる。 

同一機械室内のラックで、ICT機器の発熱量 Hmが異なっていたり、ブランクパネルの設

置状況が異なっていたりする場合でも、そのそれぞれについて換気回路網解析を行い、予測

図を作成することで、許容機器吸込温度差比 m0mから決定される排気ファンの風量比を個々

のラックで求めることができる。 

 

 

Figure 2-20 機器冷却特性の予測図 
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2.5.3 空調給気温度に対する機器吸込温度の予測図 

ブランクパネルの有無各々で空調給気温度に対する機器吸込温度の予測図を作成する

（Figure 2‐21）。この結果、空調給気温度 θ0と機器吸込温度 θ0mは比例関係にあることがわ

かる。排気ファンの風量比が増加すると、機器吸込温度 θ0mの上昇は抑制され、ブランクパ

ネルなしで 1.1以上、ブランクパネルありで 1.0以上の場合、空調給気温度 θ0から機器吸込

温度 θ0mへの昇温はみられなかった。ASHRAE 推奨範囲の上限温度は機器吸込温度 θ0mで

27℃であることから、任意の排気ファンの風量比における空調給気温度 θ0 の上限値を、こ

の図を作成することで検討可能である。また、ブランクパネルの有無を比較すると、等しい

機器吸込温度 θ0mとなる空調給気温度 θ0 が、ブランクパネルありの方が高く、より空調効

率改善の見込みがあるといえる。 

 

 
(a) 側部ブランクパネルなし 

 

 
(b) 側部ブランクパネルあり 

Figure 2-21 空調給気温度に対する機器吸込温度の予測図  
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2.6 第 2 章のまとめ 

本章では、ラック内で再循環とショートサーキットが同時に発生して環境悪化を引き起

こす可能性があることに着目し、ラック周りの ICT 機器の冷却特性を予測するために機器

冷却モデル、及び換気回路網モデルを構築・連成し、解析を行った。その結果、以下に挙げ

る知見を得た。 

1) 換気回路網解析と実大実測の結果を比較検討し、機器冷却特性の傾向を概ね捉えて

いることを確認した。特に、平均値で解析と実測の傾向が良く一致した。 

2) 解析及び実測の結果から、換気流量比の減少に伴い、排熱効率は向上するものの、他

の機器冷却特性は悪化することを確認した。その際、漏気を抑制するブランクパネル

を設置することで、機器冷却特性の全ての指標で改善がみられる。 

3) 空調給気量に対する再循環風量と無効空調給気量の割合を解析結果からそれぞれ算

出し、換気流量比に対するそれらの推移を把握した。側部ブランクパネルの有無にか

かわらず、それらの和は換気流量比が 1.0よりやや大きい値で最小となるため、この

冷却気流方式の空調設計では機器換気量を多少超える空調給気量に設定すると良い。 

4) 高さ方向の再循環比の分布を検討した結果、ブランクパネルを上から順に設置する

に従い再循環比のピークが下へ推移することを確認した。全てのブランクパネルを

設置すると再循環比は大きく抑制されるが、一部未設置箇所があるとそこから再循

環が多く生じる恐れがあることを把握した。 

5) 換気回路網解析の結果を用いて、空調設計の一助となる簡易特性予測図を作成し、そ

の手法を示した。機器吸込温度差比の許容値を設定すると、再循環比と排気ファンの

風量比をそれぞれ図上で追うことができ、さらに風量比から排気ファンに入力する

周波数を把握することができる。また、空調給気温度の変更に従い推移する機器吸込

温度を解析によって確認し、再循環による昇温を見込んだ空調給気温度の設定条件

が検討可能であることを示した。ただし、条件毎に解析し、各図を作成する必要があ

る。 
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第3章 CFD 解析の高精度化と高断熱化による吸排分離 

 

3.1 第 3 章の目的 

空調効率の向上のため、コールドアイル・ホットアイル方式のラック配置や、コンテイン

メント、ブランクパネルなどの気流分離効率を高める手法が提案されてきた。様々な空調気

流方式が開発、提案される中、これらの気流分離技術は気流方式によって設置される箇所が

変わりながらも、必要不可欠な手法として今日でも採用されている。 

しかしながら、第 2章でのラック単体の冷却特性の評価では、ICT機器の需要風量に対し

て十分な給気量があっても、一定の再循環（ICT機器風量の約 5%、Figure 2‐16参照）が確

認された。ICT機器の高発熱化・高密度実装が進む中、更なる高温空気と低温空気の分離（吸

排分離）が求められている。そこで本章では、新たな吸排分離の手段を提案することを目的

とする。方法としては、隙間からの漏気だけでなく、二重床内の障害物（空調架台、二重床

架台、配管・配線）や構成部材の断熱性能など、機械室を模擬した実在の検証室において考

えられる物理現象を挙げて CFDモデルに再現する。CFDモデルのチューニングに当たって

は、多要素を検討する必要があるため、実験計画法による効率的な CFDの精度向上法を考

案し、実践する。その後、チューニング済みの CFDモデルを用いて、新たな吸排分離手段

の模索と効果の定量化を行う。 
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3.2 合わせ込み手法の提案 

実験計画法はイギリスの R. A. Fisherによって農場実験の合理化のために開発された、実

験の割り付けと解析のための手法である  [64]。あるプロセスに対する複数の因子の影響を

検討する上で、従来の一度に一つの因子をパラメータスタディする方法（総当たり法）と比

較して、少ない実験で十分な情報を得ることができる  [65]。 

本研究では、実験計画法を用いて CFDシミュレーションの予測精度の向上を図る。空調

機の風量が異なっても同一の CFDモデルで精度良く再現できるように、仁科らの提案する

多特性の場合の合わせ込み手法を用いる  [66]。多特性の合わせ込み手法は、乖離のばらつ

きを減らし、値を近づける 2ステップ法の前に、特性ごとの信号因子に対する乖離パターン

の違いを小さくするステップを加えたものである。 

K種類の特性を Pk（k=1, 2, …, K）としたときの合わせ込みのための実験計画を Table 3‐1

に示す。合わせ込み因子を内側因子、信号因子(G)を外側因子とした直積実験となる。内側

直交表には混合系直交表 L18を使用する。特性 Pkにおける第 j水準の信号因子 Gjの実験結

果を xjk、内側直交表の第 i解析における特性 Pk、信号因子 Gjのシミュレーション結果を cijk

とする。シミュレーション結果と実験結果の乖離を yijkとする。 

𝑦௜௝௞ ൌ 𝑐௜௝௞ െ 𝑥௜௝௞  (3‐1)

 

Table 3-1 多特性の合わせ込みのための実験計画 

         P1  PK 
         実験結果  実験結果 
         G1 G2 G3  G1 G2 G3 
          xj1    xjK  
 合わせ込み因子 信号因子  信号因子 
 A B C D E F G H G1 G2 G3  G1 G2 G3 

解析 01 1 1 1 1 1 1 1 1 c111 c121 c131  c11K c12K c13K 
解析 02 1 1 2 2 2 2 2 2 c211    c21K   
解析 03 1 1 3 3 3 3 3 3        
解析 04 1 2 1 1 2 2 3 3        
解析 05 1 2 2 2 3 3 1 1        
解析 06 1 2 3 3 1 1 2 2        
解析 07 1 3 1 2 1 3 2 3        
解析 08 1 3 2 3 2 1 3 1        
解析 09 1 3 3 1 3 2 1 2 

cij1 
 

cijK 
解析 10 2 1 1 3 3 2 2 1  
解析 11 2 1 2 1 1 3 3 2        
解析 12 2 1 3 2 2 1 1 3        
解析 13 2 2 1 2 3 1 3 2        
解析 14 2 2 2 3 1 2 1 3        
解析 15 2 2 3 1 2 3 2 1        
解析 16 2 3 1 3 2 3 1 2        
解析 17 2 3 2 1 3 1 2 3        
解析 18 2 3 3 2 1 2 3 1        

 

合わせ込みの手順は次の通りである。各ステップで最適水準が異なる場合は、基本的に第

1ステップの水準を最優先し、次に第 2ステップの水準を優先する。 
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① 第 1ステップ 

特性ごとの信号因子に対する乖離パターンの再現性に関する条件出しを行う。次の式で

算出する Si を解析特性として、合わせ込み因子の要因効果を計算する。それぞれの因子で

Siの平均値が小さい水準を選定する。 

𝑆௜ ൌ෍෍൫𝑦௜௝௞ െ 𝑦ത௜∙௞ െ 𝑦ത௜௝∙ ൅ 𝑦ത௜∙∙൯
ଶ

௄

௞ୀଵ

௃

௝ୀଵ

  (3‐2)

𝑦ത௜∙௞ ൌ෍𝑦௜௝௞

௃

௝ୀଵ

𝐽൘  , 𝑦ത௜௝∙ ൌ ෍𝑦௜௝௞

௄

௞ୀଵ

𝐾൘  , 𝑦ത௜∙∙ ൌ ෍෍𝑦௜௝௞

௄

௞ୀଵ

௃

௃ୀଵ

𝐽𝐾൘  (3‐3)

② 第 2ステップ 

ばらつきに対する解析特性を偏差平方和 Si’とし、その値を最小化する条件出しを行う。 

𝑆௜′ ൌ෍෍൫𝑦௜௝௞ െ 𝑦ത௜∙௞൯
ଶ

௄

௞ୀଵ

௃

௝ୀଵ

  (3‐4)

③ 第 3ステップ 

解析ごとに平均値yത୧∙∙を求め、平均値に対する合わせ込み因子の要因効果を計算する。平

均値が 0に近い水準を選定する。 

 

ここで、直交表を用いる際の交互作用の扱いについて述べる。一般に、直交表においては、

因子の主効果はその因子を割り付けた列の効果として現れ、因子同士の交互作用は因子を

割り付けた列とは別の列に現れる。交互作用が現れる列に他の因子が割りついているとき

には、その因子の効果とこの交互作用が交絡して現れる  [67]。本研究では、交互作用の影響

が多少あっても再現性の高い最適水準を選定するために、交互作用は考慮しない。そのため、

直交表には特定の列に交互作用が現れない（全ての列にほぼ均等に交互作用が現れる）混合

系直交表 L18を使用し、水準毎の解析特性の平均値で水準間の優劣を評価する。また、各ス

テップの水準変更ごとに予測精度を確認し、交互作用による予期せぬ精度悪化を排除する。 
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3.3 合わせ込み 

3.3.1 検証室の概要 

データセンターを模擬した検証室を Figure 3‐1に、実験設備の概要を Table 3‐2に示す。

検証室のラック配置はコールドアイル・ホットアイル形式であり、コールドアイルをラック

上部に渡した水平部材で囲うコールドアイルコンテインメント（以下、CAC）を設置してい

る。検証室の中央（ホットアイル部）にて室内、二重床内、天井内を仮間仕切り（帯電防止

防炎フィルム）で区画した、幅 11.0(m)、奥行 5.0(m)の範囲を対象とする。22 ラックの 19

インチラックのうち、20 ラックに 2(kW)のヒーターを持つ模擬発熱体を 1 台ずつ搭載し、

不使用の 2 ラックは扉面を塞いでいる。模擬発熱体は高さ 6U であり、下から 23～28U 目

に搭載している。空調機はパッケージ空調機である Computer‐Room Air‐Conditioner

（CRAC）を用いる。 

 

 
(a) 検証室の平面図 

 
(b) 検証室の断面図（左：A-A’断面、右：B-B’断面） 

Figure 3-1 検証室の概要 
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Table 3-2 検証設備の概要 

CRAC 定格顕熱能力 (kW) 45*1 
 定格風量 (m3/min) 240 
 定格機外静圧 (Pa) 120 
 外形 (W×D×H) (mm) 1,295×900×1,950 

模擬発熱体 ヒーター容量 (kW) 2 
 定格風量 (m3/min) 23 
 外形 (W×D×H) (mm) 440×670×260 

*1：室内吸込条件 27(℃DB)・19(℃WB)、室外吸込条件 35(℃DB)、連絡配管長 7.5(m)時 

 

CFDモデルの与条件は、CRAC風量、CRAC給気温度、模擬発熱体風量、模擬発熱体発

熱量とする。これらは Table 3‐3で示す測定点の実測値、または実測値を用いた演算値とす

る。CRAC風量は CRAC吸込口の平均風速と有効面積から算出し、模擬発熱体風量は消費

電力と吸排温度差から算出した。模擬発熱体吸込温度は CFDシミュレーションの予測対象

である。 

 

Table 3-3 測定点 

分類 対象 点数 測定箇所 
温度 CRAC 吹出口 3 点平均  

 模擬発熱体吸込口 3 点平均 
1-1, 1-3, 1-5, 1-9, 1-11,  
2-1, 2-3, 2-5, 2-9, 2-11 

 模擬発熱体吹出口 6 点平均 
1-1, 1-3, 1-5, 1-9, 1-11,  
2-1, 2-3, 2-5, 2-9, 2-11 

消費電力 模擬発熱体 1 点 全台一括 
風速 CRAC 吸込口 6 点平均  

 

   



 

 

第 3章 CFD解析の高精度化と高断熱化による吸排分離 

 

68 

 

3.3.2 CFD モデルの概要 

CFD 解析には市販のソフトウェアを用いる。離散化手法は直交系有限体積法による

SIMPLEC（Semi‐Implicit Method for Pressure‐Linked Equations Consistent）法である  [68]。

シミュレーションの設定を Table 3‐4に示す。乱流モデルは、データセンターの CFD解析で

一般的に用いられる標準 k‐εモデルを選択した  [25] [44] [49] [50] [51] [54] [69]。基礎方程式

は、連続の式、運動量保存式、ナビエ・ストークス方程式、エネルギー方程式である。ナビ

エ・ストークス方程式では、ブシネスク近似を用いて浮力を考慮している。なお、本 CFD

ソフトウェアでは材料の表面粗さは考慮していない。また、検証室を囲む壁は断熱としてい

る。解析領域全体での計算誤差が 10‐3.5 となったときに収束とみなす。なお、VanGilder ら

は CFD解析におけるグリッドサイズについて、粗い範囲では予測精度への影響が大きいと

報告している  [69]。本研究では、グリッドサイズが異なることによる影響を極力排除する

ため、全モデルで同一の分割数（23,400,000グリッド（200×780×150））とした。 

モデル化した検証室を Figure 3‐2 に示す。後述の合わせ込み因子の対象としない与条件

として、コールドアイルの二重床開口パネルとラック扉にそれぞれ開口率を与える。二重床

開口パネルは開口率 25%と開口率 50%が交互に並んでいるため、CFD モデルでは開口率

37.5%の一様な開口とする。また、ラック扉の前背面の開口部は開口率 76%（カタログ値）

を与える。 

 

Table 3-4 シミュレーション設定 

定常・非定常 定常 
離散化手法 SIMPLEC 法 
乱流モデル 標準 k-ε 

基本方程式 

連続の式 
運動量保存式 
非圧縮性ニュートン流体に対するナビエ・ストークス方程式 
エネルギー方程式 

空間分割法 直交非等間隔格子 

境界条件 

流入領域：CRAC 吹出口 
流出領域：CRAC 吸込口 
初期温度：25(℃) 
その他の設定値は後述の Table 3-5 参照 
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Figure 3-2 検証室の CFD モデル 
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3.3.3 信号因子と多特性 

CFD モデルの高精度化を図るにあたり、空調機の供給風量が異なっても同一のモデルで

結果を再現できることを目標とする。そこで、CRAC 供給風量を信号因子とし、CRAC の

ファン周波数を 45(Hz) (G1)、54(Hz) (G2)、63(Hz) (G3)に設定して検証室で実験する。実験

で得た与条件（実測結果）を Table 3‐5に示す。また、予測対象である模擬発熱体吸込温度

は Table 3‐3に示す 10ラックで計測している。10箇所の温度を対象とするため、10特性の

合わせ込みとして多特性の実験計画を適用する。 

 

Table 3-5 信号因子と CFD モデルの与条件 

信号因子 
 
 

CRAC 
ファン周波数 

(Hz) 

 
供給風量 
(m3/min) 

 
給気温度 

(℃) 

模擬発熱体 
風量 

(m3/min/台) 

 
発熱量 
(W/台) 

G1 45 157.2 21.7 9.8 2,392 
G2 54 188.1 21.7 10.5 2,383 
G3 63 222.0 21.9 11.2 2,351 
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3.3.4 合わせ込み因子 

CFDの解析結果に影響を与えると考えられる因子を Table 3‐6の通り抽出する。モデルの

有無に関する水準については、第 1水準はモデル有、第 2水準はモデル無とする。モデルの

数値に関する水準については、第 1 水準は理論値または実測値、第 2 水準は第 1 水準の値

の 1/2とし、第 3水準はモデルに考慮しない。ただし、熱伝導率と材料の厚さから計算され

る熱抵抗値（因子 C）の第 2水準は、材料の厚さを第 1水準の 2倍とした。また、因子が割

り当てられない H列は誤差列（e）である。以下に概要を述べる。 

 

A. 障害物の有無 

Figure 3‐3に示す二重床架台、気流ガイド、配管・ケーブル類、空調機吸込構造物などを

障害物としてモデル化する。ここで、気流ガイドは二重床空間にスムーズに空調給気を導入

するために空調機吹出口の直下に斜めに固定される鋼板である。 

 

B. CRAHの開口率 

CRACに隣接する不使用 CRAHは停止しているが、その吸込口と吹出口には圧力差が生

じるため、機内が漏気経路となり CFD結果に影響を与える可能性がある。室内ファンの P‐

Q特性曲線と、定格風量、定格機外静圧から定格運転時の機内静圧を求め、機内静圧と吸込

面風速から抵抗係数を算出した。抵抗係数に対応する開口率を吸込口に与える。 

 

C. 熱抵抗値 

二重床固定パネル、ラック筐体、模擬発熱体筐体、CAC、ブランクパネルの熱貫流を考慮

する。熱抵抗値は材料の熱伝導率と厚さから求め、熱伝達率はソフトウェアの自動計算機能

を用いた。 

 

D. 固定パネルの開口率 

二重床固定パネルの開口率は実測値を用いる。幅 300(mm)の固定パネル 26 枚当たり約

10(mm)の隙間量であった。 

 

E. ブランクパネルの開口率 

ラック内のマウントレールの ITE 未搭載箇所に設置するブランクパネル、ラック側面と

マウントレール間を閉塞する側部ブランクパネル、ラック底面とブランクパネル及び側部

ブランクパネルの下端を閉塞する下部ブランクパネルに分けて開口率を与える。それぞれ

の開口率は実測値を用いる。 

 

F. ラック間の隙間の有無 

ラックとラックの間には 6(mm)の隙間が存在し、モデルで考慮する。なお、隙間無につ
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いては、ラックとラックの間を幅 6(mm)の直方体モデルで塞いだ。なお、第 3 水準はダミ

ー法を用い、標準とする第 1水準を代入する。 

 

G. CACの開口率 

CAC自体に大きな隙間はないが、ラック上部と CAC水平部材の間の 80(mm)の固定用部

材に 2(mm)程度の隙間が存在する。この実測値を CACの開口率として用いる。 

 

Table 3-6 合わせ込み因子 

 合わせ込み因子 第 1 水準 第 2 水準 第 3 水準 
A 障害物の有無 有 無 - 
B CRAH の開口率 (%) 24.85 12.42 0 

C 

熱抵抗値 (10-3 m2K/W)    
固定パネル (アルミニウム、2.0mm) 0.01 0.02 

断熱 

ラック筐体 (鉄、0.8mm) 0.01 0.03 
模擬発熱体筐体 (鉄、1.2mm) 0.02 0.04 
CAC (プラスチック、0.3mm) 2.00 4.00 
ブランクパネル (プラスチック、2.0mm) 9.52 19.05 
側部及び下部ブランクパネル (鉄、0.8mm) 0.01 0.03 

D 固定パネルの開口率 (%) 0.13 0.07 0 

E 

ブランクパネルの開口率 (%)    
ブランクパネル 0.56 0.28 0 
側部ブランクパネル 0.38 0.19 0 
下部ブランクパネル 15.28 7.64 0 

F ラック間の隙間の有無 有 無 - 
G CAC の開口率 (%) 2.50 1.25 0 

 

 

Figure 3-3 障害物のモデル 
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3.3.5 合わせ込みの実施 

信号因子と合わせ込み因子を Table 3‐1に割り付け、実験計画に基づき解析を行った。解

析結果を Table 3‐7に示す。解析特性 Si、Si’、yത୧∙∙を算出し、合わせ込み因子の各水準で平均

して Figure 3‐4 に示す要因効果図を作成した。解析特性 Siについては、因子 F のダミー水

準を含め、いずれの合わせ込み因子も CFDモデルに反映する水準の方が小さく、CRAC給

気量を変化させたときの結果の再現性が良いといえる。一方で、CRAHの開口率（因子 B）

や熱抵抗値（因子 C）、ブランクパネルの開口率（因子 E）は理論値や実測値（第 1 水準）

を CFDモデルの与条件とすると、第 2水準と比べ再現性が悪化する結果となった。 

 

Table 3-7 実験計画に基づく解析結果 

特性 P1 (1-1) P2 (1-3) P3 (1-5) P4 (1-9) P5 (1-11) 
実験結果 24.7 24.0 23.5 25.9 24.8 23.6 24.1 23.5 22.9 24.1 23.9 23.6 27.8 26.8 25.1 
信号因子 G1 G2 G3 G1 G2 G3 G1 G2 G3 G1 G2 G3 G1 G2 G3 
解析 01 25.9 25.1 24.8 25.3 24.5 23.9 25.2 24.2 23.8 25.7 25.0 24.6 25.9 25.4 25.0 
解析 02 25.6 24.9 24.6 25.2 24.3 23.7 24.8 24.1 23.7 25.4 24.7 24.3 25.8 25.0 24.9 
解析 03 25.8 23.6 22.4 24.8 23.2 22.4 24.2 23.0 22.4 23.8 22.9 22.5 23.1 22.5 22.3 
解析 04 25.4 24.8 24.5 25.1 24.1 23.7 24.8 24.1 23.7 25.4 24.9 24.4 25.8 25.3 24.9 
解析 05 26.1 24.9 24.3 25.3 24.3 23.4 25.4 24.0 23.4 25.8 24.8 24.3 26.0 25.2 24.7 
解析 06 26.5 25.2 24.2 25.8 24.2 23.3 25.4 23.8 23.1 25.1 24.0 23.4 24.8 23.9 23.2 
解析 07 25.7 24.9 24.5 25.2 24.3 23.5 25.2 24.1 23.6 25.9 24.9 24.4 26.3 25.4 24.9 
解析 08 25.5 24.4 24.0 25.0 23.7 23.0 24.7 23.5 22.9 25.4 24.0 23.4 25.4 24.1 23.5 
解析 09 26.1 24.7 23.5 25.5 23.8 22.8 25.4 23.9 23.0 26.6 25.0 24.1 27.9 26.2 25.1 
解析 10 26.5 25.4 24.4 24.9 23.5 23.1 23.8 23.2 23.0 27.9 25.7 23.2 27.9 25.8 24.0 
解析 11 27.2 26.7 25.8 26.3 24.9 24.4 25.7 25.0 24.6 26.9 25.9 25.8 27.6 26.8 26.4 
解析 12 28.3 27.0 26.1 27.0 25.0 24.2 26.4 25.0 24.3 27.9 26.4 25.9 28.7 27.4 27.0 
解析 13 27.5 26.2 25.2 25.9 24.6 24.1 25.9 24.7 24.2 27.2 25.8 25.0 27.7 26.6 25.7 
解析 14 27.1 26.4 25.4 25.4 24.1 23.5 24.9 24.0 23.9 26.6 24.6 25.2 27.4 25.0 25.8 
解析 15 28.0 26.9 25.8 26.7 24.9 24.1 26.3 25.0 24.3 27.9 26.4 25.6 28.8 27.5 26.7 
解析 16 25.9 25.1 24.4 25.1 24.0 23.4 25.2 24.0 23.4 27.2 25.1 24.1 27.6 26.3 24.9 
解析 17 27.6 26.5 25.2 26.1 24.6 23.9 26.2 24.7 24.1 27.9 26.1 25.1 28.1 26.7 25.8 
解析 18 26.7 26.4 25.0 26.4 24.6 23.9 26.1 24.9 24.2 28.7 27.0 25.9 29.7 27.9 26.6 

 

特性 P6 (2-1) P7 (2-3) P8 (2-5) P9 (2-9) P10 (2-11) 
実験結果 25.8 24.6 23.9 25.6 24.3 23.4 25.2 24.2 23.5 25.1 24.4 23.9 24.2 23.5 23.2 
信号因子 G1 G2 G3 G1 G2 G3 G1 G2 G3 G1 G2 G3 G1 G2 G3 
解析 01 26.0 25.0 24.6 25.7 24.8 24.4 25.9 24.9 24.5 26.7 25.6 24.9 25.9 25.2 24.8 
解析 02 26.4 25.0 24.4 26.0 24.7 24.2 26.0 24.8 24.4 26.7 25.6 24.8 25.6 24.9 24.6 
解析 03 26.7 24.0 22.5 26.6 24.2 22.5 26.3 24.0 22.5 24.3 22.9 22.6 22.7 22.3 22.3 
解析 04 26.1 24.8 24.4 25.8 24.6 24.1 25.9 24.9 24.4 26.7 25.7 24.8 25.6 25.0 24.6 
解析 05 26.0 24.7 24.0 25.8 24.5 23.7 26.1 24.8 24.1 26.6 25.4 24.7 25.4 24.8 24.3 
解析 06 26.4 24.9 24.0 26.1 24.2 23.3 25.6 23.9 23.2 25.2 24.0 23.4 24.5 23.7 23.2 
解析 07 25.7 24.8 24.2 25.6 24.5 23.9 25.8 24.8 24.3 26.6 25.4 24.8 26.0 25.1 24.6 
解析 08 25.3 24.2 23.8 25.1 23.7 23.0 24.8 23.7 23.1 25.8 24.2 23.5 24.8 23.9 23.3 
解析 09 25.5 24.2 23.2 25.2 23.8 23.0 25.7 24.2 23.8 28.0 25.9 24.8 27.2 25.5 24.5 
解析 10 27.9 25.7 24.3 26.8 24.8 23.3 26.1 24.5 23.3 26.8 24.6 23.5 27.9 25.7 24.3 
解析 11 27.3 26.5 25.8 26.5 25.1 24.5 26.2 25.2 24.8 27.9 27.0 26.8 27.8 27.0 26.4 
解析 12 28.3 26.8 26.1 27.3 25.2 24.3 26.9 25.2 24.6 28.9 27.4 27.3 28.8 27.5 27.1 
解析 13 27.2 26.2 25.2 26.5 24.9 24.1 26.5 25.1 24.3 28.2 26.9 25.7 27.6 26.6 25.7 
解析 14 27.0 26.3 25.2 25.8 24.3 23.6 25.3 24.2 23.8 26.0 24.3 25.1 27.3 24.9 25.9 
解析 15 28.0 26.6 25.8 27.0 25.2 24.2 26.7 25.2 24.5 28.9 27.5 26.7 29.0 27.6 26.9 
解析 16 25.8 24.9 24.3 25.0 23.9 23.4 25.1 23.9 23.4 26.7 24.9 24.0 27.4 25.8 24.8 
解析 17 27.5 26.4 25.3 26.0 24.6 23.9 26.2 24.7 24.0 27.9 26.2 25.2 28.0 26.5 25.7 
解析 18 27.0 26.5 25.2 26.3 24.6 23.9 26.1 24.8 24.1 28.5 26.8 25.9 29.5 27.9 26.5 
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Figure 3-4 合わせ込み因子の要因効果図 

 

第 1 ステップとして、解析特性 Siが小さい水準を選択する。第 2 ステップでは解析特性

Si’が小さい水準を、第 3ステップでは解析特性yത୧∙∙が 0に近い水準を選択する。基本的に第 1

ステップの水準を最優先し、次に第 2ステップの水準を優先する。下位のステップで水準を

変更する場合、上位のステップで選択した最適水準を変更することとなるため、それぞれの

ステップで水準を変更する因子を 1つだけに制限する。そして、変更後に予測精度を確認す

る。予測精度を確認する指標は、10 ラックの模擬発熱体吸込温度のシミュレーション結果

と実験結果の乖離の平均値yതୣと偏差平方和 Seとする。 

各ステップでの合わせ込みで選択する水準を Table 3‐8に、予測精度の確認結果を Figure 

3‐5に示す。前述の通り、第 1ステップでは、各因子で解析特性 Siが小さい水準を選択した。

第 2ステップでは、解析特性 Si’の減少幅が最も大きい固定パネルの開口率(D)を第 1水準か

ら第 2 水準に変更した。第 2 ステップ後の予測精度を確認する。残差平方和 Se は全ての

CRACファン回転数条件でわずかに減少し、乖離の平均値yതୣはほぼ変化がなかった。第 3ス

テップでは、解析特性が 0 に近くなる固定パネルの開口率(D)の第 3 水準を選択した。第 3

ステップ後の予測精度の変化は、要因効果図の示す通り、残差平方和 Se は増加したが、乖

離の平均値yതୣは 0に近くなり大きく予測精度が向上した。 

本来、信号因子（3水準）と合わせ込み因子（2水準×2因子、3水準×5因子）で最適な

組み合わせを導出するのに、総当たりでは 2,916通りのシミュレーションが必要となる。本

手法では、混合系直交表 L18に割り付けた解析を信号因子の数だけ、合わせ込み結果の確認

に全 3ステップを信号因子の数だけ実施することで、最適な組み合わせを計 63通りで導出

できた。 

   

0

2

4

6

8

10

1 2 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 1' 1 2 3 1 2 3

A B C D E F G e

要
因
効
果

Si

Si'

yത୧··



 

 

第 3章 CFD解析の高精度化と高断熱化による吸排分離 

 

75 

 

Table 3-8 合わせ込み結果 

因子 A B C D E F G 
水準 1 2 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 1′ 1 2 3 

第 1 ステップ ✓   ✓   ✓  ✓    ✓  ✓   ✓   
第 2 ステップ ✓   ✓   ✓   ✓   ✓  ✓   ✓   
第 3 ステップ ✓   ✓   ✓    ✓  ✓  ✓   ✓   

 

 

(a) 残差平方和 Se 

 

(b) 乖離の平均値yതୣ 

Figure 3-5 合わせ込みの各ステップでの予測精度の確認 

 

実際の模擬発熱体の吸込温度の再現性を確認する。CRAC のファン周波数を 45Hz  (G1)、

54Hz (G2)、63Hz (G3)に変化させた際の、ラック毎の模擬発熱体の吸込温度の実測結果とシ

ミュレーション結果を Figure 3‐6に示す。 

まず、シミュレーションの各ステップについて考察する。いずれの CRAC 風量条件にお

いても、第 1 ステップと第 2 ステップのシミュレーション結果に大きな違いはなかった。

次に、第 1、2ステップと第 3ステップを比較すると、特に CRACから遠いラック(1‐5～11、

2‐5～11)で模擬発熱体の吸込温度が低くなった。これは、固定パネルの隙間を通じて二重床

内からホットアイルに流出するバイパス空気がなくなり、二重床開口パネルを十分な空調

給気が通過したためであると考えられる。 
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次に、合わせ込み後の第 3 ステップのシミュレーション結果を対象に、実測値と比較す

る。1 列目の架列については、ラック番号 1‐1 で 1～1.5(K)、1‐11 で 3(K)の乖離がみられた

が、その他のラックでは概ね実験結果を再現できていた。また、2 列目の架列については、

実験結果を精度よく予測できていた。ラック番号 1‐11は特に乖離が大きく、CFDモデルに

反映していない模擬発熱体の吸込温度の上昇要因の存在が示唆される。同ラックの近くで

再循環経路などがないか再度確認したところ、CAC の垂直部材とラックが接する部分に隙

間を確認した。CRAC ファン周波数 63Hz  (G3)の CFD モデルにこの隙間を反映した結果を

Figure 3‐7 に示す。隙間を 10(mm)ずつ変化させた結果、隙間が 30(mm)の時にラック番号

1‐11の模擬発熱体の吸込温度のシミュレーション値が実測値に近づいた。 

なお、前述の通り、既往の文献や研究  [22] [70]では、二重床固定パネルの隙間の影響につ

いて言及されている。しかしながら、本モデルではモデルに反映しない方が予測精度は高か

った。本モデルでは停止している CRAHを通過するバイパス経路をモデル化しており、バ

イパス経路としては二重床固定パネルの隙間と並列に存在する。この開口が二重床固定パ

ネルの隙間と比べて極めて大きいことから、固定パネルの隙間のモデル有無の影響を小さ

くしている可能性がある。 
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(a) CRAC ファン回転数 45Hz（G1） 

 

(b) CRAC ファン回転数 54Hz（G2） 

 

(c) CRAC ファン回転数 63Hz（G3） 

Figure 3-6 模擬発熱体吸込温度の予測結果 
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Figure 3-7  CRAC ファン周波数 63Hz（G3）における CAC の垂直部材とラックが接する部分の隙間

の再現による模擬発熱体吸込温度の予測結果の変化 
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3.4 冷却性能の改善 

3.4.1 冷却性能の改善策としての高断熱化 

前章で行った合わせ込みの結果、本モデルでは部材の熱貫流をモデルに反映した。しかし、

データセンター内では気流による熱の移動が大部分を占めると考えられており、構成部材

の熱貫流による熱の移動は注目されていない。そこで本章では、構成部材の断熱性能を向上

した場合の、室内の冷却性能の改善効果を検証する。 

第 3ステップの合わせ込みを実施した CFDモデルにおいて、熱貫流を考慮した部材に対

して一律に断熱材（グラスウール、10mm）を取り付ける。各部材の熱抵抗値の変化は Table 

3‐9に示す通りである。元の部材の熱抵抗値は、取り付けた断熱材と比べて十分に小さいた

め無視する。ただし、模擬発熱体は ICT機器を模擬したものであり、ICT機器に断熱材を取

り付けるのは現実的ではない。そのため、模擬発熱体筐体の熱抵抗値は変更前と変更後で同

値とする。 

 

Table 3-9 改善策 

構成部材 改善前 改善後 

材質 
熱抵抗値 

(10-3 m2K/W) 
材質 

熱抵抗値 
(10-3 m2K/W) 

固定パネル アルミニウム、2.0mm 0.02 

グラスウー

ル、10mm 
294.12 

ラック筐体 鉄、0.8mm 0.03 
CAC プラスチック、0.3mm 4.00 

ブランクパネル プラスチック、2.0mm 19.05 
側部/下部ブランクパネル 鉄、0.8mm 0.03 

模擬発熱体筐体 鉄、1.2mm 0.04 同左 
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3.4.2 評価指標 

冷却性能の改善効果を測る指標として、Tozer らが提案する気流管理指標  [71]を用いる。

気流管理指標ではデータセンター内の気流経路のモデル化に当たり、CRAC風量(mc)や ICT

機器風量(ms)に加え、ベンチュリ効果により二重床内に誘引される気流である負圧風量(mn)

や、二重床から給気されて ICT 機器を冷却することなく CRAC に還気するバイパス風量

(mb)、ICT機器の排気が ICT機器の吸込口に戻る再循環風量(mr)をモデルに組み込んでいる

（Figure 3‐8）。これらの気流経路の各箇所で成り立つ質量やエネルギーに関する平衡式を

解くことで、各部の温度から風量比を求めることができる。風量比は、ICT機器風量(ms)に

対する CRAC風量(mc)の比である Balance Ratio（以下、BAL）、CRAC風量(mc)に対する負

圧風量(mn)の比である Negative Pressure Ratio（以下、NP）、二重床内風量(mf)に対するバ

イパス風量(mb)の比である Bypass Ratio（以下、BP）、ICT 機器風量(ms)に対する再循環風

量(mr)の比である Recirculation Ratio（以下、R）の 4 種類である。それぞれの風量比を温

度から求める式を次に示す。 

𝐵𝐴𝐿 ൌ
𝑚௖

𝑚௦
ൌ
𝑇௛ െ 𝑇௦
𝑇௥ െ 𝑇௖

  (3‐5)

𝑁𝑃 ൌ
𝑚௡

𝑚௖
ൌ
𝑇௙ െ 𝑇௖
𝑇௥ െ 𝑇௙

  (3‐6)

𝐵𝑃 ൌ
𝑚௕

𝑚௙
ൌ
𝑇௛ െ 𝑇௥
𝑇௛ െ 𝑇௙

 (3‐7)

𝑅 ൌ
𝑚௥

𝑚௦
ൌ
𝑇௦ െ 𝑇௙
𝑇௛ െ 𝑇௙

 (3‐8)

ここで、Tr：CRAC還気温度 

Tc：CRAC給気温度 

Tf：二重床内温度 

Ts：ICT機器吸込温度 

Th：ICT機器吹出温度 

これまでの記述の通り、気流管理指標は空調効率を風量比で評価するものであり、熱の移

動は気流のみでなされるという前提で等式が成り立っている。羽山らの機器冷却特性  [58]

や、Sharmaらの SHI（Supply Heat Index）と RHI（Return Heat Index）  [72]、Tozerらの

ASE（Air Segregation Efficiency）  [73]といった、他に提案されているデータセンターの評

価指標も同様である。しかしながら、本 CFDモデルにおける熱の移動は、気流と熱貫流の

複合的なものである。そこで本研究では、従来通り熱の移動が気流によると仮定し、風量比

で冷却性能を評価する。そして、構成部材の断熱性能を向上したことによる評価指標の変化

を考察し、熱貫流による熱移動が冷却性能に影響を与える可能性を推察する。 
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Figure 3-8 データセンターの気流模式図 [71] 
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3.4.3 冷却性能の改善結果 

改善前後の各部温度と各風量比を Figure 3‐9、Figure 3‐10、Figure 3‐11に示す。CACと

ブランクパネルを設置している本条件であっても、改善前では、CRAC から給気された空

気は二重床内で 0.4～1.2℃昇温し、ICT 機器吸込口までにさらに 1.3～2.4℃昇温している。

BAL=0.85である CRACファン周波数 45Hz (G1)では、CRACから供給された空気は ICT機

器吸込口までに 3.6℃温度上昇していた。いずれの CRAC風量条件でも、改善前と比べて改

善後は、二重床内温度で 0.3℃程度、ICT機器吸込温度で 0.8℃程度低下した。各部温度から

求めた各風量比については、改善後の値は改善前と比べて、NP は 0.02、BP は 0.04～0.05、

R は 0.04 低下した。いずれの指標も低い方が望ましいことから、断熱性能の向上による冷

却性能の改善効果がみられたとともに、NP、BP、Rが発生するいずれの流路にも断熱性能

が影響を与えていることがわかった。 

次に、風量比で評価する評価指標に、熱貫流がどの程度影響しているかを考察する。前節

で示した通り、本 CFDモデルでは気流と熱貫流で熱が移動する。そのため、同じ CRACフ

ァン周波数条件で改善前と改善後の各指標の差を確認すると、構成部材の低い熱抵抗値が

どの程度指標を悪化させているか確認できる。CRAC ファン周波数 45Hz(G1)を例にとって

説明する。CRAC 風量(mc)の 10%に当たる風量が負圧風量(mn)として室内から二重床に誘

引されているが、そのうち 2%が熱貫流による影響を受けている。同様に、二重床内風量(mf)

のうち 11%がバイパス風量(mb)として ICT機器を冷却せずに CRACに戻るが、そのうち 4%

が熱貫流による影響である。ICT機器の排気が ICT機器吸込口に戻る再循環風量(mr)は ICT

機器風量(ms)の 17%を占めるが、そのうち 4%が熱貫流による影響である。改善策として

10mm のグラスウールを貼り付けることを想定しているため、完全断熱とすると熱貫流に

よる影響はより大きいと考えられる。元々、CAC とブランクパネルを設置している気流分

離効率が高い室内環境ではあるが、ICT機器の高密度実装が進むにつれ、さらに高いレベル

で吸排分離が求められる。熱貫流を減少させることによる分離効率の向上は、この課題に対

する解決策の一つとなる可能性がある。 
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(a) 各部の平均温度 (b) 気流管理指標 

Figure 3-9 CRAC ファン周波数 45Hz における冷却性能の改善効果 

 

(a) 各部の平均温度 (b) 気流管理指標 

Figure 3-10 CRAC ファン周波数 54Hz における冷却性能の改善効果 

 

(a) 各部の平均温度 (b) 気流管理指標 

Figure 3-11 CRAC ファン周波数 63Hz における冷却性能の改善効果 
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3.4.4 冷却性能改善によるエネルギー削減 

最後に、断熱性能の向上によるエネルギー削減の可能性について考察する。CRAC ファ

ン周波数条件による各指標の変化を見やすくするため、Figure 3‐9～Figure 3‐11(b)を Figure 

3‐12に再整理する。Figure 3‐12の横軸の BALは(3‐5)式に示す通り、ICT機器風量(ms)に対

する CRAC 風量(mc)の比であり、CRAC 風量を増加させると BAL は大きくなる。つまり、

BAL が大きくなるほど二重床内に十分な風量が供給されることから、NP は減少、BP は増

加した。同様に、R は、BAL が大きくなるほどコールドアイルコンテインメント内に十分

な風量が供給されたために減少した。いずれの場合も、今回の CRAC 風量条件の範囲内で

は、改善前と比べ改善後の方が低い。ここで、改善後の R の目標値を改善前の給気量最大

（CRACファン周波数 63Hz）時と同等にすることとし、断熱性能の向上による省エネルギ

ー効果を試算する。試算結果を Table 3‐10に示す。BALと Rの関係を一次関数で近似し、

改善前の R=0.12（BAL=1.00）と同等になる改善後の BAL を計算すると、BAL=0.90 となっ

た。ICT機器風量(ms)が一定であると仮定すると、CRAC風量(mc)を 90%に絞ることができ

る。この効果を消費電力の削減効果に換算する。理論上、ファンの消費電力は風量変更前後

の風量の比の 3 乗に比例する。したがって、ファン風量を 10%低減するとファンの消費電

力は 26%削減される。つまり、構成部材に 10mmのグラスウールを貼ることで、CRACフ

ァン消費電力を 26%削減しつつ、CRACファン周波数 63Hz(G3)の条件と同等の冷却性能を

得ることができる。実際は、CRAC ファン周波数を減速させた場合のランニングコスト減

と、断熱材を貼るイニシャルコスト増を試算し、ライフサイクルコストで改善策の採否を判

断することが望ましい。 
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(a) BAL と NP の関係 

 
(b) BAL と BP の関係 

 
(c) BAL と R の関係 

Figure 3-12 改善前後の BAL と各評価指標の関係 

 

Table 3-10 改善後の省エネルギー効果の試算 

 R（目標値） BAL ファン風量 ファン消費電力 削減効果 
改善前 

0.12 
1.00 100%（基準） 100%（基準） － 

改善後 0.90 90% 74% 26% 
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3.5 第 3 章のまとめ 

本研究では、コールドアイルコンテインメントとブランクパネルを採用した二重床吹出・

横吸込方式のデータセンターを模擬した検証室を対象に、CFD シミュレーションの ICT 機

器吸込温度の予測精度向上を図った。検証室において CFDの解析結果に影響を与えると考

えられる要素として、障害物や各部の隙間、構成要素の熱貫流を取り上げ、かつ、CRAC供

給風量が異なっていても同じモデルで精度を保てるように合わせ込みを行った。パラメー

タチューニングを効率的に行うために、実験計画法を活用した。3 条件の CRAC 供給風量

で合わせ込み因子とその水準をチューニングするのに、総当たりでは 2,916通りのシミュレ

ーションを行う必要があるが、本研究で用いた手法では 63通りのシミュレーションで合わ

せ込み因子の最適水準を導出することができた。10 ラックの ICT 機器吸込温度の平均値を

実験結果とチューニング後の CFD シミュレーション結果で比較すると、全ての CRAC 風

量条件で、±0.2℃の範囲に収まっていた。取り上げる因子や水準は対象とする室によるも

のの、CFDシミュレーションの精度向上手法としては汎用性があるものと考える。 

さらに、チューニング後の CFDモデルで構成要素の熱貫流を組み込んでいることに着目

し、冷却性能の改善を目的とした検討を行った。二重床固定パネル、ラック筐体、アイルコ

ンテインメント、ブランクパネルの断熱性能を 10mmのグラスウール相当とした結果、ICT

機器吸込温度の平均値が約 1℃低下した。この結果を気流管理指標で再整理し、CRAC供給

風量と断熱性能が冷却性能に与える影響を評価する方法を示した。構成部材の断熱性能を

向上した結果、再循環を同レベルに保ちつつ、CRAC ファン消費電力を 26%削減可能であ

ることを示した。目標とする冷却性能に対し、CRAC 供給風量を絞ることによるランニン

グコスト減と高断熱化によるイニシャルコスト増を試算し、ライフサイクルコストで比較

することが望ましい。 

ICT機器の高密度実装が進み、アイルコンテインメントやブランクパネルといった気流分

離の手段が採用されてきているが、今後はさらに高いレベルで吸排分離が求められる。断熱

性能の向上による熱貫流の減少は、区画された空間の熱移動を抑えることから、気流分離と

は異なるアプローチの吸排分離といえる。構成部材の断熱性能の向上は、データセンターの

高発熱化という課題に対する解決策の一つとなる可能性がある。 
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第4章 ICT 機器の特性がデータセンターに与える影響 

 

4.1 第 4 章の目的 

空調効率の向上やエコノマイザーの可用時間延長による空調システムの省エネルギー化

のために、ICT機器が十分に冷却できる範囲で給気温度を高く設定することがしばしば推奨

されてきた。ICT機器の吸込温度が上昇すると内蔵する冷却ファンの風量が増加し、第 2章、

第 3 章で述べてきた給気量と ICT 機器風量のバランスが変わることから機械室の冷却性能

に影響を与えると考えられる。また、内蔵ファンの消費電力、及びそれを冷却する空調シス

テムの消費電力も増加することが予想される。 

そこで本章では、ICT機器吸込温度を変更することによるデータセンターの冷却性能やエ

ネルギー消費への影響を評価することを目的とした検討を進める。しかし、空調システムの

消費電力を検討に加味するためには、ICT機器周りの温度と空調機周りの温度を関連付ける

必要がある。そのため、本章では、簡単な数理計算でこれらの温度を紐づける方法を提案す

る。数理計算の基礎には、既往のデータセンターの冷却性能の評価指標を採用し、式を展開

して関係式を得る。本予測手法を利用し、ICT機器吸込温度をパラメータとしたデータセン

ターのトータルエネルギー消費量の最適化手法を示す。 
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4.2 予測手法の提案 

4.2.1 気流分離効率の概要 

給気温度と ICT 機器の吸込温度の関連付けのため、本研究では Tozer らの気流分離効率

の理論を発展させる  [73]。これらの指標は、機械室の CRACの給気と還気、及び ICT機器

の吸気と排気のそれぞれの加重平均温度と、質量とエネルギーの保存式を用いて、平均のバ

イパス空気と再循環空気、それに給気効率と排気効率を求めることができる。 

この指標で想定する気流モデルは Figure 4‐1の通りである。CRAC供給風量(mc)は二重床

内で負圧気流（negative pressure  flow、以下 NP）（ベンチュリ効果でホットアイルから二

重床内に誘引される気流）と合流する。合流後の気流は、ICT機器の冷却に寄与する風量(mf)

と寄与しないバイパス気流（bypass flow、以下 BP）に分かれる。ICT機器に到達する冷却

空気量(mf)は ICT機器の排気の再循環気流（recirculation flow、以下 R）とともに、ICT機

器風量(mi)として ICT 機器に吸い込まれる。Tozer らは、NP は全てのデータセンターで存

在するわけではなく、計測も難しいことから、単独の評価対象から外しているが、モデル上、

NPは Rに含まれているとしている  [73]。 

 

 

Figure 4-1 データセンターの気流モデル [73] 

 

BP は、ICT 機器の冷却に寄与せずに空調機に還気する給気である。一般に、ホットアイ

ルの二重床開口パネルや二重床固定パネルの隙間でみられるとともに、コールドアイルへ

の冷気の過供給でも発生する。Rは、ICT機器の排気が空調機で冷やされる前に ICT機器の

給気側に戻る空気で、結果として ICT 機器吸込温度を上昇させる。局所的な給気不足など

によって、ラック内や室内で Rが生じる。BPと Rは以下の式で定義される。 

𝐵𝑃 ൌ
𝑇௜௢ െ 𝑇௖௜
𝑇௜௢ െ 𝑇௖௢

  (4‐1)

𝑅 ൌ
𝑇௜௜ െ 𝑇௖௢
𝑇௜௢ െ 𝑇௖௢

  (4‐2)

ここで、Tci：還気温度  (℃) 
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Tco：給気温度  (℃) 

Tii：ICT機器吸込温度  (℃) 

Tio：ICT機器吹出温度  (℃) 

BPと Rは、ICT機器に到達する冷気の量に影響を与える。そのため、気流性能は給気効

率と排気効率によって定義することができる。給気効率（supply performance、以下 ηsupply）

は、空調給気量(mc)に対する ICT機器に到達する冷却空気量(mf)の比である。ηsupplyが 1であ

ることは、室内で BPがないことを表している。また、排気効率（demand performance、

以下 ηdemand）は、ICT機器風量(mi)に対する ICT機器に到達する冷却空気量(mf)の比である。

ηdemandが 1 であることは、室内で R がないことを表している。ηsupplyと ηdemandは以下の式で

定義される。 

𝜂௦௨௣௣௟௬ ൌ 1 െ 𝐵𝑃 ൌ
𝑚௙

𝑚௖
ൌ
𝑇௖௜ െ 𝑇௖௢
𝑇௜௢ െ 𝑇௖௢

  (4‐3)

𝜂ௗ௘௠௔௡ௗ ൌ 1 െ 𝑅 ൌ
𝑚௙

𝑚௜
ൌ
𝑇௜௢ െ 𝑇௜௜
𝑇௜௢ െ 𝑇௖௢

  (4‐4)

気流可用性（availability of flow、以下 Af）は ICT機器の要求風量(mi)に対する CRAC給

気量(mc)の比である（羽山らの機器冷却特性  [58]の換気流量比 κmに同じ）。1を超える Afは

冷気の過剰供給を示し、1 未満の Af は供給不足を示す。温気がコールドアイルに逆流する

のを防ぐためには、Afを 1 より少し高く設定するのが望ましい。Afは以下の式で求められ

る。 

𝐴௙ ൌ
𝑚௖

𝑚௜
ൌ
𝑇௜௢ െ 𝑇௜௜
𝑇௖௜ െ 𝑇௖௢

ൌ
𝜂ௗ௘௠௔௡ௗ

𝜂௦௨௣௣௟௬
  (4‐5)

気流分離効率（Air segregation efficiency、以下 ASE）は、冷気と温気の分離効率に関す

る指標であり、IT 負荷や空調機のファン回転数とは独立したエアマネジメントの指標とし

て紹介されている。ASEは次の式で表される。 

𝐴𝑆𝐸 ൌ ඨ
ሺ1 െ 𝐵𝑃ሻଶ ൅ ሺ1 െ 𝑅ሻଶ

2
  (4‐6)
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4.2.2 ASE を用いた R の予測方法 

(4‐5)式に(4‐3)式と(4‐4)式を代入して整理すると(4‐7)式となる。 

1 െ 𝐵𝑃 ൌ
1 െ 𝑅
𝐴௙

  (4‐7)

(4‐7)式を(4‐6)式に代入して整理すると(4‐8)式を導ける。 

𝑅 ൌ 1 െ
ඩ

2

1 ൅
1
𝐴௙

ଶ

∙ 𝐴𝑆𝐸 ,𝑅 ൒ 0 
(4‐8)

(4‐8)式は再循環気流(R)を気流可用性(Af)と気流分離効率(ASE)のみで求められることを表

している。ここで着目すべきなのは、ASE は ICT 機器消費電力や空調機のファン回転数と

は独立した指標であることである。すなわち、BPや Rに影響する漏気経路（二重床固定パ

ネルの隙間やアイルコンテインメント、ブランクパネルの設置状況など）に変更を加えない

限り、ICT 機器の消費電力や ICT 機器の風量、CRAC の給気量が変動しても一定の値をと

るということである。したがって、ASEを既知の値と考えると、Afに対する Rを求めるこ

とができる。(4‐8)式の関係を Figure 4‐2に図示する。 

 

 

Figure 4-2 Afと R の関係 
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4.2.3 予測手順 

ICT機器吸込温度(Tii)を起点とした予測手順を Table 4‐1に示す。ICT機器吸込温度以外の

与条件である給気量(mc)と気流分離効率(ASE)は、既設機械室であれば実測結果、新設機械

室であれば設計値などを用いる。ASEに関しては、Tozerらが、コンテインメント有の機械

室における ASE はおよそ 0.65～0.8、コンテインメント無の機械室はおよそ 0.4～0.7 であ

り、平均は 0.6であるという調査結果を報告している  [73]。また、与条件以外に必要な情報

は、ICT機器の特性と空調機の特性である。 

なお、後述の通り、ICT機器吸込温度と ICT機器風量の関係は CPU使用率によって異な

るため、ICT 機器吹出温度(Tio)を与条件としてもよい。本章では予測に当たり CPU 使用率

を固定するため、一般的に扱われることの多い ICT機器吸込温度を与条件とした。 

 

Table 4-1 予測手順 

Step Input Output 算出方法 式 

1 Tii(与条件) mi 実験式など  

2 mi Ei 実験式など  

3 Tii, mi, Ei Tio 𝑇௜௢ ൌ 𝑇௜௜ ൅
𝐸௜

𝑐𝜌𝑚௜
 (4-9) 

4 mc(与条件), mi Af (5)式  

5 ASE(与条件), Af R (8)式  

6 Tii, Tio, R Tco (2)式  

7 Tco, mc, Ei *1 Tci 𝑇௖௜ ൌ 𝑇௖௢ ൅
𝐸௜

𝑐𝜌𝑚௖
 (4-10) 

8 
外気条件及び 

Tci *2, Ei *1など 
Ec 実験式など  

記号表（再掲含む） 
c：空気の比熱 (kJ/kg/K) 
Ec：CRAC 消費電力 (W) 
Ei：ICT 機器消費電力 (W) 
Tci：還気温度 (℃) 
Tco：給気温度 (℃) 
Tii：ICT 機器吸込温度 (℃) 
Tio：ICT 機器吹出温度(℃) 
mc：給気量 (m3/s) 
mi：ICT 機器風量 (m3/s) 
ρ：空気の密度 (kg/m3) 

*1 本章では冷房能力=ICT 機器消費電力とした。実際の冷房能力を得られる場合はそれを用いる。 
*2 CRAC の特性により、還気湿球温度や給気温度（乾球、湿球）を用いることがある。 
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4.3 検証室の概要 

機械室を再現した検証室において ICT機器の特性把握と再現実験を行う。検証室をFigure 

4‐3に、実験設備の概要を Table 4‐2に示す。Figure 4‐3は対象ラックに後述のサーバー12台

を搭載した状態を示している。検証室はコールドアイルとホットアイルを形成しており、二

重床吹出・横吸込方式及び二重床吹出・天井吸込方式を選択できる。コールドアイル部で幅

300mmの開口率 25%、50%の二重床開口パネルを交互に配置している。天井吸込の場合は、

天井面のホットアイル部に開口率 33%の吸込口を設けている。検証室では、コールドアイ

ルコンテインメント（以下、CAC）とホットアイルコンテインメント（以下、HAC）を構

成可能である。検証室では、CAC はコールドアイルをラック上部に渡した水平部材で囲う

形状であり、HACはホットアイルをラック上部から天井まで渡した垂直部材で囲う形状で

ある。幅 9.6(m)、奥行 11.0(m)の検証室の中央（ホットアイル部）にて室内、二重床内、天

井内を仮間仕切り（帯電防止防炎フィルム）で区画した、幅 5.0(m)、奥行 11.0(m)の範囲で

実験する。全 22ラックの 19インチラックのうち、16ラックを稼働させ、1台を実験対象ラ

ックとしてサーバー12 台または 2kW のヒーターを持つ模擬発熱体 1 台を、15 ラックに模

擬発熱体 1 台を搭載している。ラック内のマウントレールの未搭載箇所及びマウントレー

ルの側部に、それらの空間を介して発生する再循環流を抑制するブランク板（ブランクパネ

ル）を設置可能である。 

空調機は定格顕熱能力 48.6(kW)の Computer‐Room Air‐Handler（以下、CRAH）並びに

定格顕熱能力 45.0(kW)の CRACを使用する。冷水を生成する熱源システムは空冷チラー及

び冷水ポンプで構成される。 
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(a) 平面図 

 

 (b) A-A’断面(CAC 有) (c) B-B’断面(CAC 有)  

 

 (d) A-A’断面(HAC 有) (e) C-C’断面(HAC 有)  

Figure 4-3 検証室の概要 
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Table 4-2 検証設備の概要 

CRAH 定格顕熱能力 (kW) 48.6 
 室内吸込条件 24.0 (℃DB), 50 (%RH) 
 冷水条件 7-12 (℃), 2.87 (L/s) 
 定格風量 (m3/s) 4.3 
 定格機外静圧 (Pa) 100 

CRAC 定格顕熱能力 (kW) 45.0 
 室内吸込条件 27.0 (℃DB), 19.0 (℃WB) 
 室外吸込条件 35.0 (℃DB) 
 定格風量 (m3/s) 4.0 
 定格機外静圧 (Pa) 120 

ICT 機器負荷 
対象ラック 

A 社製 1U サーバー×12 
または 2kW 模擬発熱体×1 

非対象ラック 2kW 模擬発熱体×1 
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4.4 ICT 機器の特性把握 

まず始めに ICT機器自体のファンの挙動を把握する。ICT機器はあるベンダの汎用 1Uサ

ーバーを用いる。サーバー周囲温度を変化させ、内蔵ファンの挙動を把握する。また、サー

バーを取り巻く気流が異なる場合の影響を把握するため、CAC やブランクパネルといった

気流分離技術の有無もパラメータとする。 

 

4.4.1 実験条件（実験 A と実験 B） 

対象ラックに Table 4‐3 に示す仕様のサーバーを 12 台搭載する。42U 搭載可能なラック

の下から 6U目に 1台、以降 3Uごとに搭載する。最上段は 39U目である。空調給気温度設

定をパラメータに、サーバーの周辺温度を変化させた際のサーバーの特性を把握する。 

 

Table 4-3 サーバー仕様 

概要 A 社製 1U サーバー (2012 モデル) 

主な仕様 
CPU: 10-core (3.0GHz)×1 
Storage: HDD (300GB)×1 

Memory: 8GB×1 
電源仕様 単相 100VAC, 最大 1.91A 

 

本実験における計測項目と計測機器を Table 4‐4に、実験対象ラックのサーバーの搭載状

況と測定箇所を Figure 4‐4に示す。状態が安定した 5分間の平均値を分析に用いる。サーバ

ー吸込温度と吹出温度は温度を計測した 5 台の平均値とし、サーバー風量はサーバー吹出

温度と吸込温度の差の平均値とサーバー12 台の消費電力の合計値から計算する。温度測定

点は 12台のサーバーの平均を捉えられるように最上段、最下段を含め極力均等に配置する。

CRAHを用い、CAC有無、BP有無、CPU使用率、空調給気温度設定をパラメータとした

Table 4‐5 の実験を行う。CPU 使用率は「（実時間－アイドル状態時間）／実時間」で定義

し、CPU 負荷の生成には複数の技術計算に基づくストレステストツールを用いた。サーバ

ーに搭載される管理ツールで CPU 使用率に対する CPU 負荷率（最大演算能力に対するパ

ーセンテージ）を確認したところ、CPU使用率 100%で CPU負荷率 100%程度、CPU使用

率 50%で CPU負荷率 51%程度、CPU使用率 0%で CPU負荷率 1%程度であった。 

 

Table 4-4 測定点と測定機器（実験 A と実験 B） 

項目 測定機器 
サーバー吸込温度 (5 台×3 点) 
サーバー吹出温度 (5 台×3 点) 

T 型熱電対、データロガー(GRAPHTEC, GL840) 

消費電力 (all servers) 電力計 (HIOKI, 3168) 
サーバーファン回転数 (各サーバー) サーバー搭載の管理ツール 
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(a) ICT 機器搭載状況 (b) 温度測定点 

Figure 4-4 対象ラックの搭載状況と温度計測点 

 

Table 4-5 実験条件（実験 A と実験 B） 

CASE CAC ブランクパネル CPU 使用率 (%) 給気温度設定 (℃) 
A-1 無 無 0 15, 19, 23, 27, 31 
A-2 無 無 50 15, 19, 23, 27, 31 
A-3 無 無 100 15, 19, 23, 27, 31 
B-1 無 無 100 15, 19, 23, 27, 31 
B-2 無 有 100 15, 19, 23, 27, 31 
B-3 有 無 100 15, 19, 23, 27, 31 
B-4 有 有 100 15, 19, 23, 27, 31 

 

前述の通り、サーバーは周囲温度により内蔵ファン回転数が変動することがわかってい

る。そのため、Table 4‐5 のように空調給気温度を変更すると ICT機器風量が変動するのだ

が、ICT機器風量と給気量のバランスが変わることによる結果への影響が懸念される。そこ

で、事前実験を実施し、CAC有、ブランクパネル有、CPU使用率 50%、CRAH風量一定の

条件において、CRAH給気温度設定（15, 19, 23, 27, 31 ℃）に対応するサーバー風量（サー

バー12 台の総風量）を得た。それぞれの給気温度設定において、模擬発熱体風量は事前実

験におけるサーバーと模擬発熱体の吸排温度差が合うように決定し、CRAH 給気量設定は

ICT機器風量(mi)に対する空調給気量(mc)の比（気流可用性(Af)）が 1.4に近くなるよう決定

した。決定した給気温度設定ごとの風量設定を Figure 4に示す。 
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サーバー
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側部ブランクパネル

ブランクパネル



 

 

第 4章 ICT機器の特性がデータセンターに与える影響 

 

97 

 

 

Figure 4-5 給気温度設定ごとの風量設定と想定 Af 
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4.4.2 実験結果（実験 A と実験 B） 

(1) サーバー風量特性 

実験 Aの結果を用いて、Figure 4‐6にサーバーの CPU使用率をパラメータとしたサーバ

ー吸込温度及び吹出温度とサーバーファン回転数（風量）の関係を示す。Figure 4‐6 (a)に示

す通り、CPU使用率が 0%の時は他の CPU使用率と比べて、サーバー吸込温度に対応する

ファン回転数（風量）が小さい。サーバー吸込温度とサーバー風量の関係は CPU使用率に

より異なる相関を持つといえる。一方で、Figure 4‐6 (b)から、サーバー吹出温度とサーバー

ファン回転数（風量）は CPU使用率にかかわらず相関を持つことがわかる。 

次に、実験 Bの結果を用い、気流分離技術（CAC有無、ブランクパネル有無）をパラメ

ータとしたサーバー吸込温度及び吹出温度とサーバーファン回転数（風量）の相関を Figure 

4‐7に示す。Figure 4‐7 (a)に示すサーバー吸込温度とサーバーファン回転数の関係は多少ば

らつきがあるものの、サーバー風量でみるとばらつきは見られない。Figure 4‐7 (b)もばらつ

きはなく、サーバー周囲温度とサーバーファン回転数（風量）の関係は気流分離技術に大き

く影響されないといえる。なお、実験で確認したファン回転数の最大値は 94%、最小値は

29%であった。 

なお、測定対象サーバーが全サーバーを代表できているかを確認するために、測定対象サ

ーバーと全サーバーのファン回転数の平均値を比較する。Figure 4‐8の通り、測定対象サー

バーと全サーバーのファン回転数はほぼ等しく、全 12台のサーバーの温度を 5台の計測温

度の平均値で代表して問題ないといえる。 
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 (a)-1 吸込温度とファン回転数 (b)-1 吹出温度とファン回転数 

(a)-2 吸込温度と風量 (b)-2 吹出温度と風量 

 
Figure 4-6  CPU 使用率毎のサーバー周囲温度とサーバーファン回転数及びサーバー風量の関係 

（実験 A） 
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 (a)-1 吸込温度とファン回転数 (b)-1 吹出温度とファン回転数 

(a)-2 吸込温度と風量 (b)-2 吹出温度と風量 

 
Figure 4-7 気流分離技術ごとのサーバー周囲温度とサーバーファン回転数及びサーバー風量の関係 

（実験 B） 

 

 
Figure 4-8 測定対象サーバーと全サーバーの平均ファン回転数の比較（実験 A と実験 B） 

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50

サ
ー
バ
ー
フ
ァ
ン
回
転
数
（

%
）

サーバー吸込温度（℃）

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50

サ
ー
バ
ー
フ
ァ
ン
回
転
数
（

%
）

サーバー吹出温度（℃）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0 10 20 30 40 50

サ
ー
バ
ー
風
量
（

m
3
/s
）

サーバー吸込温度（℃）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0 10 20 30 40 50

サ
ー
バ
ー
風
量
（

m
3
/s
）

サーバー吹出温度（℃）

B‐1 B‐2 B‐3 B‐4

0

20

40

60

80

100

0 20 40 60 80 100

全
サ
ー
バ
ー
の
平
均
フ
ァ
ン
回
転
数
（

%
）

計測対象サーバーの平均ファン回転数（%）



 

 

第 4章 ICT機器の特性がデータセンターに与える影響 

 

101 

 

(2) サーバー消費電力特性 

実験 A 及び実験 B の結果を用いて、全 12 台合計のサーバー風量とサーバー消費電力の

相関を Figure 4‐9 に示す。サーバー風量が増加すると、サーバー消費電力は増加する。ま

た、Figure 4‐9 (a)から、サーバー消費電力は CPU使用率が高いほど大きいことがわかる。

ここで、CPU 使用率毎にサーバー風量の最高値と最低値におけるサーバー消費電力を比較

すると、CPU使用率 100%の場合で約 18%、CPU使用率 50%で約 22%、CPU使用率 0%で

約 48%低い。一方で、Figure 4‐9 (b)から、この関係は気流分離技術の有無に影響されないこ

とがわかる。給気温度を下げるまたは気流分離技術により再循環を抑制するなどの手段で、

サーバー周囲温度を低下させてサーバー風量を低く抑えることは、サーバー自体の消費電

力削減だけでなく、それを冷却する空調システムの省エネルギーにもつながる。一方で、

CPU 使用率 0%、つまりアイドル状態のサーバーでも、消費電力は CPU 使用率 100%時の

約半分もあり、冷却対象として無視できないことに注意する必要がある。 

 

(a) 実験 A の結果 (b) 実験 B の結果 

Figure 4-9 サーバー12 台の総風量と総消費電力の関係（実験 A と B） 
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4.5 予測手法の妥当性 

本章では、各ラックに模擬発熱体を搭載し、汎用 1Uサーバーの特性を模擬発熱体で再現

する。そして、予測手法で機械室の温度分布の予測ができるか確認する。 

 

4.5.1 ICT 機器の再現方法 

Figure 4‐7 (a)‐2, (b)‐2の関係を実験環境で再現し、ICT機器の風量変化が冷却に与える影

響を明らかにする。サーバーはファン風量を調整可能な模擬発熱体で代用し、サーバー周囲

温度に対するサーバー風量のプロットの傾きを模擬発熱体で再現する。なお、模擬発熱体の

吸込温度はラック位置により異なるため、個々の模擬発熱体で傾きを再現するのは困難で

ある。そのため、本実験ではすべての模擬発熱体の風量設定を同一とし、全模擬発熱体の平

均周囲温度と平均風量が Figure 4‐7  (a)‐2,  (b)‐2 のプロットの傾きとなるように給気温度を

調整した。また、温度帯は予測に影響ないと判断し、実験が容易な温度帯とした。 
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4.5.2 実験条件（実験 C と実験 D） 

全 16 ラックに模擬発熱体を搭載した。空調機は CRAC を用いる。模擬発熱体は高さ 6U

であり、下から 23～28U目に搭載している。Table 4‐6に示すように、二重床吹出・横吸込

方式においては CAC有、BP有無にて、二重床吹出・天井吸込方式においては HAC有、BP

有無にて実験を行う。前節で述べた通り、模擬発熱体の周囲温度と風量を Figure 4‐7  (a)‐2, 

(b)‐2 のプロットの傾きと合わせる。実験条件ごとに模擬発熱体の風量を 5 点設定し、吸気

温度や吹出温度をモニタリングしながら傾きに合うように CRAC 給気温度を調整する。な

お、CRAC 給気量設定は一定とする。模擬発熱体のファンは電圧制御であり、Table 4‐7 に

5点の電圧設定と想定風量（別途測定）を示す。本実験の計測項目と計測機器を Table 4‐8に

示す。状態が安定した 5 分間の平均値を分析に用いる。なお、本実験では Figure 4‐4  (b)中

の側部ブランクパネルは Table 4‐6のブランクパネル無（C‐1、D‐1）の条件でも設置した状

態である。 

 

Table 4-6 実験条件（実験 C と実験 D） 

CASE CAC HAC ブランクパネル 空調気流方式 
C-1 有 － 無 

二重床吹出・横吸込方式 
C-2 有 － 有 
D-1 － 有 無 

二重床吹出・天井吸込方式 
D-2 － 有 有 

 

Table 4-7 模擬発熱体のファン電圧設定と想定風量 

CASE に付加する番号 電圧設定 (V) 想定風量 (m3/s) 
-1 
-2 
-3 
-4 
-5 

26.4 
23.0 
19.5 
17.2 
15.5 

0.24 
0.22 
0.21 
0.19 
0.17 

 

Table 4-8 測定項目と測定機器（実験 C と実験 D） 

項目 測定機器 
給気温度 (3 points) 
還気温度 (6 points) 

T 型熱電対、データロガー (GRAPHTEC GL840) 

模擬発熱体吸込温度 (1 点/台) 
模擬発熱体吹出温度 (1 点/台) 

T 型熱電対、データロガー 
(GRAPHTEC, GL840 及び GL820) 

消費電力 (全模擬発熱体) 
電力計 (HIOKI, PW3365 及び 3168) *1 

電力計 (Panasonic, T3720N) *2 

*1 実験 C で使用 
*2 実験 D で使用 
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4.5.3 実験結果と予測結果の比較（実験 C と実験 D） 

(1) 再現状況の確認 

まず、模擬発熱体が Figure 4‐7 (a)‐2, (b)‐2の温度と風量の関係を再現できているかどうか

を確認するために、Figure 4‐10 にサーバーと模擬発熱体の周囲温度と 1 ラック当たりの風

量を示す。前述の通り、サーバーは 1ラックに 12台、模擬発熱体は 1ラックに 1台搭載し

た。結果を確認すると、模擬発熱体の内蔵ファンの可変領域が狭いため風量の変動範囲は狭

いものの、吸込温度、吹出温度ともに模擬発熱体で 12台のサーバーの「傾き」を概ね再現

できていた。 

次に、模擬発熱体の風量と消費電力の関係を Figure 4‐11に図示する。比較対象のサーバ

ーの数値は実験 Bの結果を用いる。（前述の通り）模擬発熱体の風量変動はサーバーの低風

量範囲ではあるが、模擬発熱体の内蔵ファンが増速するにつれて消費電力が増加する傾向

が見て取れる。 

 

(a) 吸込温度と風量 (b) 吹出温度と風量 

 

Figure 4-10 1 ラック当たりの機器の周囲温度と風量の関係 

（サーバーは実験 B の結果、模擬発熱体は実験 C と実験 D の結果） 

 

 

 
Figure 4-11 1 ラック当たりの機器の風量と消費電力の関係 

（サーバーは実験 B の結果、模擬発熱体は実験 C と実験 D の結果） 
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(2) 与条件の確認 

予測に用いる与条件の値を得るために、ICT機器吸込温度(Tii)と CRAC給気量(mc)、ASE

並びに ICT機器関連の実験式を確認する。Figure 4‐12にそれぞれの実験条件での Tiiと mc、

ASEの実験結果を示す。Tiiはそれぞれの実測値を、mcと ASEは C‐1、C‐2、D‐1、D‐2それ

ぞれの平均値を与条件として用いる。なお、CRAC の風量設定を固定しているため、同一

airflow schemeでは mcがほぼ一定である。しかし、横吸込方式と比較して天井吸込方式の

mcが小さかった。天井吸込口や天井内、還気ダクト（天井から CRAC吸込口）といった機

外抵抗の増加が影響し、天井吸込方式の mcが小さかったと考えられる。 

ICT機器関連の実験式は、Figure 4‐10 (a)と Figure 4‐11のラック当たりの模擬発熱体の結

果を近似して得る。1ラック当たりの近似式は以下の通りである。 

𝑚௜

16
ൌ 0.009𝑇௜௜ െ 0.092  (4‐11)

𝐸௜
16

ൌ 30,745 ቀ
𝑚௜

16
ቁ
ଷ
൅ 2,191  (4‐12)

 

Figure 4-12 実験条件ごとの ICT 機器吸込温度(Tii)と給気量(mc)、ASE 

 

(3) 予測結果との比較 

前項で把握した与条件と実験式を用いて、再循環気流(R)（Table 4‐1 の Step5）と CRAC

の給気温度(Tco)、還気温度(Tci)（Table 4‐1の Step6,7）を予測する。再循環気流と各部温度の

実験結果と予測結果を Figure 4‐13、Figure 4‐14に示す。まずは実験結果を考察する。Figure 

4‐13 の実験結果から、Afが小さくなるほど R が大きくなる傾向にあることがわかる。つま

り、ICT 機器の要求風量に対して CRAC からの給気量が不足し、再循環が大きくなったと

いえる。これは、給気量はほぼ固定であるため、ICT機器吸気温度(Tii)が高くなり ICT機器
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風量が増加したことが理由である。Figure 4‐14では、予測した Rの値を用いて ICT機器吸

気温度(Tii)に対する給気温度(Tco)と還気温度(Tci)を予測している。ICT機器吸気温度(Tii)は与

条件である。グラフからわかる通り、Tiiが高くなるほど Tcoから Tiiまでの温度差が大きく

なる。例えば、最も Rの大きい D‐1では、27℃吸込の場合 1.5℃の昇温であったが、30℃吸

込の場合 2.1℃と昇温の幅が大きい結果となった。いずれも予測結果は実験結果をよく再現

していることから、本予測手順は妥当であると考えられる。 

 

(a) C-1 (b) C-2 

(c) D-1 (d) D-2 

 
Figure 4-13 Afに対する R の実験結果と予測結果 
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(a) C-1 (b) C-2 

(c) D-1 (d) D-2 

 
Figure 4-14 ICT 機器吸込温度(Tii)に対する給気温度(Tco)、還気温度(Tci)の実験結果と予測結果 
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4.6 機械室のトータルエネルギーの最適化手法の提案 

前章にて、本予測手順で機械室の温度分布の予測が可能であること、特に、CRAC周りと

ICT機器周りの温度の紐づけが可能であることを確認した。したがって、ICT機器吸込温度

に対応する CRACの消費電力を予測することが可能である。本章では、特性を把握した ICT

機器を想定して、機械室の消費電力を最適化する手法を提案する。 

 

4.6.1 条件の整理 

(1) 前提条件 

16ラックの各ラックに 12台ずつ ICT機器を搭載した状態を想定する。冷却装置はCRAC1

台とする。室内の気流性能をパラメータとし、ASE を 0.5～1.0 の 0.1 刻みで設定する。ま

た、予測の起点とする ICT機器吸込温度(Tii)は 1℃刻みとして、それぞれの数値を予測する。 

 

(2) ICT機器特性 

ICT機器の特性は実験 Bの実測値から最小二乗法で求めた。Figure 4‐15 に実験 Bの結果

と想定する ICT機器の特性を示す。Figure 4‐15 (a)で示す ICT機器風量は 34℃以上で上限、

13℃以下で下限とした。これは、4.2.2 項(1)で示したサーバーファン回転数の最大値、最小

値をとる ICT機器吸込温度(Tii)を推定して決定した。 

 

(a) 1 ラック当たりの ICT 機器風量 (b) 1 ラック当たりの ICT 機器消費電力 

 
Figure 4-15 ICT 機器特性 

 

(3) CRAC特性 
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能力 63kW）の室内湿球温度に対する最大冷房能力の特性と、部分負荷時の消費電力の特性

をヒアリングし、特性を整理した。Table 4‐9 に CRAC の仕様を、Figure 4‐16 に CRAC の

特性の一例を示す。この CRACの運転可能な吸込空気の湿球温度範囲は 12～24℃WBであ
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る。Table 4‐1では CRACの消費電力の計算には還気の乾球温度を用いると例示したが、本

章では CRAC の特性を考慮し還気の湿球温度を用いる。シミュレーションに当たり絶対湿

度を 20℃、50%RH時の値で固定し、還気の乾球温度から湿球温度を求めた。 

また、トータルエネルギー消費量の推定のために、年間消費電力量を算出する。5℃刻み

の消費電力を算出し、5℃刻みの出現時間で積算する。出現時間は EnergyPlus で公開され

ている東京の気象データ  [74]を使用した。整理した出現時間を Figure 4‐17に示す。 

 

Table 4-9 CRAC 仕様 

定格条件 顕熱能力 (kW) 63.0 
 消費電力 (kW) 21.6 
 室内吸込条件 27.0 (℃DB), 19.0 (℃WB) 
 室外吸込条件 35.0 (℃DB) 
 風量 (m3/min) 320 
 機外静圧 (Pa) 120 

制御設定 能力制御 
風量制御 

インバータ回転数制御 
固定風量 

 

(a) 外気温度に対する最大顕熱能力変化 

（室内吸込条件、風量、機外静圧は Table 4-9） 

(b) 部分負荷に対する消費電力変化（室内・室外

吸込条件、風量、機外静圧は Table 4-9） 

Figure 4-16 CRAC 特性の一例 
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Figure 4-17 外気温度の 5℃刻みの出現時間（東京）  
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4.6.2 室内温度分布の予測結果 

Table 4‐1の Step1～5を実施し、ICT機器吸込温度(Tii)に対する気流可用性(Af)と、ASE毎

の ICT機器吸込温度(Tii)に対する再循環気流(R)を求めた結果を Figure 4‐18に示す。Figure 

4‐18 (a)の通り、Tiiが高くなるにつれ Afは小さくなった。今回の予測では Afは 1.2～3.4の範

囲であった。また、Afが小さくなると、ICT機器要求風量に対する給気量が不足側にシフト

するため、Rが増加する傾向にある。また、Figure 4‐18 (b)の通り、Tiiが高くなるにつれ R

は大きくなった。ASEが 1 の場合は Rが発生しない一方で、ASEが 0.5 の場合は Rが最大

で 0.46と、ICT機器の排気風量の半分近くが再循環していることがわかった。また、Figure 

4‐15 (a)の通り、ICT機器吸込温度(Tii)が 13℃以下と 34℃以上の範囲では ICT機器風量の増

減がないことから、その範囲では Rは変動しなかった。 

 

 
(a) Tiiと Afの関係 

 
(b) Tiiと R の関係 

Figure 4-18 ICT 機器吸込温度(Tii)に対する気流評価指標 

 

Step 6, 7を実施し、ICT機器周り、CRAC周りの各部温度を求めた結果を Figure 4‐19に

示す。ASEが 0.5～0.7の機械室では、低温域で還気湿球温度が CRACの運転可能範囲を下

回った。そのため、運転可能範囲に収まる結果のみ図示している。 
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高いほど給気温度(Tco)から Tii までの昇温が大きいことがグラフから見て取れる。ICT 機器

風量が上限の範囲では、ASE=0.5で 7.3℃、ASE=0.6で 4.7℃、ASE=0.7で 2.8℃、ASE=0.8で

1.4℃の昇温幅であった。また、CRAC の給気量は一定であるが、Tiiが高くなるにつれ ICT

機器消費電力(Ei)（つまり冷房負荷）が大きくなるため、CRAC の還気温度(Tci)と給気温度

(Tco)の温度差は大きくなる傾向にあった。 

 

(a) ASE=0.5 (b) ASE=0.6 

(c) ASE=0.7 (d) ASE=0.8 

(e) ASE=0.9 (f) ASE=1.0 

 
Figure 4-19 ICT 機器吸込温度(Tii)に対する各部温度 
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4.6.3 消費電力の予測と最適化検討 

(1) CRACの消費電力量の予測結果 

Figure 4‐19で示した CRACの還気（乾球）温度(Tci)から還気の湿球温度を計算し（Figure 

4‐20）、CRAC の消費電力(Ec)を外気温度別に求める（Table 4‐1 の Step8）。その後、CRAC

消費電力(Ec)を時間積算して東京における CRAC 年間消費電力量(ΣEc)を算出する。CRAC

の冷房負荷は Figure 4‐15 (b)で求めた ICT機器消費電力(Ei)（16ラック分）である。Figure 

4‐20には、前項で述べた通り、運転可能範囲に収まる結果のみ図示している。 

ICT機器吸込温度(Tii)に対する CRAC年間消費電力量(ΣEc)を Figure 4‐21に示す。ICT機

器風量が変化する 34℃未満の範囲では、いずれの気流性能の機械室でも Tiiが 22～24℃でΣ

Ecが最低点となる曲線となった。一方で、ICT 機器風量が最大で一定となる 34℃以上の範

囲では、Tiiが高くなるほどΣEcが小さくなった。本予測の範囲では、ASE=0.5の場合のみ、

ICT機器風量が上限の範囲（Tii=40℃）でΣEcが最小となった。Figure 4‐22に示す通り、ま

た、一般に言われるように、Tiiが高いほど Coefficient Of Performance（COP）は高くなる

ために運転は効率的となる。しかし、冷却負荷である ICT機器消費電力も増加するために、

最低点～34℃の範囲ではΣEcが増加する傾向となった。 

 

 

Figure 4-20 ICT 機器吸込温度(Tii)に対する CRAC の還気湿球温度 

 

0

5

10

15

20

25

10 15 20 25 30 35 40

還
気
湿
球
温
度
（
℃
）

Tii（℃）

ASE=0.5

ASE=0.6

ASE=0.7

ASE=0.8

ASE=0.9

ASE=1.0



 

 

第 4章 ICT機器の特性がデータセンターに与える影響 

 

114 

 

 

Figure 4-21 ICT 機器吸込温度(Tii)に対する CRAC 年間消費電力量(ΣEc) 

 

 

Figure 4-22 ICT 機器吸込温度(Tii)に対する COP 
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内温度が低下し、室内外の温度差が広がる。結果として、ICT機器吸込温度が高い場合と比

べ、外皮負荷が大きくなる。その結果、年間トータルエネルギー消費量の最低点は ICT 機

器吸込温度が高い側にシフトする可能性がある。また、本検討では 4.4節で把握した特性を

持つ ICT 機器を想定して試算したが、周囲温度によって風量が変わらない ICT 機器やステ

ップ状に変化する ICT 機器も世の中には存在する。実際の機械室ではラックレベルで異な

る ICT 機器が組み合わされていると考えられる。このことも、最適点を変化させる一因で

ある。 

 

 

Figure 4-23 ICT 機器吸込温度(Tii)に対する年間トータルエネルギー消費量(ΣEtotal) 
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(a) ASE=0.5 (b) ASE=0.6 (c) ASE=0.7 

(d) ASE=0.8 (e) ASE=0.9 (f) ASE=1.0 

 
Figure 4-24 ASHRAE 推奨範囲内での年間消費電力量 
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Figure 4-25 ICT 機器吸込温度(Tii)に対する pPUE 
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4.7 第 4 章のまとめ 

本論文では、既往の Air Segregation Efficiency (ASE)などの評価指標を発展させ、容易に

給気温度と ICT 機器吸込温度を関連付ける温度分布の予測手法を提案した。データセンタ

ーを模擬した検証室で実験を行い、実験結果と予測結果との比較を行った。その結果、提案

した手法で精度よく室内温度分布を予測可能であることがわかった。これにより、ICT機器

吸込温度から CRACの給気、還気温度を予測できるため、CRACの消費電力を予測可能と

なる。本予測手法を利用し、ICT機器吸込温度をパラメータとしたデータセンターのトータ

ルエネルギー消費量の最適化手法を示した。 

ある CRACの特性を例に ASEが 0.5～1.0の機械室を想定して試算した結果、CRACの年

間消費電力量を最小化するためには ICT 機器吸込温度が 22～24℃の範囲を選択し、トータ

ルエネルギー消費量を最小化するためには ICT 機器内蔵ファンの回転数が最低となるうち

最も高い ICT機器吸込温度を選択することがよいということがわかった。ASHRAEのサー

マルガイドラインにおける推奨範囲（ICT 機器吸込温度 18～27℃）内では、トータルエネ

ルギー消費量が最も小さくなるのは ICT 機器吸込温度が 18℃の時であった。ICT 機器吸込

温度を 27℃から 18℃に低下させることで、CRAC年間消費電力量は増加するものの ICT機

器年間消費電力量が大幅に低減し、トータルエネルギー消費量では 8～9%の低減効果が得

られることを示した。本論文では、給気温度と ICT 機器吸込温度を関連付ける予測手法、

並びに空調システムの消費電力の予測方法の提案に主眼を置き、CRAC の消費電力特性は

簡易なものを用いるにとどめたが、空調システムの情報は冷房負荷、給気温度、還気温度、

風量、消費電力特性などの一般的な内容であり、エコノマイザーなどの複雑な熱源の消費電

力予測にも応用可能であると考える。 

なお、本章では、ICT機器消費電力と冷房負荷がイコールであると仮定し、CRAC年間消

費電力量を試算したが、実際は外皮負荷などのその他の負荷も影響する。特に、室内温度を

下げると室内外の温度差が広がり、外皮負荷が大きくなることに注意が必要である。また、

同一の特性を持つ ICT機器で統一して試算したが、周囲温度によって風量が変わらない ICT

機器やステップ状に変化する ICT 機器も世の中には存在する。これらの存在も、最適点を

変化させる一因である。予測対象のデータセンターに実装される ICT 機器群を正しく把握

することも重要となる。これらを考慮することで、年間トータルエネルギー消費量の最低点

は ICT機器吸込温度が高い側にシフトする可能性がある。 
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第5章 データセンターの給気温度の最適化に向けた検討 

 

5.1 第 5 章の目的 

第 4 章では ICT 機器のファン特性が機械室の冷却性能とエネルギー消費に与える影響を

評価し、機械室の外皮負荷や搭載される ICT 機器の特性により結果が変わりうることを示

唆した。特に、ICT機器の吸込温度ないし、給気温度を変化させると、隣接空間との温度差

が大きくなり熱の流出入が増加する。本章では、まず、一般的な ICT 機器特性として

ASHRAEが報告したサーバー特性を再現して CFD解析を行い、第 4章で把握した汎用 1U

サーバーの特性を再現した場合の CFD結果と比較する。次に、一般的な機械室の外皮条件

を想定して隣室や室外との熱流出入の影響を把握する。さらに、年間を通じて変動する外気

温度をもとに給気温度を変化させることで、機械室の省エネルギー化を達成する空調制御

の提案を行う。 
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5.2 解析条件と CFD モデル 

5.2.1 解析条件の検討 

(1) ICT機器の特性のバラエティ 

第 4 章ではあるベンダの ICT 機器を対象に、周囲温度に対するファン風量と消費電力の

関係を把握した。前述の文献（Mossら）  [57]でも、数種類のサーバーの吸込温度と消費電

力の関係を明らかにし、それらを組み合わせて典型的な複合 IT 負荷を想定して論を進めて

いる。一方で、ASHRAEは多くの ICT機器ベンダから収集した情報から周囲温度（ICT機

器の吸込温度）に対するファン風量と消費電力の関係（Figure 5‐1）を報告している  [8]。そ

こで本章では、ASHRAEの示す ICT機器を搭載した機械室の温度分布、エネルギー消費傾

向を検討し、第 4章で用いた汎用 1Uサーバーの特性を模擬した機械室のそれと比較するこ

とで、ICT機器の違いがデータセンターに与える影響を把握する。 

 

(a) ICT 機器吸込温度と風量 (b) ICT 機器吸込温度と消費電力 

Figure 5-1 Class A2 サーバーの特性 [8] 

 

ASHRAE の示す ICT 機器の特性は範囲を持っており、特に消費電力の特性については

Class A2（Figure 1‐10参照）のサーバーのほとんどがその範囲に含まれるとしている。本研

究では、その範囲の上限ラインと下限ラインを対象に検討を進めることで、一般的な ICT機

器の特性が考察に内包されるようにする。 

汎用 1U サーバー（以下、ITE‐R）、ASHRAE 上限ライン（以下、ITE‐Hi）、ASHRAE 下

限ライン（以下、ITE‐Lo）の ICT 機器吸込温度と風量増加率、消費電力増加率の関係をそ

れぞれ Figure 5‐2、Figure 5‐3 に示す。ここで、ASHRAE では増加率を示していることか

ら、増加率 1を、ITE‐Rの下限風量 0.10(m3/s)及び下限消費電力 2,179(W)とした。また、参

考に ITE‐Rの測定結果をプロットした。 
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Figure 5-2 ICT 機器吸込温度と風量増加率の関係 

 

 

Figure 5-3 ICT 機器吸込温度と消費電力増加率の関係 

 

(2) 境界の熱流入・熱流出の再現 

データセンター内の ICT 機器の発熱量は膨大であることから、データセンターの空調シ

ステムの省エネルギーに関する研究において、壁体熱損失を大きく取り上げた報告はない。

しかし、給気温度を大きく変化させると境界（壁、床、天井など）との温度差が大きくなり、

熱貫流による熱の流出入が大きくなることが想定される。例えば、隣室が同様の機械室であ

り、かつ両室とも ASHRAEサーマルガイドラインの推奨範囲を満たしている場合であって

も、片方が下限（18℃）、もう片方が上限（27℃）で運用している場合には 9℃の温度差が

生じ、相互に影響するものと考えられる。 

そこで本章では、隣室が機械室である場合を想定して内壁及びスラブを、周囲が屋外であ

る場合を想定して外壁及び天井を以下の Figure 5‐4 のように想定し、CFD 解析によりこれ

らの境界からの熱流出入を検討する。各数値は文献  [75]を参考に、断面構成をデータセン

ターを想定してアレンジしている。屋外の表面熱伝達率は実務で一般に用いる 23(W/m2・K)
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を用いる。また、隣室の表面熱伝達率については、オフィスなどの設計では静止空気に対す

る表面熱伝達率である 9(W/m2・K)を用いることが多いが、機械室内では対流熱伝達が大き

いと考えられることから、屋外相当の 23(W/m2・K)とした。なお、室内側の表面熱伝達率は

CFDソフトウェアの壁関数を用いた自動計算とする。 

 

 

 (a) 外壁の熱通過率 

 

(b) 屋根の熱通過率 

 

(c) 内壁の熱通過率 

 

(d) スラブの熱通過率 

Figure 5-4 想定境界条件 

 

(3) 解析条件 

解析条件を Table 5‐1に示す。想定する ICT機器をパラメータとする条件 A、隣室に機械

室が存在する場合の影響を把握するための条件 B、外壁の熱貫流の影響を把握するために外

気温度をパラメータとした条件 C にて解析する。給気温度は 4.6.1 項で想定した CRAC が
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設定可能な給気温度範囲 15～35℃を含む 15～36℃の 3℃刻みとした。（給気温度 12℃は試

算したものの、解析条件 B 及び C の外気温度 35℃条件で冷房能力が不足した。）なお、隣

室が機械室の場合の隣接空間の温度については、給気温度（二重床内温度）18℃、還気温度

（室内温度）27℃と仮定し、熱の授受による影響を把握する。 

なお、解析条件 C の隣室条件の温度については、方位等をパラメータとしない汎用的な

結果を得るために外気温度を用いている。実際の施設を解析対象とする場合には、日射等の

影響を考慮した相当外気温度（SAT）を用いて評価する必要がある。定常計算において相当

外気温度を考慮するためには、1時間ごとの相当外気温度を用いて熱貫流を計算すればよい。

なお、時間単位ではなく日単位で年間消費電力量を計算する場合、日平均相当外気温度を用

いる方法がある  [19]。 

 

Table 5-1 解析条件 

解析条件 想定 ICT 機器 境界条件 隣接空間の温度 給気温度 
A-1 ITE-R 

完全断熱 － 15～36℃（3℃刻み） A-2 ITE-Hi 
A-3 ITE-Lo 

B-1 ITE-Hi 隣室 
～FL+600：18℃ 
FL+600～：27℃ 

15～36℃（3℃刻み） 

C-1 

ITE-Hi 屋外 

-10℃ 

15～36℃（3℃刻み） 
C-2 5℃ 
C-3 20℃ 
C-4 35℃ 

 

(4) 消費電力の予測方法 

空調システムの消費電力予測は第 4章と同じく、データセンター向け CRAC（Computer‐

Room Air‐Conditioner）の室内湿球温度に対する最大冷房能力の特性と、部分負荷時の消費

電力の特性のヒアリング結果を用いる。絶対湿度を 20℃、50%RH時の値で固定し、還気の

乾球温度から湿球温度を求め、消費電力算出に使用する。また、トータルエネルギー消費量

の推定のために、年間消費電力量を算出する。5℃刻みの消費電力を算出し、5℃刻みの出現

時間で積算する。第 4 章同様、EnergyPlus  [74]で公開されている東京の出現時間（Figure 

4‐17参照）を用いる。 
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5.2.2 解析対象室と CFD モデル 

第 3 章で予測精度を向上した機械室及び CFD モデルを解析の対象とする。ただし、第 3

章の検証室の CRACは定格顕熱能力 45(kW)、定格風量 240(m3/min)であり、本章の解析で

は冷房能力と風量が不足する。そのため、第 4 章で想定した定格顕熱能力 63(kW)、定格風

量 320(m3/min)の CRAC（Table 4‐9及び Figure 4‐16参照）を使用することとし、CFDモデ

ルにも反映した。また、グリッドサイズは第 3章の CFDモデルから長辺方向の分割数を増

やした（23,850,000グリッド（200×795×150））で統一して解析した。 

解析対象とした範囲が幅 11.0(m)、奥行 5.0(m)（11ラック×2架列）と限られた範囲であ

り、隣接空間との熱の授受を考慮すると通常考えられる機械室と比べて単位面積当たりの

影響が大きい。そこで、隣接空間との境界条件については、境界 2面を対称に拡張した Figure 

5‐5の機械室を解析対象室とする。拡張側の 2面は完全断熱とした。 

 

 

Figure 5-5 解析対象室及び境界条件 

 

ラックに搭載する ICT 機器の特性は Figure 5‐2 と Figure 5‐3 に示す通りであるが、第 3

章のモデルではラックに模擬発熱体を 1 台ずつ搭載している。モデルの予測精度を保持す

るため、本章では模擬発熱体のモデル（ヒーター、ファン）にこれらの特性を持たせる。模

擬発熱体は高さ 6Uであり、下から 23～28U目に搭載している。 
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5.3 解析結果 

5.3.1 ICT 機器特性の影響（解析条件 A） 

(1) 冷却性能の比較 

搭載する ICT 機器の特性が異なる機械室の冷却性能を比較する。まず、給気温度に対す

る ICT 機器の吸込温度、吹出温度、及び還気温度を Figure 5‐6 に示す。それぞれの ICT 機

器の風量と消費電力の違いは主に ICT 機器の吹出温度に現れており、吸込温度が低く風量

が少ない範囲では吸排温度差が大きい。また、ITE‐Lo は Figure 5‐2 の通り吸込温度が高く

なっても風量増加が少ないため、給気温度が高い範囲でも吸排温度差はあまり小さくなら

なかった。 

 

(a) A-1（ITE-R） (b) A-2（ITE-Hi） 

(c) A-3（ITE-Lo） 

 

 
Figure 5-6 給気温度に対する各部温度（解析条件 A） 

 

給気温度から吸込温度までの昇温は小さいため、以降で詳細に確認する。Figure 5‐7に昇

温をボックスプロットで表す。ITE‐Rを搭載している場合、給気温度が上昇するにつれ昇温

も大きくなり、かつ昇温幅のばらつきも増加することから、冷却性能が悪化していることが

わかる。一方で、ITE‐Hiと ITE‐Loを搭載している場合、給気温度に対して昇温幅は目に見

える変化はなかった。この理由を、Tozer らの気流評価指標で考察する（説明は 4.2.1 項を

参照）。給気温度に対する気流評価指標を Figure 5‐8に示す。ICT機器風量に対する CRAC

風量の比である気流可用性（availability of flow、以下 Af）は、いずれの場合も 1以上であ
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り給気量は充足側であった。給気温度が高いほど ICT 機器風量が大きくなるが、CRAC 風

量は一定のため、気流可用性は低くなる。それにつれ、バイパス気流（bypass  flow、以下

BP）は小さくなった。Figure 4‐2 で示したように再循環気流（recirculation  flow、以下 R）

は Afが低くなるにつれ高くなる傾向にある。ITE‐R の結果をみると、Afが低くなるにつれ

Rが高くなっているが、ITE‐Hi と ITE‐Lo では ITE‐R ほどの上昇がみられなかった。ITE‐R

と比べて ICT 機器の風量の上限が低く、Rが上昇する程度の低い Afの範囲に至らなかった

ためであると考えられる。それが ITE‐Hi と ITE‐Lo で給気温度から吸込温度までの昇温の

変化が見られない理由である。なお、3.4.2 項で記した通り、気流管理指標は気流のみで熱

の移動がなされるという前提で等式が成り立っているが、本 CFDモデルにおける熱の移動

は、気流と熱貫流の複合的なものである。そのため、Figure 5‐8 の高 Af領域で Rがゼロに

ならず、Figure 5‐7で 0.3～0.4℃の昇温が存在するのは、高温域から低温域への熱流入によ

る温度上昇であると考えられる。 

 

 (a) A-1（ITE-R） (b) A-2（ITE-Hi） 

(c) A-3（ITE-Lo） 

 

Figure 5-7 給気温度から吸込温度までの昇温（解析条件 A） 
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(a) A-1（ITE-R） (b) A-2（ITE-Hi） 

(c) A-3（ITE-Lo） 

 

 
Figure 5-8 気流評価指標の比較（解析条件 A） 

 

(2) トータルエネルギー消費量への影響 

ICT機器の特性の違いが機械室のエネルギー消費に与える影響を確認する。まず、給気温

度ごとの ICT 負荷を Figure 5‐9 に示す。いずれの ICT 負荷も給気温度が高いほど大きくな

った。ITE‐Rに関しては ICT機器の吸込温度が約 34℃で消費電力が上限に達することから、

再循環による昇温を加味して給気温度 33℃で ICT負荷が上限となり、給気温度 36℃時と同

じ値となった。 

 

 

Figure 5-9 給気温度と ICT 負荷（解析条件 A） 
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次に、ICT機器の年間消費電力量（ΣEi）と CRACの年間消費電力量（ΣEc）、その合計で

あるトータルエネルギー消費量（ΣEtotal）を Figure 5‐10に示す。ΣEiの傾向は Figure 5‐9と

同様である。ΣEcは、ITE‐R は給気温度 24℃、ITE‐Hi は給気温度 30℃を境に増減が逆転す

る。給気温度（還気の湿球温度）が高くなると、運転効率が向上し CRAC の消費電力は低

減傾向になるが、ICT負荷、すなわち冷房負荷は増加するため、そのトレードオフによりあ

る給気温度で増減方向が逆転すると考えられる。ITE‐Lo では ICT 負荷の増加が小さく、

CRAC の運転効率向上の方が優位であったため、給気温度が高くなっても ΣEc が上昇に転

じることはなかった。本検討範囲では、ITE‐Rでは給気温度 15℃、ITE‐Hiでは給気温度 24℃、

ITE‐Loでは給気温度 24℃の時、ΣEtotalが最小となった。 

 

(a) A-1（ITE-R） (b) A-2（ITE-Hi） 

(c) A-3（ITE-Lo） 

 

 
Figure 5-10 トータルエネルギー消費量（解析条件 A） 
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5.3.2 隣室の影響（解析条件 B） 

(1) 隣室との熱の授受 

隣室の影響を考察する上で、まず隣室との熱の授受の状況について確認する。Figure 5‐11

に給気温度に対する ICT 負荷と外皮負荷（流入をプラスとする）を示す。隣室を二重床内

18℃、室内 27℃で運用する室と想定したことから、給気温度 18℃の時に外皮負荷がほぼゼ

ロとなり、18℃未満の時には隣室から熱が流入し、18℃超の時には隣室に熱が流出した。ICT

負荷と外皮負荷の合算が解析対象室の冷房負荷となるため、18℃超の場合は冷房能力が ICT

負荷より小さくなった。熱の流出入を子細に確認するために、Figure 5‐12に模式図を示す。

模式図の内壁では 2 面ある内壁を合算した数値を記載している。室全体でみると、Figure 

5‐11に示した通り給気温度 21℃で流出に転じるが、二重床内では給気温度 27℃で流出に転

じる。したがって、境界が完全断熱の場合（すなわち A‐2）と比べ、給気温度 27℃までは下

階の隣接室からの熱流入で、二重床内温度が高くなっていると予想される。 

 

 

Figure 5-11 給気温度と ICT 負荷、外皮負荷（解析条件 B） 
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(a) 給気温度 15℃ 

 
(b) 給気温度 18℃ 

 
(c) 給気温度 21℃ 

 
(d) 給気温度 24℃ 

 
(e) 給気温度 27℃ 

 
(f) 給気温度 30℃ 

 
(g) 給気温度 33℃ 

 
(h) 給気温度 36℃ 

 
Figure 5-12 隣室との熱流の模式図（解析条件 B） 
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(2) 冷却性能の考察 

給気温度に対する ICT 機器の吸込温度、吹出温度、及び還気温度を Figure 5‐13 に示す。

Figure 5‐6 (b)の ITE‐Hiの結果と比べて冷房能力が小さいため、給気温度が高いときの還気

温度が低い傾向にあった。また、給気温度が高くなるほど、給気温度から吸込温度までの温

度上昇が小さくなる傾向にあった。その傾向を詳細に確認するために、給気温度から吸込温

度までの昇温をボックスプロットで表したものを Figure 5‐14に示す。給気温度が高くなる

ほど温度上昇が小さく、かつ吸込温度のばらつきも小さくなっている。Figure 5‐7 (b)と比較

すると、給気温度 24℃では境界が完全断熱の場合（A‐2）とほぼ等しい形状であるが、給気

温度 24℃を境にして給気温度が低い側では A‐2 と比べて温度上昇が大きくばらつきも大き

くなる傾向にあり、給気温度が高い側では A‐2 と比べて温度上昇とばらつきが小さくなる

傾向にあった。特に、給気温度 36℃の場合には ICT 機器の吸込温度が給気温度より低いラ

ックも見られた。これは、下階の隣接室への熱流出により給気が冷却された結果である。 

 

 

 
Figure 5-13 給気温度に対する各部温度（解析条件 B） 

 

 

 

Figure 5-14 給気温度から吸込温度までの昇温（解析条件 B） 
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(3) トータルエネルギー消費量の考察 

Figure 5‐15 に ICT 機器の年間消費電力量（ΣEi）と CRAC の年間消費電力量（ΣEc）、そ

の合計であるトータルエネルギー消費量（ΣEtotal）を示す。給気温度が高くなるにつれ、CRAC

の運転効率が向上することに加えて冷房能力も減少することから、ΣEcは減少傾向にあった。

一方、ΣEiは上昇傾向であり、それらの合計の ΣEtotalは給気温度 27℃で最小となった。 

Figure 5‐10  (b)で示した隣室を考慮しない場合の ITE‐Hi の結果と比較し、熱が隣室に流

出したことからトータルエネルギー消費量は小さくなる傾向にあった。また、トータルエネ

ルギー消費量が最小となる給気温度は、隣室を考慮しない場合は 24℃であったが、隣室を

考慮する場合は 27℃であった。 

なお、給気温度を高くすると対象室の冷房負荷は低減するが、隣室の冷房負荷が増える。

そのため、トライアルなどで一室のみ給気温度を緩和した場合には、隣室の消費電力が増加

してしまっていないか注意を払う必要がある。また、収容する ICT 機器の仕様から給気温

度が異なる室が隣接する場合には、場合によっては断熱材を施工するなどして、それぞれの

室で独立して空調能力を確保することが信頼度設計上重要となる。 

 

 

 
Figure 5-15 トータルエネルギー消費量（解析条件 B） 
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5.3.3 屋外の影響（解析条件 C） 

(1) 屋外との熱の授受 

外気温度との熱の授受による冷房能力の違いを、外気温度‐10℃、5℃、20℃、35℃の場合

で、それぞれ Figure 5‐16、Figure 5‐17、Figure 5‐18、Figure 5‐19に図示する。熱流入をプ

ラスとする。給気温度が高くなるほど、屋外への熱の放出量が多くなる、又は屋外からの熱

の流入量が少なくなる傾向にあった。外気温度‐10℃、5℃、20℃の時は全ての給気温度で屋

外に熱が流出し、機械室内の冷房負荷は ICT 負荷より小さくなる。外気温度 35℃の時は給

気温度 27℃と 30℃の間で流出入が逆転する。27℃以下の給気温度では屋外から熱が流入し、

冷房能力は ICT負荷以上となる。日本の外気温度を考えると 35℃を超えることは稀であり、

外壁の断熱性能をあえて低くすることで、大半の時期で屋外への放熱による冷房負荷の低

減効果が得られるといえる。 

一般に、データセンターの外皮負荷は ICT 負荷と比べて小さく、外皮負荷と外気負荷を

合わせても室内熱負荷の約 2%との報告もある  [76]。今回、外気温度 35℃、給気温度 18℃

（その時の還気温度は約 24℃）の場合、外皮負荷は約 1.1(kW)であり、ICT負荷は 44.0(kW)

に対して約 2.5%であった。そのため、オーダーは妥当であると考える。なお、外気負荷は

本研究では考慮していないが、換気回数 0.1(回/h)を想定した場合の外気温度 35℃、給気温

度 18℃における外気負荷は約 0.1(kW)であった。外皮負荷と外気負荷を合計すると ICT 負

荷の約 2.7%となった。 

 

 
Figure 5-16 外気温度-10℃時の給気温度と ICT 負荷、外皮負荷（解析条件 C-1） 
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Figure 5-17 外気温度 5℃時の給気温度と ICT 負荷、外皮負荷（解析条件 C-2） 

 

 
Figure 5-18 外気温度 20℃時の給気温度と ICT 負荷、外皮負荷（解析条件 C-3） 

 

 
Figure 5-19 外気温度 35℃時の給気温度と ICT 負荷、外皮負荷（解析条件 C-4） 
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負荷は小さくなる方向にあることから、昇温についても小さくなる傾向にあった。また、外

気温度が高くなるほど、ばらつきは大きくなった。 

 

 (a) C-1（外気温度-10℃） (b) C-2（外気温度 5℃） 

(c) C-3（外気温度 20℃） (d) C-4（外気温度 35℃） 

 
Figure 5-20 給気温度から吸込温度までの昇温（解析条件 C） 

 

(3) 機械室内の消費電力の考察 

Figure 5‐21に外気温度別の ICT機器消費電力（Ei）と空調消費電力（Ec）の合計消費電力

を示す。この結果から、給気温度が高くなるとトータルエネルギーは減少するが、給気温度

21～27℃辺りで増加に転じることがわかる。この転換点が各外気温度の消費電力の最小値

となる。消費電力が最小をとる給気温度は外気温度により異なり、外気温度が高くなるほど

高くなることがわかった。 

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

15 18 21 24 27 30 33 36吸
込
温
度
－
給
気
温
度
（
℃
）

給気温度（℃）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

15 18 21 24 27 30 33 36吸
込
温
度
－
給
気
温
度
（
℃
）

給気温度（℃）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

15 18 21 24 27 30 33 36吸
込
温
度
－
給
気
温
度
（
℃
）

給気温度（℃）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

15 18 21 24 27 30 33 36吸
込
温
度
－
給
気
温
度
（
℃
）

給気温度（℃）

×

最大値
第3四分位数
平均値
第1四分位数
最小値



 

 

第 5章 データセンターの給気温度の最適化に向けた検討 

 

136 

 

 

Figure 5-21 外気温度別の消費電力（赤字が最小） 
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5.3.4 給気温度の最適化 

前項で、解析条件 C の結果から、外気温度によって最小の消費電力をとる最適な給気温

度があることを示した。そこで、年間で給気温度を一定に固定する固定給気温度制御に対し、

外気温度により給気温度を変更する可変給気温度制御を検討し、更なる省エネルギー化の

可能性を検証する。Figure 5‐21 で示した外気温度別の結果において、外気温度の間を最小

二乗法で補間し表にまとめた（Table 5‐2）。また、この結果を用いて東京における年間のト

ータルエネルギー消費量（ΣEtotal）を算出した結果を Figure 5‐22に示す。 

前項で示した通り、外気温度が高いほど給気温度を高くすると最も消費電力が少なくな

る。可変給気温度制御では、3℃刻みの給気温度のうち最も機械室内消費電力が小さいもの

を選択する方法とした。結果は、給気温度を 24℃に固定した場合と可変給気温度制御でほ

ぼ同等のトータルエネルギー消費量であった。これは、東京の外気温度の大半を占める 5～

30℃の範囲で給気温度 24℃の場合に消費電力が最低になるためであり、可変給気温度制御

でそれ以外の外気温度に対応して給気温度を変化させても省エネルギー効果が小さいため

であった。給気温度 24℃固定と比較した可変給気温度制御の省エネルギー効果は 61(kWh/

年)であった。 

 

Table 5-2 外気温度別、給気温度別の機械室内消費電力 

外気温度 (℃) 
給気温度 (℃) -15 -10 -5 0 5 10 15 20 25 30 35 

15 52.6 52.5 52.7 53.1 53.9 54.8 56.1 57.5 59.4 61.5 63.8 
18 52.6 52.4 52.6 53.0 53.7 54.5 55.6 57.0 58.6 60.5 62.7 
21 52.6 52.5 52.6 53.0 53.6 54.3 55.4 56.6 58.1 59.8 61.8 
24 52.7 52.6 52.7 53.0 53.5 54.3 55.2 56.4 57.8 59.4 61.2 
27 53.1 53.0 53.1 53.4 53.9 54.6 55.5 56.6 57.9 59.4 61.1 
30 54.9 54.7 54.8 55.1 55.6 56.3 57.2 58.3 59.6 61.1 62.8 
33 58.1 58.0 58.1 58.4 59.0 59.7 60.6 61.7 63.1 64.6 66.3 
36 60.3 60.1 60.2 60.5 61.0 61.7 62.6 63.7 65.1 66.6 68.3 

可変給気温度制御 52.6 52.4 52.6 53.0 53.5 54.3 55.2 56.4 57.8 59.4 61.1 
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Figure 5-22 外皮負荷を考慮した場合のトータルエネルギー消費量と可変給気温度制御の効果 
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5.4 第 5 章のまとめ 

本章では、第 4 章で得られた知見である ICT 機器のバリエーションと外皮負荷が機械室

全体のエネルギー消費特性に影響を与える可能性について検証した。第 3 章でチューニン

グ済みの CFDモデルに ICT機器の特性及び隣接空間との境界条件を組み込み、給気温度ご

との解析を行うことで解析を進めた。ICT機器のバラエティについては、第 4章で特性を把

握した汎用 1Uサーバーと、ASHRAEが報告した Class A2の ICT機器の特性から 2種類の

ICT機器特性を作成し、計 3種類の特性を対象とした。隣接空間の境界条件は、一般的なデ

ータセンターの内壁や外壁、屋上を想定して設定した。 

ICT 機器の特性の違いによる影響に関しては、それぞれの ICT 機器でトータルエネルギ

ー消費量を最小化する給気温度が異なることを示した。ICT機器の吸込温度と消費電力の関

係が異なること、それに伴い冷房能力が異なってくることが主な影響であるが、冷却性能の

考察から、ICT 機器風量が大きいほど給気温度から ICT 機器の吸込温度までの昇温が大き

く、つまり再循環風量が多くなることも影響していることを示した。 

次に、ICT機器の吸込温度の変更に伴って変わる隣接空間との熱の流出入量が、機械室の

冷却性能並びに機械室の消費エネルギーに与える影響を検討した。内壁を介して隣室と接

する場合には、給気温度 18℃、還気温度（室内温度）27℃の隣室であると仮定し、対象室の

給気温度を変化させた際の熱の授受による影響を検討した。その結果、給気温度 18～21℃

で流出入が逆転し、給気温度 21℃以上では隣室に熱が流出し、給気温度が高くなるほど流

出量が増加することがわかった。したがって、完全断熱を仮定した場合と比較し対象室内の

冷房負荷が小さくなるため、境界条件を考慮しない場合と比べてトータルエネルギー消費

量は小さくなり、トータルエネルギー消費量が最小となる給気温度についても、24℃から

27℃に上がった。また、一般的な機械室の外壁を想定した検討結果から、トータルエネルギ

ー消費量が最小となる給気温度が存在することを確認した。また、外気温度別に ICT 機器

と空調機の消費電力を確認すると、外気温度が高いほど消費エネルギーが最小となる給気

温度が高くなることを示した。具体的には、外気温度‐15℃で給気温度 18℃が最小、外気温

度 35℃で給気温度 27℃が最小となった。そこで、年間で給気温度を一定に保つ通常の制御

（固定給気温度制御）に対し、給気温度を可変とする制御（可変給気温度制御）を提案し、

その省エネルギー効果を確認した。結果としては、トータルエネルギー消費量が最低となる

給気温度（本検討では 24℃）に固定した固定給気温度制御に対して、年間で 61(kWh/年)（東

京）とわずかな効果しか得られなかったものの、新たな高効率空調制御手法の可能性を提示

することができた。 
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第 6 章 結論 

 

6.1 本研究の総括 

本研究では、データセンターの空調システムの高効率化や省エネルギー化に関し、既往の

研究が多く存在し既に高い水準に達している空調設備の高性能化や自然エネルギー利用、

高効率な空調気流方式の開発とは異なる手段でデータセンターの省エネルギー化という課

題にアプローチした。そして、今後のデータセンターの設計や運用に関する新たな知見を得

ることを目的とし論を進めた。 

 

第 1章「序論」では、本研究の背景を記した。本研究の対象施設であるデータセンター及

びその空調システムを取り巻く動向を述べるとともに、データセンターの省エネルギー化

の意義を示した。また、ICT機器の省エネルギー化、空調設備の高効率化、空調気流効率向

上に関する既往の取組みや研究を挙げ、新たに取り組むべき研究課題として、効率的かつ安

定的な空調気流の実現、新たな吸排分離の模索、データセンター全体の消費エネルギーの適

正化を挙げた。 

 

第 2章「ラック周辺の気流検討」では、効率的かつ安定的な空調気流の実現に向け、デー

タセンターの冷却性能を悪化させる ICT 機器の高温排気の給気口への再循環量と、ICT 機

器の冷却に寄与せず空調機に還気するショートサーキット量を最小化するための検討を行

った。サーバーラック周りの換気回路網解析モデルを作成し、風量関係の変動に伴う ICT機

器の冷却特性の挙動を数値計算で予測する手法を確立した。解析によってラック内で再循

環とショートサーキットが同時に発生して環境悪化を引き起こす現象を確認するとともに、

再循環量とショートサーキット量を最小化する条件の存在を示した。効率的かつ安定的な

空調気流を実現するためには、ラックの気流改善対策（ブランクパネル）を実施した状態で

も ICT機器の要求風量の 1.1倍程度の給気量が必要であることを示した。 

 

第 3 章「CFD 解析の高精度化と高断熱化による吸排分離」では、冷却性能の改善並びに

エネルギー削減を目的とし、CFD（Computational Fluid Dynamics）モデルを用いて従来の

物理的な気流分離とは異なる新たな吸排分離の模索を試みた。最小限の要素で CFDモデル

を構築し、その要素の設定だけでフィッティングしようとすると、設定が理論値ないし現実

の値から大きく外れる可能性があることから、本研究の CFDモデルには、障害物や各部の

隙間、さらに既往の研究では取り上げられていない構成要素の熱貫流を取り上げた。多要素

を検討する必要があることから、実験計画法（Design of Experiments、DOE）を用いた効率

的なパラメータチューニングの適用を提案して予測精度を高めた。さらに、チューニング後

の CFDモデルを用いて二重床固定パネルなどの高断熱化の効果を定量化し、給気量を 10%

削減しても断熱性能を向上する前と同等の冷却性能を維持できることを明らかにした。断
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熱性能の向上による熱貫流の減少は、区画された空間の熱移動を抑えることから、気流分離

とは異なるアプローチの吸排分離といえる。構成部材の断熱性能の向上は、データセンター

の高発熱化という課題に対する解決策の一つとなる可能性を提示した。 

 

第 4章「ICT機器の特性がデータセンターに与える影響」では、データセンター全体の消

費エネルギーの適正化を目的として、簡易に機械室の温度分布を予測する手法を提案した。

内蔵ファン回転数が可変の ICT 機器の特性を明らかにし、提案した予測手法を用いて機械

室のトータルエネルギー消費量の最適点を探る方法を示した。予測の結果、従来、空調効率

向上の手段として推奨されてきた給気温度の高温化は、空調システムの省エネルギー化に

は効果があるが、必ずしも ICT 機器の消費電力を含めた機械室全体の省エネルギー化に寄

与するわけではないことを確認した。さらに、予測結果の考察から機械室全体の消費エネル

ギーの検討には、外皮負荷や実装される ICT 機器特性の正しい把握が重要となる可能性を

示唆した。 

 

第 5章「データセンターの給気温度の最適化に向けた検討」では、第 4章で得られた知見

である、ICT機器のバリエーションと外皮負荷を機械室のトータルエネルギー消費量の検討

に考慮した。検討には第 3 章でチューニング済みの CFD モデルを用い、CFD に ICT 機器

の特性を組み込んで ICT機器の特性の違いによる影響を把握した。結果から、想定する ICT

機器の特性によってトータルエネルギー消費量を最小化する給気温度が異なることを示し

た。また、ICT機器の吸込温度の変更に伴って変わる隣接空間との熱の流出入量が、機械室

の冷却性能並びに機械室の消費エネルギーに与える影響を検討した。一般的な機械室の外

壁を想定した検討結果から、外気温度が高いほど消費エネルギーが最小となる給気温度が

高いことを示した。そこで、年間で給気温度を一定に保つ通常の制御（固定給気温度制御）

に対し、給気温度を可変とする制御（可変給気温度制御）の省エネルギー効果を確認した。

結果としては、トータルエネルギー消費量が最低となる給気温度に固定した固定給気温度

制御に対して、わずかな効果しか得られなかったものの、新たな高効率空調制御手法の一つ

を提示することができた。 
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6.2 今後の課題と展望 

本研究で得られた今後の課題と展望に関する知見を以下に示す。 

 

ラック毎の機器冷却特性の評価指標 

第 2 章でラック周囲の気流について検証し、ICT 機器の需要風量に対して 1.1～1.2 倍の

給気量を供給することで効率的かつ安定的な空調気流が得られることを確認した。実際の

データセンターでは数多くのラックが配置され、そのそれぞれのラックに対して適正な給

気量を確保する必要がある。本研究で用いた羽山らの機器冷却特性  [58]、Tozerらの気流評

価指標  [71] [73]は、いずれも機械室の平均温度を用いた集中定数モデルであり、条件の異な

る複数の機械室を横並びに比較評価するのに適する。これらのモデルを発展させ、各々のラ

ックで適正な冷却性能を確保できているかどうかを評価可能な指標が求められる。 

 

CFD解析の簡略化 

第 3章では、CFD解析の予測精度向上に実験計画法（Design of Experiment、DOE）を用

いた。ここでは、要素を考慮すべきか否かの観点から因子を検討しており、例えば、「障害

物」のうち二重床架台と気流ガイド、配管・ケーブル類などのそれぞれの結果への影響度ま

では確認していない。どの構成部材の「熱貫流」の影響が大きいかについても同様である。

しかし、実務を考慮するとモデル作成も解析も短時間で完了することが求められることか

ら、CFD モデルの簡略化が必須であるといえる。二重床内の障害物を体積圧力損失に代替

したり（木村ら  [55]）、気流ガイドを空調機吹出口の風向で代替したりといったモデルの簡

略化や、シャイニン・メソッドを活用したモデル化要素の削減が望ましい。シャイニン・メ

ソッドは直交表と比べ少ない回数で、因子の主効果を推定することができ、また、必要に応

じて任意の相互作用について逐次調査が可能であるという特徴を持つ。すなわち、主効果の

大きい「障害物」をモデル化し、残りの「障害物」についてはモデル化する「障害物」との

相互作用が小さいことを確認したうえでモデルから省くことで、簡略かつロバスト性の高

い CFDモデルの作成が可能であると考える。 

 

機械室内の熱貫流を組み込んだ評価指標 

第 3章で予測精度向上後の CFDモデルを用い、機械室内の構成部材（二重床固定パネル、

ラック筐体、アイルコンテインメント、ブランクパネル）の断熱性能向上による冷却性能の

向上効果を定量化した。従来の評価指標は機械室内の熱の移動は気流によってのみ生じる

前提ではあるものの、熱貫流による熱移動も評価結果に含まれる。気流と熱貫流を分離して

評価可能な指標を開発することで、機械室の冷却性能改善策として、高気密化を採るのが効

果的か、高断熱化を採るのが効率的かの検討が容易となる。 
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ICT機器の特性を考慮した省エネルギー施策 

第 4章では、ICT機器の吸込温度が上昇することで、ICT機器の冷却ファン風量と消費電

力が増加し、データセンターの冷却性能や消費エネルギー特性に影響を与える影響を把握

した。その結果を受け、第 5章では、機械室のトータルエネルギー消費量（ここでは、ICT

機器と空調機の消費電力量）を最小化する給気温度があること、また、その給気温度は、実

装される ICT 機器の特性や、熱貫流による熱の流出入がなされる隣接空間との境界条件に

より異なることを示した。これらの事象を考慮し適切な給気温度を選択することは、データ

センターの設計段階や運用段階における省エネルギー化に向けた取り組みとして、効果を

発揮することになると考えている。 

一方、実用に向けて以下の課題が残る。 

(a) 与条件として、ICT機器の特性と空調機の特性が必要となる。特に、ICT機器の特性

については、入手困難であることが予想される。その場合、ASHRAE などの公開情

報を用いることになるが、現場ごとに妥当性は確認されるべきである。 

(b) 第 5章の試算では CFD解析を用いたが、CFDモデルの構築から複数の解析をこなす

まで、多くの稼働がかかる。なお、CFD 解析の精度向上については、第 3 章に手法

を示した。 

(c) CFD解析では壁関数を用いた自動計算で室内の表面熱伝達率 αiを求め、熱の流出入

量を求めることができた。しかし、CFD 解析を用いない場合、表面熱伝達率を設定

する必要があるが、床、壁、天井で異なる他、二重床内、室内で異なることが予想さ

れる上、さらにホットアイル側に存在する壁面では ICT 機器の排気が直接当たるか

否かも大きな変動要因であると考えられる。簡便な試算に向けて、それぞれの面にお

ける妥当な表面熱伝達率を検討する必要がある。 

(d) 隣接空間との熱の授受がある場合、室内の冷却性能に影響がある。二重床内での熱の

授受は ICT 機器の吸込温度に直接影響するが、室内での熱の授受は空調機の還気温

度に直接影響するだけでなく、再循環気流や室内から二重床内に誘引される気流の

温度が変わることで、ICT機器の吸込温度に間接的に影響すると考えられる。簡便な

数値計算でこの現象を再現する場合、集中定数モデルのどの節点に熱の授受を加え

るかの検討が必要となる。 
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付録 

 

付録 1 実大実測で使用した排気ファンとサーバー内蔵ファンの性能 

1) 排気ファン 

パナソニックエコシステムズ(株), FY‐30GSU3(給気時), 50Hz 

 
 

2) サーバー内蔵ファン 

山洋電気(株), 9GV0412J301, 12V 

 



 

 

付録 

 

145 

 

付録 2 換気回路網解析の風量算出手順 

式導入の便宜上、2.2.4節の手順(d)と基準とする風向が異なっている箇所があるため、注

意が必要である。また、以下の記号名称は省略する。 

 

(1) 排気ファンの制御後の P‐Q特性曲線、及び制御後排気ファン風量の決定 

排気ファンの P‐Q特性曲線上から複数点を抽出し、(2‐9)式、(2‐10)式を用いて制御後の点

を導く。それらの点に最小二乗法を適用し、排気ファンの制御後の P‐Q 特性曲線である(2‐

13)式を算出する。 

𝑃௙௔௡ଶ ൌ 𝑎𝑉௙௔௡ଶ
ଶ ൅ 𝑏𝑉௙௔௡ଶ ൅ 𝑐  …(2‐13)式 

二分法に基づき、Vfan2を決定、(2‐13)式から Pfan2を得る。 

 

(2) 節点 nd1 

節点 nd1から節点 o2へは必ず排気ファンを通り、逆流はないものとする。その時、Vnd1,o2

は次のように表すことができる。 

𝑉௡೏భ,௢మ ൌ 𝑉௙௔௡ଶ   

経路 nd1‐o2において、ベルヌーイの定理を示す(2‐2)式を適用し、次の式を導き、整理する

と、Pnd1を得られる。 

𝑃௡೏భ ൅
𝜌
2
𝑣௡೏భ

ଶ ൅ 𝑃௙௔௡ଶ ൌ 𝑃௢మ ൅
𝜌
2
𝑣௢మ

ଶ ൅ 𝑃ఘ௡೏భ,௢మ ൅ ∆𝑃௥   

𝑃௡೏భ ൌ 𝑃௢మ ൅ 𝑃ఘ௡೏భ,௢మ െ 𝑃௙௔௡ଶ ൅
𝜌
2
ቆ

1

𝐴௢మ
ଶ െ

1

𝐴௡೏భ
ଶ ൅ 𝜁௔௡೏భ,௢మቇ𝑉௙௔௡ଶ

ଶ   

節点 nd1の側部漏気経路を通る風量 Vγnd1,o1は、両側部に同様の経路が 2つあるため、並列

合成と考え、一方の漏気経路 nd1‐o1に(2‐2)式を適用して求めた風量を 2倍して求める。 

𝑃௡೏భ ൅
𝜌
2
𝑣ఊ௡೏భ

ଶ ൌ 𝑃௢భ ൅
𝜌
2
𝑣ఊ௢భ

ଶ ൅ ∆𝑃௥   

𝑉ఊ௡೏భ,௢భ ൌ 2 ൈ
𝑠𝑖𝑔𝑛൫𝑃௡೏భ െ 𝑃௢భ൯ห𝑃௡೏భ െ 𝑃௢భห

ଵ ଶ⁄

ඨ
𝜌
2 ቤ

1
𝐴௢భ

ଶ െ
1

𝐴௡೏భ
ଶ ൅ 𝜁௔ቤ

 
 

ここで、 

𝑃௡೏భ െ 𝑃௢భ ൒ 0 のとき、𝜁௔ ൌ 𝜁௔ఊ௡೏భ,௢భ   

𝑃௡೏భ െ 𝑃௢భ ൏ 0 のとき、𝜁௔ ൌ െ𝜁௔ఊ௢భ,௡೏భ   

節点 nd1において節点方程式を示す(2‐8)式を適用し、Vnd1,ndm1を得る。 

Σ𝑉௡೏భ ൌ 𝑉௡೏భ,௢మ ൅ 𝑉ఊ௡೏భ,௢భ ൅ 𝑉௡೏భ,௡೏೘భ
ൌ 0   

𝑉௡೏భ,௡೏೘భ
ൌ െ൫𝑉௡೏భ,௢మ ൅ 𝑉ఊ௡೏భ,௢భ൯   
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(3) 節点 ndmi 

𝑉௡೏೘೔,௡೏೘೔షభ
ൌ െ𝑉௡೏೘೔షభ,௡೏೘೔

   

ただし、 

𝑖 ൌ 1 のとき、𝑉௡೏೘భ,௡೏భ ൌ െ𝑉௡೏భ,௡೏೘భ
   

𝑖 ൌ 19 のとき、𝑉௡೏೘భవ,௡೏మ ൌ െ𝑉௡೏మ,௡೏೘భవ
   

経路 ndmi‐ndmi‐1に(2‐2)式を適用し、Pndmiを得る。 

𝑃௡೏೘೔
൅
𝜌
2
𝑣௡೏೘೔

ଶ ൌ 𝑃௡೏೘೔షభ
൅
𝜌
2
𝑣௡೏೘೔షభ

ଶ ൅ 𝑃ఘ௡೏೘೔,௡೏೘೔షభ
൅ ∆𝑃௥   

𝑃௡೏೘೔
ൌ 𝑃௡೏೘೔షభ

൅ 𝑃ఘ௡೏೘೔,௡೏೘೔షభ
൅ ∆𝑃௥ ൅

𝜌
2
൝ቆ
𝑉௡೏೘೔షభ,௡೏೘೔షమ

𝐴௡೏೘೔షభ

ቇ
ଶ

െ ቆ
𝑉௡೏೘೔,௡೏೘೔షభ

𝐴௡೏೘೔

ቇ
ଶ

ൡ   

  ただし、 

𝑖 ൌ 3~18,21~36 のとき、∆𝑃௥ ൌ 0   

𝑖 ൌ 1 のとき、   

𝑃௡೏೘భ
ൌ 𝑃௡೏భ ൅ 𝑃ఘ௡೏೘భ,௡೏భ

൅
𝜌
2
൝ቆ
𝑉௡೏భ,௢మ

𝐴௡೏భ
ቇ
ଶ

െ ቆ
1

𝐴௡೏೘భ
ଶ െ 𝜁௔௡೏೘భ,௡೏భቇ𝑉௡೏೘భ,௡೏భ

ଶൡ 
 

    ここで、 

𝑉௡೏೘భ,௡೏భ ൒ 0 のとき、𝜁௔ ൌ 𝜁௔௡೏೘భ,௡೏భ   

𝑉௡೏೘భ,௡೏భ ൏ 0 のとき、𝜁௔ ൌ െ𝜁௔௡೏భ,௡೏೘భ
   

𝑖 ൌ 2 のとき、   

𝑃௡೏೘మ
ൌ 𝑃௡೏೘భ

൅ 𝑃ఘ௡೏೘మ,௡೏೘భ
൅
𝜌
2
൝ቆ
𝑉௡೏೘భ,௡೏భ

𝐴௡೏೘భ

ቇ
ଶ

െ ቆ
𝑉௡೏೘మ,௡೏೘భ

𝐴௡೏೘మ

ቇ
ଶ

ൡ   

𝑖 ൌ 19 のとき、   

𝑃௡೏೘భవ
ൌ 𝑃௡೏మ ൅ 𝑃ఘ௡೏೘భవ,௡೏మ

൅
𝜌
2
൝ቆ
𝑉௡೏మ,௡೏೘భఴ

𝐴௡೏మ
ቇ
ଶ

െ ቆ
1

𝐴௡೏೘భవ
ଶ െ 𝜁௔ቇ𝑉௡೏೘భవ,௡೏మ

ଶൡ 
 

    ここで、 

𝑉௡೏೘భవ,௡೏మ ൒ 0 のとき、𝜁௔ ൌ 𝜁௔௡೏೘భవ,௡೏మ   

𝑉௡೏೘భవ,௡೏మ ൏ 0 のとき、𝜁௔ ൌ െ𝜁௔௡೏మ,௡೏೘భవ
   

𝑖 ൌ 20 のとき、   

𝑃௡೏೘మబ
ൌ 𝑃௡೏೘భవ

൅ 𝑃ఘ௡೏೘మబ,௡೏೘భవ
൅
𝜌
2
൝ቆ
𝑉௡೏೘భవ,௡೏మ

𝐴௡೏೘భవ

ቇ
ଶ

െ ቆ
𝑉௡೏೘మబ,௡೏೘భవ

𝐴௡೏೘మబ

ቇ
ଶ

ൡ   

経路 n0mi‐ndmi では全ての風量が必ずサーバー内蔵ファンを通り、逆流はないものとする

と各段の機器で次の式が成り立つ。 

𝑉௡బ೘೔,௡೏೘೔
ൌ 𝑉௠௙௔௡   

また、次の式が成立するものとする。 
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𝑃௡బ೘೔
ൌ 𝑃௢భ   

サーバー内蔵ファンの P‐Q 特性曲線を最小二乗法で二次関数に近似し、次の式を得る。

経路 n0mi‐ndmiに(2‐2)式を適用して求めた次式と連立して Vmfanを得る。 

ቐ
 𝑃௠௙௔௡ ൌ 𝑑𝑉௠௙௔௡

ଶ ൅ 𝑒𝑉௠௙௔௡ ൅ 𝑓                                   

 𝑃௡బ೘೔
൅
𝜌
2
𝑣௡బ೘೔

ଶ ൅ 𝑃௠௙௔௡ ൌ 𝑃௡೏೘೔
൅
𝜌
2
𝑣௡೏೘೔

ଶ ൅ ∆𝑃௥
   

𝑉௠௙௔௡ ൌ
𝑒 ൅ ට𝑒ଶ െ 4 ቀ

𝜌
2 𝜁௔ െ 𝑑ቁ ൫𝑃௡೏೘೔

െ 𝑃௡బ೘೔
െ 𝑓൯

2 ቀ
𝜌
2 𝜁௔ െ 𝑑ቁ

൒ 0   

  ここで、 

𝜁௔ ൌ 𝜁௔௡బ೘೔,௡೏೘೔
   

従って、節点 ndmi にサーバーを通過し流入する風量は、節点 ndmi からの視点を以って次

のように表せる。 

𝑉௡೏೘೔௡బ೘೔
ൌ െ𝑉௡బ೘೔௡೏೘೔

ൌ െ𝑉௠௙௔௡   

漏気経路 ndmi‐n0miに(2‐2)式を適用して求めた風量を 2倍し、Vγndmi,n0miを求める。 

𝑃௡೏೘೔
൅
𝜌
2
𝑣ఊ௡೏೘೔

ଶ ൌ 𝑃௡బ೘೔
൅
𝜌
2
𝑣ఊ௡బ೘೔

ଶ ൅ ∆𝑃௥   

𝑉ఊ௡೏೘೔,௡బ೘೔
ൌ 2 ൈ

𝑠𝑖𝑔𝑛൫𝑃௡೏೘೔
െ 𝑃௡బ೘೔

൯ห𝑃௡೏೘೔
െ 𝑃௡బ೘೔

ห
ଵ ଶ⁄

ඨ
𝜌
2 ቤ

1
𝐴௡బ೘೔

ଶ െ
1

𝐴௡೏೘೔
ଶ ൅ 𝜁௔ቤ

 
 

ここで、 

𝑃௡೏೘೔
െ 𝑃௡బ೘೔

൒ 0 のとき、𝜁௔ ൌ 𝜁௔ఊ௡೏೘೔,௡బ೘೔
   

𝑃௡೏೘೔
െ 𝑃௡బ೘೔

൏ 0 のとき、𝜁௔ ൌ െ𝜁௔ఊ௡బ೘೔,௡೏೘೔
   

節点 ndmiにおいて(2‐8)式を適用し、得た式を整理し Vndmi,ndmi+1を得る。 

Σ𝑉௡೏೘೔
ൌ 𝑉௡೏೘೔,௡೏೘೔షభ

൅ 𝑉௡೏೘೔,௡బ೘೔
൅ 𝑉ఊ௡೏೘೔,௡బ೘೔

൅ 𝑉௡೏೘೔,௡೏೘೔శభ
ൌ 0   

𝑉௡೏೘೔,௡೏೘೔శభ
ൌ െ൫𝑉௡೏೘೔,௡೏೘೔షభ

൅ 𝑉௡೏೘೔,௡బ೘೔
൅ 𝑉ఊ௡೏೘೔,௡బ೘೔

൯   

  ただし、 

𝑖 ൌ 1 のとき、𝑉௡೏೘భ,௡೏೘మ
ൌ െ൫𝑉௡೏೘భ,௡೏భ ൅ 𝑉௡೏೘భ,௡బ೘భ

൅ 𝑉ఊ௡೏೘భ,௡బ೘భ
൯   

𝑖 ൌ 18 のとき、𝑉௡೏೘భఴ,௡೏మ

ൌ െ൫𝑉௡೏೘భఴ,௡೏೘భళ
൅ 𝑉௡೏೘భఴ,௡బ೘భఴ

൅ 𝑉ఊ௡೏೘భఴ,௡బ೘భఴ
൯ 

 

𝑖 ൌ 19 のとき、𝑉௡೏೘భవ,௡೏೘మబ

ൌ െ൫𝑉௡೏೘భవ,௡೏మ ൅ 𝑉௡೏೘భవ,௡బ೘భవ
൅ 𝑉ఊ௡೏೘భవ,௡బ೘భవ

൯ 
 

𝑖 ൌ 36 のとき、𝑉௡೏೘యల,௡೏య

ൌ െ൫𝑉௡೏೘యల,௡೏೘యఱ
൅ 𝑉௡೏೘యల,௡బ೘యల

൅ 𝑉ఊ௡೏೘యల,௡బ೘యల
൯ 
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(4) 節点 nd2 

𝑉௡೏మ,௡೏೘భఴ
ൌ െ𝑉௡೏೘భఴ,௡೏మ   

経路 nd2‐ndm18で(2‐2)式を適用して得た次式を整理し、Pnd2を求める。 

𝑃௡೏మ ൅
𝜌
2
𝑣௡೏మ

ଶ ൌ 𝑃௡೏೘భఴ
൅
𝜌
2
𝑣௡೏೘భఴ

ଶ ൅ 𝑃ఘ௡೏మ,௡೏೘భఴ
൅ ∆𝑃௥   

𝑃௡೏మ ൌ 𝑃௡೏೘భఴ
൅ 𝑃ఘ௡೏మ,௡೏೘భఴ

൅
𝜌
2
൝ቆ
𝑉௡೏೘భఴ,௡೏೘భళ

𝐴௡೏೘భఴ

ቇ
ଶ

െ ቆ
1

𝐴௡೏మ
ଶ െ 𝜁௔ቇ𝑉௡೏మ,௡೏೘భఴ

ଶൡ   

ここで、 

𝑉௡೏మ,௡೏೘భఴ
൒ 0 のとき、𝜁௔ ൌ 𝜁௔௡೏మ,௡೏೘భఴ

   

𝑉௡೏మ,௡೏೘భఴ
൏ 0 のとき、𝜁௔ ൌ െ𝜁௔௡೏೘భఴ,௡೏మ   

漏気経路 nd2‐o1に(4‐2)式を適用して求めた風量を 2倍し、Vγnd2,o1を求める。 

𝑃௡೏మ ൅
𝜌
2
𝑣ఊ௡೏మ

ଶ ൌ 𝑃௢భ ൅
𝜌
2
𝑣ఊ௢భ

ଶ ൅ ∆𝑃௥   

𝑉ఊ௡೏మ,௢భ ൌ 2 ൈ
𝑠𝑖𝑔𝑛൫𝑃௡೏మ െ 𝑃௢భ൯ห𝑃௡೏మ െ 𝑃௢భห

ଵ ଶ⁄

ඨ
𝜌
2 ቤ

1
𝐴௢భ

ଶ െ
1

𝐴௡೏మ
ଶ ൅ 𝜁௔ቤ

 
 

ここで、 

𝑃௡೏మ െ 𝑃௢భ ൒ 0 のとき、𝜁௔ ൌ 𝜁௔ఊ௡೏మ,௢భ   

𝑃௡೏మ െ 𝑃௢భ ൏ 0 のとき、𝜁௔ ൌ െ𝜁௔ఊ௢భ,௡೏మ   

節点 nd2において(2‐8)式を適用し、得た式を整理すると Vnd2,ndm19が得られる。 

Σ𝑉௡೏మ ൌ 𝑉௡೏మ,௡೏೘భఴ
൅ 𝑉ఊ௡೏మ,௢భ ൅ 𝑉௡೏మ,௡೏೘భవ

ൌ 0   

𝑉௡೏మ,௡೏೘భవ
ൌ െ൫𝑉௡೏మ,௡೏೘భఴ

൅ 𝑉ఊ௡೏మ,௢భ൯   

 

(5) 節点 nd3（Table 2‐6の手順 15） 

𝑉௡೏య,௡೏೘యల
ൌ െ𝑉௡೏೘యల,௡೏య   

経路 nd3‐ndm36で(2‐2)式を適用して得た次式を整理し、Pnd3を求める。 

𝑃௡೏య ൅
𝜌
2
𝑣௡೏య

ଶ ൌ 𝑃௡೏೘యల
൅
𝜌
2
𝑣௡೏೘యల

ଶ ൅ 𝑃ఘ௡೏య,௡೏೘యల
൅ ∆𝑃௥   

𝑃௡೏య ൌ 𝑃௡೏೘యల
൅ 𝑃ఘ௡೏య,௡೏೘యల

൅
𝜌
2
൝ቆ
𝑉௡೏೘యల,௡೏೘యఱ

𝐴௡೏೘యల

ቇ
ଶ

െ ቆ
1

𝐴௡೏య
ଶ െ 𝜁௔ቇ𝑉௡೏య,௡೏೘యల

ଶൡ   

  ここで、 

𝑉௡೏య,௡೏೘యల
൒ 0 のとき、𝜁௔ ൌ 𝜁௔௡೏య,௡೏೘యల

   

𝑉௡೏య,௡೏೘యల
൏ 0 のとき、𝜁௔ ൌ െ𝜁௔௡೏೘యల,௡೏య   

漏気経路 nd3‐o1 の風量 Vγnd3,o1 は同節点間の圧力差によって決定されるが、その経路は漏

気経路 2箇所と下部漏気経路 1箇所に分けられる。それぞれの経路を A、Bとすると、風量
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VAnd3,o1、VBnd3,o1は(2‐2)式を用いて整理すると、それぞれ以下の式で表せる。 

𝑉஺௡೏య,௢భ ൌ 2 ൈ
𝑠𝑖𝑔𝑛൫𝑃௡೏య െ 𝑃௢భ൯ห𝑃௡೏య െ 𝑃௢భห

ଵ ଶ⁄

ඨ
𝜌
2 ቤ

1
𝐴஺௢భ

ଶ െ
1

𝐴஺௡೏య
ଶ ൅ 𝜁௔஺ቤ

 
 

𝑉஻௡೏య,௢భ ൌ
𝑠𝑖𝑔𝑛൫𝑃௡೏య െ 𝑃௢భ൯ห𝑃௡೏య െ 𝑃௢భห

ଵ ଶ⁄

ඨ
𝜌
2 ቤ

1
𝐴஻௢భ

ଶ െ
1

𝐴஻௡೏య
ଶ ൅ 𝜁௔஻ቤ

 
 

  ここで、 

𝑃௡೏య െ 𝑃௢భ ൒ 0 のとき、𝜁௔஺ ൌ 𝜁௔஺௡೏య,௢భ , 𝜁௔஻ ൌ 𝜁௔஻௡೏య,௢భ   

𝑃௡೏య െ 𝑃௢భ ൏ 0 のとき、𝜁௔஺ ൌ െ𝜁௔஺௢భ,௡೏య , 𝜁௔஻ ൌ െ𝜁௔஻௢భ,௡೏య   

これらの風量の和が、漏気経路 nd3‐o1の風量 Vγnd3,o1となる。 

𝑉ఊ௡೏య,௢భ ൌ 𝑉஺௡೏య,௢భ ൅ 𝑉஻௡೏య,௢భ   

 

(6) 節点 nd3（Table 2‐6の手順 16） 

節点 nd3において(2‐8)式を適用し、漏気経路 nd3‐o1への風量 Vγnd3,o1を求める。 

Σ𝑉௡೏య ൌ 𝑉௡೏య,௡೏೘యల
൅ 𝑉ఊ௡೏య,௢భ ൌ 0   

𝑉ఊ௡೏య,௢భ ൌ െ𝑉௡೏య,௡೏೘యల
   

 



 

 

記号表 

 

150 

 

記号表 

 

換気回路網関係の記号（第 2 章、付録 2） 

A0  基準面断面積(m2) 

Ai  節点 iの断面積(m2) 

f1, f2  制御前後のファン周波数(Hz) 

g  重力加速度(m/s2) 

Hfan1, Hfan2 制御前後の排気ファン発熱量(W) 

hi  節点 iの基準面からの高さ(m) 

n0mi, n1mi  サーバーiの吸込口、吹出口の節点 

N1, N2  制御前後のファン回転数(rpm) 

nd1~3  サーバー背面ダクト空間の節点 

ndmi  サーバーiの背面ダクト空間の節点 

o1  ラック前面の機械室内の節点 

o2  天井チャンバ内の節点 

PF  ファン静圧(Pa) 

Pfan  排気ファン静圧(Pa) 

Pfan1, Pfan2  制御前後の排気ファン静圧(Pa) 

Pi  節点 iの静圧(Pa) 

Pmfan  サーバー内蔵ファン静圧(Pa) 

Pρi,j  節点 i‐j間の位置圧(Pa) 

v0  基準面風速(m/s) 

Vfan  排気ファン風量(m3/s) 

Vfan1, Vfan2  制御前後の排気ファン風量(m3/s) 

vi  節点 iの風速(m/s) 

Vi  節点 iに繋がる枝管の風量(m3/s) 

Vi‐in  節点 iの流入空気の風量(m3/s) 

Vi,j  節点 i‐j間の風量(m3/s) 

Vmfan  サーバー内蔵ファン風量(m3/s) 

vγi  節点 iの漏気経路の風速(m/s) 

Vγi,j  節点 i‐j間の漏気経路の風量(m3/s) 

ΔPr  局部抵抗による圧力損失(Pa) 

ζ  局部圧力損失係数(－) 

ζa  総合局部圧力損失係数(－) 

ζai,j  節点 i‐j間の総合局部圧力損失係数(－) 

ζaγi,j  節点 i‐j間の漏気経路の総合局部圧力損 

  失係数[－] 

θ  空気温度(℃) 

θi  混合後の空気温度(℃) 

θi‐in  節点 iの流入空気の温度(℃) 

ρ  空気の密度(kg/m3) 

ρ0  基準空気密度(kg/m3) 

 

機器冷却特性関係の記号（第 2 章） 

c  空気の比熱(J/kgDA・K) 

Hfan  排気ファン発熱量(W) 

Hm  機器発熱量(W) 

Hw  壁体熱損失(W) 

m0m  機器吸込み温度差比(－) 

V  空調給気量(m3/s) 

Vf  有効空調給気量(m3/s) 

Vm  機器換気量(m3/s) 

Vu  無効空調給気量(m3/s) 

γ  再循環比(－) 

ηV  排熱効率(－) 

θ0  空調給気温度(℃) 

θ0m  機器吸込み温度(℃) 

θ1  空調還気温度(℃) 

θ1’  排気温度(℃) 

θ1m  機器吹出し温度(℃) 

κm  換気流量比(－) 

ρ  空気の密度(kg/m3) 
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合わせ込み手法関係の記号（第 3 章） 

cijk  第 i解析における特性 Pkの信号因子 Gj 

  のシミュレーション結果 

Gj  第 j水準の信号因子 

Pk  第 k番目の特性 

Si  (3‐2)式で求める解析特性 

Si’  偏差平方和 

Se  各模擬発熱体吸込温度のシミュレーシ 

  ョン結果と実験結果の偏差平方和 

xjk  特性 Pkの信号因子 Gjの実験結果 

yijk  第 i解析における特性 Pkの信号因子 Gj 

  のシミュレーション結果と実験結果の 

  乖離 

𝑦ത௘  各模擬発熱体吸込温度のシミュレーシ 

  ョン結果と実測結果の乖離の平均値 

𝑦ത௜∙∙  解析 iにおける乖離の平均値 

 

気流管理指標関係の記号（第 3 章） 

BAL  Balance ratio(－) 

BP  Bypass ratio(－) 

mb  バイパス風量(m3/s) 

mc  CRAC風量(m3/s) 

mf  二重床内風量(m3/s) 

mn  負圧風量(m3/s) 

mr  再循環風量(m3/s) 

ms  ICT機器風量(m3/s) 

NP  Negative Pressure ratio(－) 

R  Recirculation ratio(－) 

Tc  CRAC給気温度(℃) 

Tf  二重床内温度(℃) 

Th  ICT機器吹出温度(℃) 

Tr  CRAC還気温度(℃) 

Ts  ICT機器吸込温度(℃) 

 

気流分離効率関係の記号（第 4 章、第 5 章） 

Af  気流可用性(－) 

ASE  気流分離効率(－) 

BP  バイパス気流(－) 

mc  CRAC風量(m3/s) 

mf  二重床内風量(m3/s) 

mi  ICT機器風量(m3/s) 

NP  負圧気流(－) 

R  再循環気流(－) 

Tci  CRAC還気温度(℃) 

Tco  CRAC給気温度(℃) 

Tii  ICT機器吸込温度(℃) 

Tio  ICT機器吹出温度(℃) 

ηdemand  排気効率(－) 

ηsupply  給気効率(－) 

 

消費電力関係の記号（第 4 章、第 5 章） 

Ec  CRAC消費電力(W) 

Ei  ICT機器消費電力(W) 

ΣEc  CRAC年間消費電力量(Wh) 

ΣEi  ICT機器年間消費電力量(Wh) 

ΣEtotal  年間トータルエネルギー消費量(Wh) 
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Ⅰ. 論文（学位論文関係） 

1) 二渡直樹, 羽山広文, 森太郎, 菊田弘輝, 豊原範之: 再循環を考慮した ICT 機器の冷却

特性の予測手法, 日本建築学会環境系論文集, 第 78巻, 第 687号, pp.409‐418, 2013 

2) Naoki  Futawatari,  Yosuke  Udagawa,  Taro  Mori,  Hirofumi  Hayama:  Improving 

Prediction Accuracy Concerning the Thermal Environment of a Data Center by Using 

Design of Experiments, Energies 2020, Vol.13, 4595, 2020 

3) Naoki  Futawatari,  Yosuke  Udagawa,  Taro Mori, Hirofumi Hayama:  Impact  of  Fan 
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1) 二渡直樹, 羽山広文, 森太郎, 菊田弘輝, 豊原範之: ICT機器の冷却特性を考慮した空調

システム効率の予測手法に関する研究（その 1）機器冷却特性の換気回路網モデルの構

築と検討, 日本建築学会北海道支部研究報告集, 第 85号, pp. 247‐250, 2012 

2) 二渡直樹, 羽山広文, 森太郎, 菊田弘輝, 豊原範之: ICT機器の冷却特性を考慮した空調

システム効率の予測手法に関する研究（その 2）データセンターにおける機器冷却特性

とエネルギー効率の予測手法, 日本建築学会大会学術講演梗概集（東海）, pp.1237‐1238, 

2012 

3) 宮本将行, 二渡直樹, 羽山広文, 森太郎, 菊田弘輝: ICT機器周囲の再循環を考慮したデ

ータセンターの省エネルギー化に関する研究（その 1）実大実験と CFD の比較, 空気

調和・衛生工学会北海道支部第 52回学術講演会, pp.63‐66, 2018 

4) 二渡直樹, 宇田川陽介, 羽山広文, 宮本将行: ICT装置のファン挙動が排気の再循環に与

える影響の考察, 空気調和・衛生工学会大会学術講演論文集（名古屋）, 第 3巻, pp.73‐

76, 2018 

5) 宮本将行, 二渡直樹, 羽山広文, 森太郎, 菊田弘輝: データセンター用空調システムの
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梗概集（東北）, pp.1111‐1112, 2018 
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気調和・衛生工学会北海道支部第 53回学術講演会, pp.87‐90, 2019 
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関する研究（その 2）CFDによるブランクパネルの再循環抑制効果の検証, 日本建築学
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関する研究（その 1）簡易測定法の確立と検証, 空気調和・衛生工学会北海道支部第 45

回学術講演論文集, pp.55‐58, 2011 
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